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巻頭言 人口オーナス期での都市基盤の老朽化対策と適切な更新に向けたクリティカルパス

●仕事と資格　●長く楽しんできた将棋のことず い そ う
●5Gによる建設機械の遠隔施工交流のひろば

●東京メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェクト
●UR都市機構の都市基盤施設整備の支援
●スマートビルデータプラットフォーム：ビルOSの開発・実装と実践的応用
●施工進捗と変位状況をリアルタイムに現地に3Dで可視化
●まちづくり計画支援サービス「マチミル」　他

特集技術報文 ●「都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組事例集」の紹介
● �民間事業者等による良質な緑地確保の取組を評価・

認定する優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）
●脱炭素への取組と脱炭素都市づくり大賞

行 政 情 報
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一般社団法人 日本建設機械施工協会 会長 殿 

 下記のとおり、日本建設機械施工協会 個人会員に入会します。 

令和    年    月    日 

個 人 会 員 入 会 申 込 書 

ふ り が な 日月年生

氏   名 
昭和 

平成     年     月     日

勤 務 先 名 

所 属 部 課 名  

勤 務 先 住 所  

〒 

TEL                         E-mail                             

自 宅 住 所 

〒 

TEL                         E-mail                             

機関誌の送付先 勤務先      自宅      （ご希望の送付先に○印で囲んで下さい。） 

そ の 他 

連 絡 事 項 

令和   年   月より入会 

【会費について】 年間 9,000円（不課税） 

○会費は当該年度前納となります。年度は毎年４月から翌年３月です。 

○年度途中で入会される場合であっても、当該年度の会費として全額をお支払い頂きます。 

○会費には機関誌「建設機械施工」の費用（年間12冊）が含まれています。 

○退会のご連絡がない限り、毎年度継続となります。退会の際は必ず書面にてご連絡下さい。 

また、住所変更の際はご一報下さるようお願い致します。 

【その他ご入会に際しての留意事項】 
○個人会員は、定款上、本協会の目的に賛同して入会する個人です。 ○入会手続きは本協会会長宛に入会申込書を提出する必要があります。 

○会費額は総会の決定により変更されることがあります。 ○次の場合、会員の資格を喪失します：１.退会届が提出されたとき。2.後見開始又は保佐

開始の審判をうけたとき。3.死亡し、又は失踪宣言をうけたとき。4.１年以上会費を滞納したとき。5.除名されたとき。 ○資格喪失時の権利及び義務：

資格を喪失したときは、本協会に対する権利を失い、義務は免れます。ただし未履行の義務は免れることはできません。 ○退会の際は退会届を会

長宛に提出しなければなりません。 ○拠出金の不返還：既納の会費及びその他の拠出金品は原則として返還いたしません。 

【個人情報の取扱について】 
ご記入頂きました個人情報は、日本建設機械施工協会のプライバシーポリシー（個人情報保護方針）に基づき適正に管理いたします。本協会のプ

ライバシーポリシーは https://jcmanet.or.jp/privacy/をご覧下さい。 

一般社団法人日本建設機械施工協会 個人会員係 行

Ｅ-mail：k-kaiin@jcmanet.or.jp FAX：03-3432-0289 ※原則ｅメールで送付ください
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一般社団法人 日本建設機械施工協会

日本建設機械要覧 2025 年版
発売のご案内

本協会では，国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を 1950 年

より 3 年ごとに刊行し，現場技術者の工事計画の立案，積算，機械技術者の建設機械の

データ収集等に活用頂き，好評を頂いております。

本書は，専門家で構成する編集委員会の審査に基づき，良好な使用実績を示した国産

および輸入の各種建設機械，作業船，工事用機械等を選択して写真，図面等のほか，

主要緒元，性能，特長等の技術的事項，データを網羅しております。購読者の方々には

欠かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

発 刊 日

令和 7 年 3 月 25 日

体 裁

・B5 判，約 1,280 頁／写真，図面多数／表紙特製

価 格（消費税１０％を含む）

一般価格 53,900 円（本体 49,000 円）

会員価格 45,100 円（本体 41,000 円）

（注）送料 1 冊 990 円(税込)複数冊の場合別途

参考：写真はイメージです

特 典

「日本建設機械要覧 2025 年版」購入の方への特典として，当協会が運営する Web サイト

（要覧クラブ）上において 2001 年版から 2022 年版までの全ての日本建設機械要覧の

PDF 版が閲覧及びダウンロードできます。これによって 2025 年版を含めると 1998 年

から 2024 年までの建設機械データが活用いただけます。

2025 年版 内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン，インクラインおよびウ

インチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ，路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT 建機，建設ロボットと自動化

・高所作業車，エレベータ，

リフトアップ工法，横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機，送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ 工法，CSG 工法，タイヤ，

ワイヤロープ，燃料油，潤滑剤

および作動油，検査機器

今後の予定
好評をいただきました 2022 年版につづき「日本建設機械要覧 2025 年版」の電子版も

作成し，より利便性の高い資料とするべく準備しております。御期待下さい。
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◆ 購入申込書 ◆ 
 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 行 
 

 

日本建設機械要覧 ２０２５年版  冊 

 

上記図書を申し込みいたします。  令和 7 年  月  日 

会員種別 □非会員 □団体会員 □個人会員 □その他（                   ） 

官公庁名 

会社名 

 

所属 
 

 

ご担当者氏名 
 TEL  

FAX  

ご住所 
〒 

 

書類の宛名の

希望 

 

備考 
 

 

 

◆申し込み方法◆ 

    ①本部へ申し込み・・・FAX または E-mail （tosho-hanbai@jcmanet.or.jp）  

         支払方法・・・銀行振込 

    ②支部へ申し込み・・・FAX のみ 

         支払方法・・・銀行振込または現金書留 

 

※ 関東・甲信・沖縄地区の方は本部へ，その他の地区は最寄りの支部へお申し込みください。 

[お問合せ及びお申込先]   

本   部 〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館 2 階 
TEL 03-3433-1501 

FAX 03-3432-0289 

北海道支部 〒060-0003 札幌市中央区北 3 条西2 丁目 さつけんﾋﾞﾙ 5 階 
TEL 011-231-4428 

FAX 011-231-6630 

東北支部 〒980-0014 仙台市青葉区本町 3-4-18 太陽生命仙台本町ﾋﾞﾙ 5 階 
TEL 022-222-3915 

FAX 022-222-3583 

北陸支部 〒950-0965 新潟市中央区新光町 6-1 興和ﾋﾞﾙ 9 階 
TEL 025-280-0128 

FAX 025-280-0134 

中部支部 〒460-0003 名古屋市中区錦 3-7-9 太陽生命名古屋第 2 ビル 7 階 
TEL 052-962-2394 

FAX 052-962-2478 

関西支部 〒540-0012 大阪市中央区谷町 2-7-4 谷町ｽﾘｰｽﾘｰｽﾞﾋﾞﾙ 8 階 
TEL 06-6941-8895 

FAX 06-6941-1378 

中国支部 〒730-0013 広島市中区八丁堀 12-22 築地ﾋﾞﾙ 4 階 
TEL 082-221-6841 

FAX 082-221-6831 

四国支部 〒760-0066 高松市福岡町 3-11-22 建設ｸﾘｴｲﾄﾋﾞﾙ 4 階 
TEL 087-821-8074 

FAX 087-822-3798 

九州支部 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-4-30 いわきﾋﾞﾙ 2 階 
TEL 092-436-3322 

FAX 092-436-3323 

記入いただいた個人情報は，お申込み図書の配送・支払い確認などの連絡に利用いたします。 

また，当協会の新刊図書案内や事業活動案内のダイレクトメール（DM）送付に利用する場合があります。 

（これらの目的以外での利用は致しません）当協会のプライバシーポリシー（個人情報保護法方針）は，ホームページ

（https://jcmanet.or.jp/provacy_policy.htm）でご覧いただけます。 

ご記入がなければ請求書・納品書・見積書は官公庁名・会社名となります。 
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1 商品名
日本建設機械要覧2025

電子書籍版
建設機械スペック一覧表

電子書籍版

2 形態 電子書籍 電子書籍

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）‌�タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 36,300 36,300

非会員 42,900 42,900

10 利用期間 購入から3年間 購入から3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

一般社団法人 日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2025年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期（予定）

2025年5月末　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　日本建設機械要覧2025およびスペック一覧表電子書

籍版購入の方への特典として、当協会が運営するWebサ

イト（要覧クラブ）上において2001年版から、2022

年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロード

できます。これによって2025年版を含めると1998年

から2024年までの建設機械データが活用いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセスできます。

日本建設機械要覧2025 電子書籍版
近日発売のご案内
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 令和７年度版 建設機械等損料表 

 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 

＜図書紹介＞ 

■発売日 : 令和７年４月２５日 

■体  裁 ： Ａ４判 モノクロ ４７４ページ 

■定  価  ： 一般価格 本体 ８，８００円 （税・送料別） 

会員価格 本体 ７，４８０円 （税・送料別） 

          

 

■内容    

令和７年度版の構成項目は以下のとおりです。 
  第Ⅰ章 機械損料の構成と解説 

  第Ⅱ章 関連通達・告示等 

  第Ⅲ章 損料算定表の見方（要約版） 

  第Ⅳ章 建設機械等損料算定表 

  第Ⅴ章 船舶損料算定表 

  第Ⅵ章 ダム施工機械等損料算定表 

  第Ⅶ章 除雪用建設機械等損料算定表 

 
                              書籍の表紙イメージ 

 

 
     

   
日本建設機械施工協会 一般社団法人 

建設機械等損料表 

令和７年度版 

1/1
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（一社）日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（令和 7年 5月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込）

本部
送料

1 R7 年 05 月 橋梁架設工事の積算　令和 7 年度版 12,100 10,285 990
2 R7 年 04 月 令和 7 年度版　建設機械等損料表 9,680 8,228 700
3 R7 年 03 月 日本建設機械要覧　2025 年版 53,900 45,100 990
4 R6 年 12 月 建設機械施工ハンドブック（改訂 5 版） 13,200 11,220 770
5 R6 年 05 月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和 6 年度版 6,600 5,610 770
6 R6 年 05 月 橋梁架設工事の積算　令和 6 年度版 12,100 10,285 990
7 R6 年 05 月 よくわかる建設機械と損料 2024 7,260 6,171 770
8 R5 年 10 月 道路除雪施工の手引（第 17 版） 4,950 3,960 770
9 R4 年 03 月 日本建設機械要覧　2022 年版 53,900 45,100 990
10 R3 年 01 月 情報化施工の基礎　～ i-Construction の普及に向けて～　 2,200 1,870 770
11 H30 年 08 月 消融雪設備点検・整備ハンドブック 13,200 11,000 770
12 H29 年 04 月 ICT を活用した建設技術  （情報化施工）　 1,320 1,122 770
13 H26 年 03 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD 版】 2,200 1,980 770
14 H25 年 06 月 機械除草安全作業の手引き　 990 880 770
15 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,300 2,970 770
16 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,300 2,970 770
17 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,200 1,870 770
18 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,420 2,178 770
19 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,080 2,618 770
20 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,300 2,970 770
21 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,520 2,992 770
22 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック（除雪機械編） 1,100 990 770
23 H16 年 12 月 除雪・防雪ハンドブック（除雪編）【CD-R】 5,500 4,950 770

24 H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案） 
【CD-R】 3,520 3,168 770

25 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,650 1,485 770
26 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,980 1,782 770

27 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様
書作成要領（案） 1,980 1,782 770

28 H15 年 6 月 地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル 550 495 770
29 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3 版） 6,600 5,940 770
30 H12 年 3 月 移動式クレーン，杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2 版） 2,750 2,475 770
31 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,360 8,360 770
32 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,400 3,960 770
33 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750 2,475 770
34 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル【CD-R】 3,960 3,564 770
35 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,470 7,623 770
36 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,380 5,742 770
37 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例【CD-R】 10,450 9,405 770
38 S60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック【CD-R】 6,600 5,940 770
39 建設機械履歴簿 440 396 770

40 毎月　25 日 建設機械施工 880 792 770
定期購読料 年 12 冊 10,032 円（税・送料込）

購入を希望される場合，当協会 HP　https://jcmanet.or.jp/ の出版図書欄の「出版図書のご購入について」から本部，ま
たは支部の購入方法に基づきお申込みください。

消費税 10％
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◇表紙写真説明◇
東京メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェクト

写真提供：東急建設㈱

2009 年に着手した東京メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェクトでは，2016 年から BIM/CIMを導入し
設計・計画の整合性検証，多方面にわたる関係者との合意形成等，様々なフェーズでフロントローディ
ングを実践し，受発注者双方のベネフィット昇華と理想的な設計・施工プロセスを実現した。本プロジェ
クトでは，BIM/CIMの実践をテーマに，国土交通省令和元年度『i-Construction 大賞』優秀賞や日本
建設業連合会第 3回土木賞を受賞。
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巻頭言

人口オーナス期での都市基盤の老朽化対策と 
適切な更新に向けたクリティカルパス

樋　口　　　秀

令和 6 年元旦に発生した能登半島地震では被災地に
向かう道路，地域内の上下水道等の都市・生活インフ
ラが同時に大規模かつ広範囲で被災し，救助や災害復
旧に向かう人々を遠ざけて被災地の孤立化と復旧の長
期的な遅れを招いてしまった。さらに 9 月には奥能登
豪雨が発生し，生活再建を目指していた仮設住宅地区
や復旧途上の市街地が浸水してしまい，被災者を再び
落胆させた。避けがたい自然現象による災害ではある
が，被災地のみならずすべての地域で大規模な複合被
害を想定した事前対策の検討と防災・減災に向けた取
り組みが必須である。

一方，今日の良好な都市環境と私たちの快適な日常
生活は，先人たちが築いてきた道路（トンネル，橋梁
を含む），上水道，下水道，公園・広場，鉄道やバス
等公共交通などの都市基盤（都市インフラ）に支えら
れている。ただしこれらのインフラは整備されてから
年月がたち老朽化が進んできた。現状の維持管理のみ
ならず，適切な補修，更新の必要性と重要性は人々に
認識されてはいるものの，多大な費用と時間がかかる
ためその実施は後回しにされてきた嫌いがある。しか
しその対応が十分に進まない場合，都市インフラは突
如我々に牙を剝く。令和 7 年 1 月 28 日（火）午前 10
時ごろ埼玉県八潮市中央 1 丁目交差点で道路上に大き
な穴が開き 1 台のトラックが転落した。当初は一般の
道路陥没事故として扱われていたが，数日後には周辺
住民の避難と市民 120 万人に下水道の使用自粛が要請
される非常事態となった。発生から 2 ヶ月が経過した
現在でも，周囲は封鎖されてドライバーの救出作業が
検討され，下水道のバイパス工事が続いている。同様
の下水道に起因する事故が発生しないように全国で緊
急点検が実施されたが，今回の現場は 3 年前の点検で
は劣化度からみた緊急性はそれほど高くなかったよう
である。劣化は突如急激に進むことも予想されるため，
単なる補修では対応に限界があり，計画的なインフラ
の更新が求められよう。

では我々は都市インフラをどのように適切に更新し
ていけばよいのだろうか。これまで上水道や下水道は，
利用者がその使用分の料金を負担し，その料金収入の
中で施設の維持管理も実施されてきた。人口増加時に

は新規の利用者の増加を見込んだ施設整備も進められ
てきたが，今後の施設の更新費用は利用者のみで賄え
るのだろうか。現在の日本は「人口オーナス期」に入っ
ており，利用料を支払う世帯が減少し，税金を負担す
る人口も減少が続く。更新費用をだれがどのように支
払えばよいのかきちんとした議論が必要である。

道路については，70 年以上前の 1953 年に議員立法
で「道路整備費の財源等に関する臨時措置法」が制定
されて「揮発油税」が道路特定財源となり，「自動車
重量税」と併せて新規の道路整備の財源となった。国
民の生活を支える道路が整備され全国津々浦々まで張
り巡らされた効果は非常に大きいと考える。特定財源
という性格から新規道路が過剰に供給される傾向に
あったため国民の批判も受けて 2009 年に一般財源へ
と変更されたことは反省すべきであるが，発案された
当時の状況を踏まえると費用負担と徴収の考え方は極
めて優れていたと思われる。

人口オーナス期での都市インフラの更新は容易では
ない。高齢者の割合が高まりながら費用を負担する人
口や世帯が減少する中では，現在の施設すべてを現状
の水準で維持・更新するのは不可能であろう。国土交
通省は全国の自治体に「立地適正化計画」を策定し，
防災を考慮した都市計画で市街地の集約化とそれを支
える交通ネットワークの構築を推奨している。既存イ
ンフラ施設の長寿命化は最低限進めつつも，積極的な
施設更新は同計画の「都市機能誘導区域」での実施を
先行し「居住誘導区域」まで広げていくことがクリティ
カルパスにつながると考える。その際の財源は，国土
強靭化予算 20 兆円に加えて，あくまでも私案だが薄
く広く負担してもらうために道路空間に集中している
都市インフラの更新費用に特化した道路特定財源の復
活，固定資産税，都市計画税の税率アップによる増収
分を活用した基金設立とその活用が有効だと考える。
我が国を支える将来世代が快適な生活を送れるよう
に，国民全体を巻き込んだ財源を含めた議論を始める
ことも先延ばしにできないクリティカルパスであろう。

─ひぐち　しゅう　日本都市計画学会　東北支部　副支部長，�
日本建築学会　住まい・まちづくり支援建築会議　運営委員会副委員長，

新潟工科大学　工学部工学科　建築都市学系　教授─
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1．はじめに

近年，豪雨災害や記録的な猛暑など，気候変動に伴
う自然災害の激甚化・頻発化が世界的な課題となって
いる。わが国においても 2050 年までに温室効果ガス
（GHG）の排出を全体としてゼロにするカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言し，2030 年度の
GHG の削減目標として 2013 年度から 46％削減を目
指し，地域での取組を推進している。そのような中で，
CO2 総排出量のうち，約 5割が都市活動に由来してお
り，都市・地域構造や交通システムは中長期的にCO2
排出量に影響を与え続けることから，都市分野におい
ても脱炭素に資する都市・地域づくりが求められている。
「都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた
取組事例集」（図─ 1）は自治体の都市行政部署をは
じめ，デベロッパーやエネルギー関連会社などまちづ
くりに携わる皆様が手に取り，脱炭素とまちづくりの
事業の連携に関する必要性を理解するとともに，不安
や疑問を解消し，都市行政においてカーボンニュート
ラルに向けた取組を一歩進めるための手引きとなるこ
とを目的に作成した。本事例集では，都市の課題解決

に向けた取組と，地域脱炭素ロードマップに基づく「脱
炭素先行地域」との効果的な連携により，取組を進め
た国内都市の事例や諸外国の様々な都市の事例を掲載
している。各事例では，まちづくりにカーボンニュー
トラルを加えることで，どのような課題解決につな
がったのか，また，カーボンニュートラルの取組の利
点や効果，取組の実施体制や活用支援メニュー等を整
理している。
国内の GHG の排出状況として，2010 ～ 2013 年度
は増加傾向であったが，2014 年度から減少に転じて
おり，2021 年度は 2013 年度に比べて 2 億 3,900 万ト
ン減少した。
CO2 排出量のうち，約 5割が都市活動に由来してい

る状況のなかで，まちづくりやインフラ，交通・運輸
など，地域の暮らしや経済を支える幅広い分野を所管
する国土交通省や地方自治体の都市行政部局の役割は
重要であり，都市行政の取組や貢献には大きな期待が
寄せられている（図─ 2）。
全国的な 2050 年カーボンニュートラルの達成に向
けて様々な政策が立案されており，都市行政において
も分野横断・官民連携の取組の推進が図られている。
具体的には，国土交通省では 2021 年 7 月に「国土交
通グリーンチャレンジ」のとりまとめを行った。この
取組の背景には，脱炭素社会，気候変動適応社会，自
然共生社会，循環型社会を広く包含するものとしてグ
リーン社会を捉え，その実現に向けて，国土交通省と
しても積極的に貢献していく必要が挙げられる。特
に，国土・都市・地域空間とそこで展開される様々な
社会経済活動を支える国土交通分野に係るインフラ
や，住宅・建築物，自動車等の輸送機関等の膨大なス
トックは，カーボンニュートラルの実現や気候危機に

「都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた 
取組事例集」の紹介

行政情報

西　尾　　　透

まちづくりにカーボンニュートラルを加えることでどのような課題解決につながるのか，また，カーボ
ンニュートラルの取組の利点や効果，取組の実施体制や活用支援メニュー等を整理した「都市行政におけ
るカーボンニュートラルに向けた取組事例集」の紹介を行う。
キーワード：‌�脱炭素，カーボンニュートラル，まちづくり，気候変動対策，都市構造

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備

図─ 1　都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組事例集
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対応する持続可能で強靱なグリーン社会の基盤となる
ものであり，長期的な視点を持って，環境・社会・経
済の統合的な向上を図る戦略的なマネジメントの構築
の観点から社会システムのイノベーションを図ってい
く必要がある。

2．国土交通省都市局の取組

国土交通省都市局では，2050 年カーボンニュート
ラルの実現に向けて，「都市構造の変革」，「街区単位
で取組」，「都市における緑とオープンスペース」を三
本柱として脱炭素に資する都市・地域づくりの支援を
推進している（図─ 3）。

（1）都市構造の変革
まず「都市構造の変革」の必要性を論じたい。多く

の地方都市では，急速な人口減少と高齢化に直面して

おり，地域産業も停滞しており活力の低下が生じてい
る。また，住宅や店舗等の郊外立地が拡散し低密度の
市街地を形成している。厳しい財政状況下で，拡散し
た居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難に
なりかねない状況にある。このようななかで，今後も
都市を持続可能なものとしていくためには，都市の部
分的な対処療法ではなく，都市全体の観点からの取組
が求められる。一方，大都市においては，郊外部を中
心に高齢者が急速に増加する見込みであり，高齢者数
の急増に伴い医療・介護の需要も急増するため，医療・
福祉サービスの提供や地域の活力維持が満足にできな
くなる懸念がある。そのため，住宅医療や介護を含め
た地域包括ケアを実現するため，既存ストックを活用
しながら医療・福祉の機能を望ましい配置に推進する
ことが重要である。
そこで，都市において，都市機能や居住機能，医療・
福祉・商業等の生活機能を都市の中心部等に集約し，

図─ 2　国内の温室効果ガスの状況

図─ 3　国土交通省都市局が推進する「まちづくりGX」の取組全体像
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拠点となるように再整備を行う。ひとつのまちの中に
高度な生活サービスを提供できる施設や他の地域との
広域交通の玄関口となる中心拠点や，各地域が培って
きた歴史や文化を生かした地域生活拠点を形成するイ
メージだ。さらに集約した機能の中心となる拠点や生
活拠点が孤立したものとならないように，利便性の高
い公共交通機関で結ばれたネットワークを形成する。
これが国土交通省の目指す都市構造の変革，多極ネッ
トワーク型コンパクトシティ（コンパクト・プラス・
ネットワーク）である。
都市機能を集約することで自家用車利用の必要性が

減ることに加え，まちづくりとして歩きたくなる空間
が形成されることが期待される。都市機能が集約され
たことによる自家用車利用の削減，公共交通機関の利
用促進を持って，CO2 の削減を推進している。
ここで本事例集の事例を紹介したい。宇都宮市は，

首都圏の北の拠点都市として発展を続けている。かつ
ての同市は東西の公共交通機関がなく，中心市街地の
密度が低下したことも起因し自動車の依存度が高かっ
た。そのため，就労者等による通勤時や帰宅時には道
路混雑が慢性化し，まちなかから遠い地域に住む住民
の移動が困難であるという課題があった。2008 年 3
月「第 5次宇都宮総合計画」にてネットワーク型コン
パクトシティの推進を掲げ，2013 年 3 月から LRTの
導入を検討し，2023 年 8 月に開業した。環境に配慮
した輸送力の高い LRTの導入を行ったのみならず，
乗換施設をもうけ，EVバス等への乗り換えをスムー
ズなものにしている。誰もが移動しやすく，環境に優
しい最先端なまちづくりをアピールすることができ，
まちのブランド力の向上も期待されている。

（2）街区単位での取組
つぎに，エネルギーの面的利用の目的は都市の業務

中枢拠点の災害等に対する脆弱性の克服だ。世界水準
のビジネス機能や居住機能を集積し，国際的な投資と
人材を呼ぶ込むため，災害時においても業務の継続性
を確保する必要がある。その解決策として業務中枢拠
点に自立的・分散的なエネルギー供給施設を整備し，
複数の施設をエネルギー導管でつなぎ，拠点一帯で供
給網を形成する。災害等で電力の供給が絶たれた場合
は，自家発電を行うことで業務が継続可能となるもの
である。
エネルギーの面的利用のメリットは災害時のレジリ

エンスの向上だけではない。CO2 排出量削減について
も有用である。地区単位・街区単位レベルの複数の建
物でエネルギーを利用した際に，スケールメリットを

生かした効率的なエネルギープラント設備の導入やエ
ネルギー利用に時間差がある複数の建物でのエネル
ギーの融通，蓄熱・蓄電システム等によるエネルギー
利用の平準化等により，設備の能力を充分に活用した
効率的な運転を行うことができる。
「街区単位での取組」では，災害時のレジリエンス
強化等のための面的利用を行うことでエネルギーを効
率化することに併せて，都市機能施設を集約・再構築
し，生活利便性の向上及びエネルギー効率化による
カーボンニュートラルに取り組むものである。
本事例集では，市街地再開発とエネルギーの面的利
用によりカーボンニュートラルに取り組んでいる札幌
市を紹介している。札幌市はご存じの通り冬季の気温
が低いため，暖房エネルギー消費が大きく，地域特性
に応じた対策が課題である。同市の方針として，1972
年の冬季オリンピックの開催に併せて建築された札幌
都心部の多くの建物の建替えが進むと予測されたた
め，新たなまちづくりと環境エネルギー施策を一体的
に展開することにより，世界のモデルとなる低炭素で
持続可能なまちづくりを進めるため，2018年3月に「都
心エネルギーマスタープラン」を作成し取組を進めて
いる。2018年 3月に「都心エネルギーマスタープラン」
を策定し，低炭素で持続可能なまちづくりに向けて重
点的な取組を掲げている。また，令和 2年 2月にゼロ
カーボンシティ宣言をし，2050 年排出量実質ゼロを
目指して，各取組を進めている。
都心地区では，1972 年の札幌オリンピック開催決
定を契機に高温水導管（180℃）の整備が進められた。
現在は，コージェネレーションによる排熱利用や外気
熱の有効活用の観点から，温水（80℃）と冷水（6℃）
のシステムへの転換を図っている。同市の上位計画で
はコンパクトシティによる脱炭素まちづくりが位置付
けられており，環境政策においてもコンパクトシティ
にもとづく政策が進められている。都市機能を札幌都
心部に集積させることでエネルギーの有効活用をして
いく方針が「都心エネルギープラン」により打ち出さ
れており，これに基づく取組の一環として脱炭素先行地
域に応募した事業についても連携して取り組んでいる。

（3）都市における緑とオープンスペース
さいごに「都市における緑とオープンスペース」は
グリーンインフラの推進である。生物多様性の損失や
気候変動に伴う自然災害の激甚化，頻発化するなか
で，持続可能な社会の形成の観点から，自然環境を保
全・再生するのみならず，自然環境を我が国が抱える
課題解決の一手段として，積極的に活用していく必要
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があり，自然環境の多面的な機能を使いこなすという
視点で緑地空間や水辺空間を創出するものだ。たとえ
ば，雨庭は地上に降った雨水を下水道に直接放流する
のではなく，植栽空間を設け，そこに雨水を流入させ
ることで徐々に地中に浸透させ，氾濫を抑制するグ
リーンインフラのひとつだ。特にアスファルトなどに
覆われている都市空間でのゲリラ豪雨等による浸水被
害の軽減が期待できる。
また，災害対策のみならず，緑地を形成することで，

人々の交流の場となり，レクリエーション機会の増加
やひいては地域経済の活性化も期待できる。例えば，
都市の再開発地区における緑地空間などの自然環境の
機能を活かした空間は，施設の利用者や周辺住民等に
自然とふれあう機会を提供できうるため，Well-being	
の向上に寄与する。また，緑地の少ないオフィス街等
においては，緑地を活用した快適な滞在空間を創出す
ることにより，憩いの場の創出やオフィスワーカー等
のストレスの緩和などが期待される。
カーボンニュートラルの文脈において都市の緑地

は，CO2 の吸収，暑熱対策により CO2 排出抑制が期
待される。緑地空間や水辺空間の植物や水面からの蒸
散作用や樹木による緑陰の形成により，暑熱が緩和さ
れる。また，市街地からその緑地や水辺に風が流れる
よう設計を行うことで，周辺地域よりも涼しい空間を
創出できる。
このようにグリーンインフラは二酸化炭素の吸収，

暑熱対策，生物多様性の保全などの環境保全機能や，
良好な景観の形成や災害時における避難路・避難場所
等の形成，浸水被害の軽減など多様な機能を有してい
る。これらの機能を発揮することで社会課題の解決に
貢献するグリーンインフラとして，戦略的計画に基づ
き，様々な取組を展開することが重要である。
本事例集では海外都市の取組も紹介している。アメ

リカにおいてグリーンインフラは下水道管をはじめと
する社会インフラの再整備コストの縮減と長寿命化，
水質浄化を目的として整備されることが多い。シアト
ルは人口およそ 75 万人（2022 年時点），西海岸北部
に位置し，太平洋と緑が豊かな世界的 IT企業が複数
立地する産業の中心地だ。レイニーシティと呼ばれる
ほど雨が多い気候である。下水管の老朽化により，都
市型洪水や下水逆流のリスクが高まっていた。従来の
都市計画では，都市化に伴う市街地の舗装化により雨
水の浸透率が低下。その結果，排出された雨水がガソ
リンやゴミの混入により汚染され，排水先である
ピュージェット湾の自然環境が脅かされていた。そこ
で，都市景観の改善と生態系への影響軽減を目的に，

新規開発に対して樹木の保護，屋根や壁面の緑化な
ど，CO2 の吸収源として気候改善につながる緑化要件
をゾーニングによって点数ベースの緑化要件シアト
ル・グリーンファクターを設定した。景観保全，雨水
の流出抑制，流出水による河川の水質汚染改善，生態
系の保護などを目的として，都市全体の緑化に取り組
み，特に環境や景観に配慮した開発にはボーナス点を
付与し，開発者に雨水利用や歩道の植樹などを促して
いる。市街地の不浸透舗装を減らし，自然界の雨水量
調整プロセスを模倣した雨庭を道路空間に設置した。
雨庭の植物の生育や雨水貯留と散水によりヒートアイ
ランド現象の緩和や気温上昇が低減され，自然界に与
える影響と雨水管理のコストを軽減した。さらに街並
みの景観向上や，都市の生物の生育環境に恩恵を与え
るなど，複数の効果をもたらした。

（4）脱炭素先行地域と昨年度の取組
これらの三本柱に加えて，地域脱炭素ロードマップ
の脱炭素先行地域との連携・支援の強化も行ってい
る。地域脱炭素は，脱炭素を成長の機会と捉える時代
の地域の成長戦略であり，地方公共団体・地域の企業・
市民など地域の関係者が主役となって，今ある技術を
活用して，再エネ等の地域資源を最大限活用すること
で実現でき，経済を循環させ，防災や暮らしの質の向
上等の地域の課題をあわせて解決し，地方創生に貢献
するものだ。地域の成長戦略ともなる地域脱炭素の行
程と具体策を示す「地域脱炭素ロードマップ」におい
て，2030 年度までに少なくとも 100 カ所の「脱炭素
先行地域」をつくり，重点対策を実行することとして
いる。脱炭素の取組をまちづくりの機会と捉え，地域
の課題解決とカーボンニュートラルを共に実現するこ
とを目指している。LRTの導入によりカーボンニュー
トラルを目指し，まちの魅了を向上させた宇都宮市は
その好例と言えよう。
本事例集は令和 5年度の取組であるが，令和 6年度
の取組についても述べたい。カーボンニュートラルに
むけて諸外国では都市を大胆に変革する動きが起きて
いる。国内においても地方自治体をはじめ，都市・ま
ちづくりに関わるプレイヤーがカーボンニュートラル
に取り組み，都市を変革していくことが求められてい
る。そのため，諸外国の知見を持つ有識者，当該施策
に携わる実務経験者を講師に招き，「GX Creation 
Meeting」と称して連続勉強会を開催した。国内でカー
ボンニュートラル×都市政策に取り組む人材の交流・
融合・育成を促進し，新たなムーブメントを創出する
きっかけを生むことを目的としたもので，全 6回に亘
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り毎回 40 名ほどの方に対面にて，オンラインでは累計
約 3,000 名の方にご参加いただいた。そのうち，およそ
3割が地方自治体の職員に参加いただいた（写真─ 1）。
本稿では事例集から上述の札幌市のマスタープラン

に基づいたトップダウンのまちづくりの事例を紹介し
たが，連続勉強会で取り上げたボトムアップのまちづ
くり事例を紹介したい。
アメリカ北西部オレゴン州に位置するポートランド

は人口約 65 万人の緑あふれるコンパクトシティで，
公共的なプロジェクトへの住民参加制度が取り入れら
れている。緑地を増やすための政策が約 100 年前から
存在するほか，州立公園ではリゾートの乱立を防ぐた
め，デベロッパーがリゾート開発できないような法律
も存在する。ポートランドでは，地区ごとのコミュニ
ティの意見を取り入れる「エコ・ディストリクト」と
いう考えを起点として，街を地区ごとに小規模で考え
るというまちづくりが行われている。人々の対話が増
えイノベーションが生まれることを目指しているが，
街区の大きさが 60 m× 60 m であり小さいことが成

功の秘訣である。このような小さな街区は「15 minutes 
community」と呼ばれるが，街区が小さく道の空間
が豊かであると車の移動が不要であり，自転車や徒歩
で移動することができるうえ，偶然に近所住民と会
い，対話が生まれる。このように，住居，仕事場，大
規模公園等の遊び場が徒歩圏内に集まる空間を作るこ
とに成功した。
事例集や連続勉強会の詳細については，図─ 1の二

次元バーコードよりホームページをご覧いただきたい。

3．おわりに

本事例集では様々な地方自治体を取り上げているも
のの，都市行政部局としてカーボンニュートラルへの
取組に意欲的な地方自治体は多くない。2023 年に都
市計画区域を有する全国都道府県市区町村に対して
行ったアンケートの結果では，都市行政部局における
2050 年カーボンニュートラルに向けた目標やアク
ションについては 1,429 自治体のうち 780 自治体，お
よそ 54％の自治体が目標を定めていないことがわ
かった。また，地方自治体においては，気候変動につ
いては環境部局，まちづくりについては都市政策部局
と担当部署が分けられていることがほとんどであろ
う。カーボンニュートラルに向けたまちづくりを行う
ためには両部局の連携が不可欠であるものの，各自治
体の取組状況は「取組の体制は確立してない」または
「環境部局の呼びかけ」が 80％以上との結果となって
おり，都市行政が行うまちづくりとの連携が進んでい
るとは言いがたい。また，脱炭素先行地域への応募状
況についても 80％以上の自治体が取組予定なしと
なっている（図─ 4）。
パリ協定においては，今世紀後半のカーボンニュー

写真─ 1　連続勉強会の様子

図─ 4　地方自治体の 2050 年カーボンニュートラルに向けた動向
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トラルの実現も目標とされているが，気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）の「IPCC1.5 度特別報告書」
によると，世界の気温上昇を工業化以前と比較して
1.5℃以内に抑えるというパリ協定の努力目標を達成
するためには，2050 年近辺までのカーボンニュート
ラルの実現が必要とされている。しかし，その一方で，
我が国における2024年の平均気温の上昇は1.48℃となっ
た（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_
jpn.html）。1.5℃以内に気温上昇が抑制出来なかった
場合には海面上昇の可能性が示唆されており，オラン
ダやイギリスの都市だけでなく，日本においても東京
や名古屋が水没する危険性がある。
今の私たちのカーボンニュートラルへの取組がこれ

からの地球環境のあり方を大きく変える可能性があ
る。自治体の都市行政部局をはじめ，デベロッパーや
エネルギー関連会社などまちづくりに携わる皆様には
本事例集を手に取っていただき，カーボンニュートラ
ルへ取り組んでいただきたい。
�
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都市局　都市環境課
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1．はじめに

「都市緑地法等の一部を改正する法律」が令和 6年
11 月 8 日に施行され，同法に基づき，民間事業者等
による良質な緑地確保の取組を気候変動対策・生物多
様性の確保・Well-being の向上等の観点から国土交通
大臣が評価・認定する「優良緑地確保計画認定制度」（以
下「本制度」という。）の運用が開始された（図─ 1）。
また，令和 7年 3月 18 日には，第 1号として 14 件の
計画を認定したところであり，令和 7年度以降は，毎
年 4月に申請を受け付け，9月頃の認定を予定してい
る（図─ 2）。
本稿では，本制度の検討の経緯，制度概要や今後の

展開について紹介する。
なお，本制度は愛称を「TSUNAG：ツナグ」として
おり，その趣旨としては，緑と緑だけでなく，緑と人々，
緑と都市，緑と社会の「つながり」を生み出し，未来
につなげていく，というビジョンから名付けている。

2．検討の経緯

本制度の検討の経緯としては，まず，社会資本整備
審議会都市計画・歴史的風土分科会の下に設置されて
いる「都市計画基本問題小委員会」（以下「小委員会」
という。）が，2023 年 4 月 14 日に今後の都市政策の
方向性の提言として「中間とりまとめ～多様な価値観
や社会の変化を包摂するまちづくりを目指して～」を

公表したことが挙げられる。このとりまとめの中で「ま
ちづくりGX」の一つとして，「民間による緑地の保全・
創出の取組を推進する上では，近年，ESG 投資や
TCFD/TNFDの世界的な広がりが見られるなど，環
境分野における民間投資の機運が急速に高まっている
ことを踏まえ，市場の中で緑地確保が進むように民間
資金の誘導を図るための事業者の自発的な取組を客観
的に評価できる仕組みの導入やインセンティブ付け等
について検討すべき。」という方向性が示された。
この小委員会での議論と並行して，2023 年 2 月か
ら同年 6月まで 4回にわたり開催された「民間投資に
よる良質な都市緑地の確保に向けた評価のあり方検討
会」（以下「検討会」という。）において，民間投資に
より都市の緑地の確保につながる取組の評価のあり方
について議論がなされた。2023 年 6 月に公表された
中間とりまとめでは，民間投資の促進に向けて国が評
価制度の構築に取り組むことの重要性，当該制度の枠
組みや評価の視点等が示された。
これらの小委員会や検討会におけるとりまとめを踏
まえ，「都市緑地法等の一部を改正する法律案」が
2024 年 2 月に閣議決定，同年 5 月に成立・公布，同
年 11 月に施行された。
また，具体的な評価対象となる事業の考え方や評価
方法・項目等については，2023 年 10 月から 2024 年 9
月まで 5回にわたり「民間投資による良質な都市緑地
の確保に向けた評価の基準に関する有識者会議」を開
催し，その議論を踏まえ，決定していったところである。

民間事業者等による良質な緑地確保の取組を 
評価・認定する優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）

行政情報

増　田　雄　太

国土交通省都市局では，地球的・国家的規模の課題である気候変動への対応や生物多様性の確保，
Well-being の向上といった都市において求められる社会的要請に対応するため，緑地の質・量両面からの
確保，エネルギー利用の再エネ化・効率化，暑熱対策などを進める政策を「まちづくりGX」と称して推
進している。
まちづくりGXの推進のため，「都市緑地法等の一部を改正する法律」が令和 6年 5月に成立・公布され，
同年 11 月に施行された。この法律に基づいて新たに創設された優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）
について解説する。
キーワード：‌�まちづくりGX，都市緑地法，認定制度，民間投資の促進，グリーンインフラ

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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図─ 2　2024 年度 TSUNAG認定一覧（14件）

図─ 1　TSUNAG制度概要
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3．制度の概要

（1）制度の基本枠組み
本制度は，民間事業者等が行う緑地の整備，保全そ

の他の管理に関する取組（緑地確保事業）に関する計
画（優良緑地確保計画）について，民間事業者等が国
土交通大臣に申請し，国土交通大臣が同計画の緑地確
保指針への適合性を審査し，認定する仕組みである。
緑地確保指針とは，緑地確保事業を行う民間事業者

等（緑地確保事業者）が講ずべき措置に関する指針で
ある。内容としては，基本的な考え方のほか，気候変
動対策，生物多様性の確保，Well-being の向上など，
緑地の確保にあたり，緑地確保事業者が取り組むべき
事項及び配慮すべき事項が示されている。また，優良
緑地確保計画の認定に関し，本指針への適合性の審査
は別に定める制度要綱により行う旨も示されており，
それに基づき，審査や認定に係るルールは制度要綱で
定められている。その他，手数料や申請方法等に関す
る事項は政省令で定められている。なお，これら規定
の解説は「優良緑地確保計画認定申請者用手引き」に
まとめられているので参考にされたい。

（2）対象となる事業・エリア・主体
本制度の対象となる事業は，「①新たに緑地を創出

し，管理する事業」，「②既存の緑地の質の確保・向上
に資する事業となる。②には，再整備を伴う事業と維
持管理・運営を行う事業」が含まれる。
対象となるエリアは，都市計画区域及び準都市計画

区域となる。
対象となる主体は，対象となる土地の地権者または

地権者から同意を得て事業を行う者となる。主に民間
事業者を想定しているが，地方公共団体等の公的主体
も含まれる。なお，複数者による共同申請も可能である。

（3）対象となる区域
認定の対象となる区域は，原則，緑地を含む敷地全

体となる。一つの敷地を超えて行われる事業の場合
は，原則，一体として行われる事業全体の区域（事業
に適用されている各種法令，制度，手法等で定められ
た区域）が対象区域となる。また，複数の事業で構成
される事業の場合でも，「①複数の緑地が一つの街区
内にある場合」，「②それぞれの緑地間の距離が 250 m
以内にある場合」，「③緑地間が連続した植栽等により
結ばれ，かつ，特定のエリアを対象に多様な主体が協
議会等の連携体制を構築し，エリアマネジメント等の
計画において緑地に関する方針が示されている場合」

においては，当該緑地を有する敷地全てを対象区域と
することができる。ただし，各緑地面積は 300 m2 以
上ある必要がある。なお，建築物の敷地でない土地で
行う事業の場合，緑地を確保する土地の区域または一
体として行われる事業全体の区域が対象区域となる。
認定の対象となる区域のうち，評価の対象として
は，①緑地，②緑地利用施設（園路，広場，その他の
緑地の利用者の利便のため必要な施設），③緑地保全
施設（緑地の保全に関連して必要とされる施設）となり，
建築物は含まれない。ただし，建築物に設置される屋
上緑化や壁面緑化は緑地として，評価の対象となる。

（4）対象となる緑地の規模
対象となる緑地の規模としては，緑地面積が
1,000 m2 以上であること，緑地割合（緑地面積の対象
区域の面積に対する割合）が 10％以上であることが
必要となる。
また，緑地確保事業が，原則，従前の土地利用にお
ける緑地面積が減少する事業ではないことが求められ
る。ただし，緑地の確保に関して必要な 施設等を整
備する場合に限り，従前の土地利用の緑面積の 5％ま
での減少は許容する。「従前の土地利用」の基準とな
る時点は，2020 年 1 月 1 日時点または申請時点で緑
地面積が大きい方となる。

（5）評価の基準
評価にあたっては，「気候変動対策」，「生物多様性
の確保」，「Well-being の向上」及びこれらを通じて期
待される「地域の価値向上」の観点から，また，「マ
ネジメント・ガバナンス」，「土地・地域特性の把握・
反映」の観点も併せて評価する。その際，計画期間の
開始から 5年後時点に想定される状態を評価する。
具体的には，例えば，「気候変動対策」については，
CO2 を吸収・固定する高木の植栽，暑熱対策に資する
緑陰の形成，雨水の貯留浸透に資する緑地の整備など
を，「生物多様性の確保」については，高木・低木・
草地等の階層構造の形成，地域に根ざした在来種の使
用，生態系ネットワークの形成に資する緑地の整備な
どを，「Well-being の向上」については，心身の健康
の増進につながる散策路の整備，住民による花壇整備
等の地域コミュニティの形成に資する取組，市民への
公開性やバリアフリーの確保などが評価項目となる。
なお，評価項目は全部で 50 項目となる。

（6）評価の方法と配点
評価にあたっては，「気候変動対策」，「生物多様性
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の確保」，「Well-being の向上」及び「地域の価値向上」
はコア評価項目として点数化し，「マネジメント・ガ
バナンス」，「土地・地域特性の把握・反映」はベース
項目として適合判定を行う。
コア評価項目は，必須項目（14 項目）と選択項目（22

項目中最大 10 項目を選択）があり，必須項目はレベ
ル 1～ 5の中で全て原則レベル 1以上であることが求
められる。ベース評価項目は 14 項目であり，全ての
項目で評価基準を満たすことが必要である。
点数化されるコア評価項目は，各評価項目 5点満点

であり，レベル 0～ 5に応じて配点され，合計 150 点
満点となる。

（7）認定の基準とランク
緑地面積等の求められる条件を満たした上で，合計
点数 50 点以上を得る事業が，緑地確保指針に適合し
ていると認められ，認定となる。
また，認定されたものは，合計点数（緑地の質）と
緑地割合（緑地の量）の両方の評価レベルに応じて，
★（シングル・スター）から最上位の★★★（トリプ
ル・スター）の 3段階でランクが付与される。その際，
各ランクに該当する合計点数の評価レベル（A：50
～ 74 点，AA：75 ～ 99 点，AAA：100 点以上）と，
緑地割合（A：10％以上 20％未満，AA：20％以上
30％未満，AAA：30％以上）の評価レベルの両方を
満たす必要がある（図─ 3）。

（8）計画期間・更新・定期報告等
計画期間は 5年とし，希望すれば審査を経て更新が
可能である。更新は計画期間に係る変更の認定により
行うこととなる。
また，認定を受けた事業者は，認定取得後，毎年度，
計画の実施状況（①事業全体の進捗状況，②各取組の
実施状況，③設定した目標のモニタリング結果）につ
いて，国土交通大臣に定期報告することが必要である。図─ 3　認定ランク

図─ 4　TSUNAG認定取得のインセンティブ（令和 7年 3月時点）
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※　�TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）：企業や金融機関が自
然への依存やインパクト，リスク，機会を把握して開示する枠組みを
作る組織

なお，定期報告等により，必要に応じて，国土交通
大臣は認定を受けた事業者に対し，必要な助言，情報
の提供等を行うが，評価基準に適合しない計画内容が
確認された場合など，計画に従って事業を行っていな
いと認めるときは，改善命令を講じ，当該命令に違反
したときは，計画の認定を取り消すこととなる。

（9）手数料
認定の申請に必要となる手数料は，初回申請 120 万

円/件であり，変更・更新申請が 40 万円/件となる。

（10）認定取得のインセンティブ
当該認定を受けた取組については，国が都市開発資

金の貸付け等により支援を行うほか，不動産企業等の
ESG への配慮を企業単位で評価する国際的な基準で
ある GRESB での評価を高めることなどが可能であ
る。また，国際的な基準であるTNFD※のガイダンス
とも連携しており，認定取得を同ガイダンスに位置づ
けがあるものとして，企業として情報開示や広報する
ことが可能となっている。
本制度は，緑地の持つ機能等が多面的・定量的に評

価され，その価値が見える化されることで，投資家や
金融機関等にサステナビリティの観点で評価されるこ
とや，消費者や住民等からの社会的支持を得ることを
期待しているところである。今後も，国内外の基準・
制度との連携など，インセンティブの充実に取り組ん
でいく予定である（図─ 4）。

4．TSUNAG の展開と目指す姿

本制度により，気候変動への対応，生物多様性の確
保，Well-being の向上といった緑地の持つ多様な価値

を定量的に評価・見える化することで，投資家や金融
機関等から緑地を創出・維持管理する事業が評価さ
れ，また，消費者や周辺住民の方々からの社会的な支
持が得られることを目指している。
また，日本における緑地確保の取組を世界に広く発
信し，環境分野における日本の国際的な立場を高めて
いくことも重要である。2024 年 11 月にイタリアで開
催された G7 都市大臣会合のコミュニケにおいても，
民間セクターによる緑地への投資を奨励し，プロジェ
クトに対する評価システムや基準設定の導入を促進す
ることが盛り込まれたほか，COP 等の場において本
制度の紹介を関係各国に対して行っているところであ
る。今後は，本制度の紹介に加えて，認定を受けた取
組を国際社会に広く発信することで，みどり豊かで暮
らしやすい日本の都市の魅力を情報発信していく予定
である。
国際的な基準や評価制度との連動に加えて，本制度
を国内での具体的な投資の動きにつなげていくことが
重要である。緑地は多様な価値を有している反面，ま
ちづくりの場面でまだ十分にそれらの価値が反映され
ているとは言いがたく，まちづくりに携わる事業者，
投資家や金融機関においても，具体的なプロジェクト
の計画や実行の段階において，緑地の創出にどんなメ
リットがあるのか十分に説明できず，取組が進まない
との声も聞かれる。今後，本制度を通じて緑地が持つ
価値の見える化を進めるとともに，金融・経済活動の
動きを踏まえた本認定の活用場面の分析，普及啓発等
を行い，緑地確保の取組への投資促進を進めていく。
�

［筆者紹介］
増田　雄太（ますだ　ゆうた）
国土交通省　
都市局　都市環境課　
係長
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1．脱炭素への取組と脱炭素都市づくり大賞

脱炭素都市づくり大賞では，優れた脱炭素型の都市
を表彰することで，好事例を国内外に発信することも
目的としている。好事例となる都市開発が行われてい
ることで，都市全体の環境性能が向上し，ロールモデ
ルとなることを期待しているほかに，国際力の強化も
視野に入れている。
我が国の大都市がアジアにおけるヘッドクォーター

としての地位を維持し，我が国全体の経済成長を牽引
するためには，世界のライバル都市との比較における
「強み」（公共交通機関の利便性等）を更に伸ばしたう
えで，環境配慮，外国人対応，イノベーション創出な
ど「弱み」面での対策が重要である。
そのため，我が国の豊かな文化と地域資源を活かし

つつ，国際ビジネス拠点の形成等に資する優良な都市
開発プロジェクトを推進するとともに，気候変動への
対応，生物多様性の確保等を図るため，環境をより重
視した都市開発プロジェクトを拡大させる必要がある。

（1）脱炭素への取組の背景
気候変動の影響により，近年では異常気象が激甚化・

頻発化にある。豪雨や台風，暑熱等は我が国において
も甚大な人的被害・物的被害をもたらし，人命や財産
が脅かされている。このような気候変動の要因には，
温室効果ガス（GHG）の排出量が増加していること
が挙げられ，その解消のために脱炭素への取組が急務
である。
ここで気候変動対策に関するこれまでの経緯を述べ

たい。1997 年の気候変動枠組条約第 3回締約国会議
（COP3）で採択された京都議定書において，我が国

は二酸化炭素（CO2）等の温室効果ガス排出量を，
2008年度から2012年度の第一約束期間に基準年（1990
年度）から 6％削減することが定められた。我が国は
2005 年 4 月に京都議定書目標達成計画を閣議決定
（2008 年 3 月全部改定）し，総合的かつ計画的な地球
温暖化対策を講じた結果，基準年比 6％減を達成し
た。2013 年以降の削減目標については，我が国は，
京都議定書の第二約束期間（2013 ～ 2020 年）には参
加しない方針を表明し，自主的な削減努力を実施する
こととしている（2020 年度の排出量を 2005 年度比で
3.8％以上減）。2020 年以降の国際枠組みについては，
全ての締約国に適用される新たな法的枠組みとして，
2015 年の COP21 においてパリ協定が採択され，2016
年 11 月 4 日に発効した。なお，我が国は，同月 8日
に締結した。2013 年の COP19 において，全ての国に
対し，COP21 に十分先立ち，自国が決定する 2020 年
以降の貢献案を示すことが招請されたことから，2015
年 7 月，我が国は，2030 年度の削減目標を 2013 年度
比で 26.0％減（2005 年度比で 25.4％減）とする「日
本の約束草案」を決定し，条約事務局に提出した。ま
た，我が国は約束草案やパリ協定等を踏まえ，2016
年 5 月に地球温暖化対策計画を閣議決定し，2030 年
度の削減目標の達成に向けて着実に取り組むこととし
ている。
日本政府は 2050 年までに，温室効果ガスの排出を
全体としてゼロにするカーボンニュートラルの実現を
目指している。ここでの「排出を全体としてゼロ（ネッ
トゼロ）」とは CO2 をはじめとする GHGの排出量か
ら緑地などによる吸収量を差し引いて実質的にゼロに
することをいう。カーボンニュートラルの達成には，
エネルギーの効率化等により GHG排出量そのものの

脱炭素への取組と脱炭素都市づくり大賞

行政情報

西　尾　　　透

気候変動の影響により異常気象が激甚化・頻発化する中で脱炭素型都市づくりの必要性と 2030 年度ネッ
トゼロを目指す優れた脱炭素型の都市の開発事業を表彰する制度である脱炭素都市づくり大賞について論
じる。
キーワード：‌�脱炭素，カーボンニュートラル，まちづくり，気候変動対策，都市構造，緑化

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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削減することと，緑地などを適切に管理することによ
り排出された GHG吸収量を増加させることの両面で
取り組むことが重要となる。また，野心的な目標とし
て 2030 年度には，2013 度比において GHGの 46％削
減を目指している。
国内の GHG 排出状況として，2010 ～ 2013 年度は

増加傾向であったが，2014 年度から減少に転じてお
り，2021 年度は 2013 年度に比べて 2 億 3,900 万トン
減少している。また，CO2 の総排出量を部門別で見る
と約 5割が都市部門（運輸部門・業務その他部門・家
庭部門）に由来している（出典：環境省「2021 年度
温室効果ガス排出量（確報値）」）。まちづくりやイン
フラ，交通・運輸など，地域の暮らしや経済を支える
都市・地域構造や交通システムは中長期的にCO2 排出
量に影響を与え続けることから，都市分野においても
脱炭素に資する都市・地域づくりが求められている。

（2）脱炭素都市づくり大賞とまちづくり GX

本稿で紹介する「脱炭素都市づくり大賞」とは，脱
炭素型の都市づくりを促進することを目的に，2030
年度ネットゼロを目指す優れた脱炭素型の都市開発事
業を表彰する制度である。この制度は環境省と共同で
2023 年度に創設され，国土交通大臣賞，環境大臣賞，

特別賞が選定される。
では，都市づくりにおける脱炭素の取組とはどう
いったものだろうか？国土交通省においては，「まち
づくり GX」として，①気候変動への対応，②生物多
様性の確保，③Well-being の向上への取組を推進し
ている（図─ 1）。GXとはグリーントランスフォーメー
ション（Green Transformation）の略称であり，
GHGを排出する化石エネルギーからクリーンエネル
ギー中心の産業構造・社会構造の転換を目指すもので
ある。
①気候変動への対応とは，まちづくりにおいてCO2

の吸収，エネルギーの効率化・暑熱対策等を行うもの
である。
都市の緑地は，美しい景観の形成やヒートアイラン
ド現象の緩和，災害時の避難経路及び避難場所等の形
成，雨水の流出抑制の発揮，身近に親しめる多様なレ
クリエーションや自然とのふれあいの場，野生生物の
生息，生育環境の確保など多様な機能を有している。
生物多様性の損失や気候変動に伴う自然災害の激甚
化，頻発化するなかで，都市の緑地を整備・管理する
ことは持続可能な社会の形成の観点から，自然環境を
保全・再生するのみならず，自然環境を我が国が抱え
る課題解決の一手段として積極的に活用していく必要

図─ 1　都市を取り巻く環境と求められる視点の整理
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がある。このような緑地の持つ多様な機能を発揮でき
るよう社会資本整備や土地利用し，社会的・経済的課
題の解決を図る取組がグリーンインフラである。たと
えば，屋上緑化や植栽空間の創出や透水性舗装の整備
など雨水・貯留浸透機能を有する施設がグリーンイン
フラとされる。これらは地上に降った雨水を下水道に
直接放流するのではなく，一時的に貯留しゆっくりと
地中に浸透させる構造を持つ。下水道管等への流出量
の軽減できるほか，植栽土壌による雨水の水質浄化も
期待できる。特にアスファルトなどに覆われている都
市空間でのゲリラ豪雨等による浸水被害の軽減が期待
できる。
脱炭素の文脈において都市の緑地は，CO2 の吸収，
暑熱対策により CO2 排出抑制が期待される。緑地空
間や水辺空間の植物や水面からの蒸散作用や樹木によ
る緑陰の形成により，暑熱が緩和される。また，市街
地からその緑地や水辺に風が流れるよう設計を行うこ
とで，周辺地域よりも涼しい空間を創出できる。
エネルギーの面的利用の目的は都市の業務中枢拠点

の災害等に対する脆弱性の克服だ。世界水準のビジネ
ス機能や居住機能を集積し，国際的な投資と人材を呼
ぶ込むため，災害時においても業務の継続性を確保す
る必要がある。その解決策として業務中枢拠点に自立
的・分散的なエネルギー供給施設を整備し，複数の施
設をエネルギー導管でつなぎ，拠点一帯で供給網を形
成する。災害等で電力の供給が絶たれた場合は，自家
発電を行うことで業務が継続可能となるものである。
エネルギーの面的利用のメリットは災害時のレジリ

エンスの向上だけではない。CO2 排出量削減について
も有用である。地区単位・街区単位レベルの複数の建
物でエネルギーを利用した際に，スケールメリットを
生かした効率的なエネルギープラント設備の導入やエ
ネルギー利用に時間差がある複数の建物でのエネル
ギーの融通，蓄熱・蓄電システム等によるエネルギー
利用の平準化等により，設備の能力を充分に活用した
効率的な運転を行うことができる。
災害時のレジリエンス強化等のための面的利用を行

うことでエネルギーの効率化することに併せて，都市
機能施設を集約・再構築するコンパクトシティ形成に
よる生活利便性の向上及びエネルギー効率化により
カーボンニュートラルに取り組むものである。
②生物多様性の確保は SDGs にも設定されている重

要なトピックのひとつである。パリ協定に並び，世界
共通の目標として「昆明モントリオール生物多様性枠
組」が 2022 年 12 月 COP15 において採択され，その
なかでネイチャーポジティブ（自然再興）という考え

方が大きく掲げられた。我が国においても令和 5年 3
月 31 日に「生物多様性国家戦略 2023-2030」が閣議決
定され，2030 年までのネイチャーポジティブの実現
を目指し，生物多様性の確保を行っている。
③Well-being の向上も生物多様性の確保同様に
SDGs のひとつである。コロナ禍を契機に人々のライ
フスタイルの変容や価値観の変化に伴い，一人一人の
健康や幸福感を向上させようとするものだ。都市の緑
地やグリーンインフラにおいては，災害対策のみなら
ず，緑地を形成することで，人々の交流の場となり，
レクリエーション機会の増加やひいては地域経済の活
性化も期待できる。例えば，都市の再開発地区におけ
る緑地空間などの自然環境の機能を活かした空間は，
施設の利用者や周辺住民等に自然とふれあう機会を提
供できうるため，Well-beingの向上に寄与する。また，
緑地の少ないオフィス街等においては，緑地を活用し
た快適な滞在空間を創出することにより，憩いの場の
創出やオフィスワーカー等のストレスの緩和などが期
待される。

（3）審査・選定項目について
2023 年度に第 1 回脱炭素都市づくり大賞の表彰を
行った。対象となる事業としては，日本国内で行われ，
事業完了又はおおむね今後 5年以内に事業完了見込み
の都市開発事業であって，次の 2つを満たすものとし
た。1つ目は，応募にかかる事業の区域において電力
消費に伴う CO2 排出実質ゼロを実現又は 2030 年度ま
でに達成する計画であること。2つ目は省エネやエネ
ルギーの効率的な利用により相当規模の脱炭素効果
（GHG排出削減）が見込めるなど優れた脱炭素型の都
市開発であること。また，国土交通大臣賞の評価の視
点として，特に優れたまちづくりGX等の取組を行っ
ていることに併せて，良質な都市の緑地の抄出・維持，
エネルギーの面的利用の推進，デジタル技術等の活用
としている。
以下は第 1回脱炭素都市づくり大賞の審査・選定項
目を記載する。
＜必須事項＞
① 2030 年度までの脱炭素実現
▷�応募に係る事業の区域において電力消費に伴う
CO2 排出実質ゼロを達成していること又は 2030
年度までに達成する計画であること。
　※�環境大臣賞はコージェネレーション由来の電力
を含む

　※�国土交通大臣賞は建築確認済のものが対象，環
境大臣賞はそれ以外も対象
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＜加点事項（共通）＞
②高度な省エネ性能
▷�当該事業の区域における基準一次エネルギー消費
量に対する削減量及び削減割合が大きいこと。

③再エネ導入の推進
▷�自家消費型の再エネ設備の効果的な導入（自己所
有，自己託送）や，他者の再エネ設備の導入支援
を行い区域内で消費すること，再エネの追加性に
寄与しうる遠隔地から当該事業地への再エネ電力
の融通（オフサイト PPA等）等により，事業に
おける再エネの導入を推進していること。

④脱炭素技術の新規性
▷�従来の取組にはない技術の導入やアプローチ等革
新的な取組を行っていること（次世代型太陽電
池，再エネ由来水素活用，高度な EMS，高効率
照明・空調，高断熱窓等）。
▷�当該取組の困難さとそれを乗り越える工夫につい
て定量的又は定性的にわかりやすく説明されてい
ること。

＜加点事項（国土交通大臣賞）＞
⑤良質な都市の緑地の創出・維持
▷�気候変動への対応や生物多様性の確保，Well-
being の向上につながる都市空間における緑地の
量・質の確保の取組をしていること。

⑥エネルギーの面的利用の推進
▷�複数の建物を熱導管，自営線等のネットワークで
連携することにより，エネルギー（熱・電気）を融
通し，効率的なエネルギー供給を行っていること。

⑦デジタル技術等の活用
▷�エネルギー利用の効率化，交通手段の高度化のほ
か，効果測定の面でデジタル技術等を活用し，効
果の最大化を図っていること。

＜加点事項（環境大臣賞）＞
⑧デコ活の推進
▷�区域内への充電スポット，宅配ボックスの設置，

電力利用状況の通知機能の実装等のデコ活の推進
に資する取組を行っていること（審査の加点事項
②及び③で評価される取組を除く）。

⑨資源循環・ネイチャーポジティブの推進
▷�材料の省資源化，リサイクルボックスの設置等の
資源循環の取組や，生き物が住みやすい水辺地等
ビオトープづくり等のネイチャーポジティブの推
進に資する取組を行っていること。

⑩ライフサイクルCO2 排出削減の推進
▷�建物の資材製造段階，施工段階，使用段階（審査
の加点事項②で評価される取組を除く），解体段
階を通じたライフサイクル CO2 排出削減の取組
を行っていること，また，具体的に説明されてい
ること。

⑪熱中症対策の推進
▷�空冷室外機から発生する顕熱抑制技術を備えた空
調機器の設置，ミストシャワーの設置，日陰の創
出等，熱中症対策に資する取組を行っていること。

2．おわりに

来年度も脱炭素都市づくり大賞の募集を行う予定で
ある。第 2回においては，都心部はもちろんのこと，
地方部の脱炭素に取り組むまちづくりも取り上げたい
と考える。募集の詳細については，国土交通省のHP
をご確認いただきたい。
�

［筆者紹介］
西尾　透（にしお　とおる）
国土交通省　
都市局　都市環境課
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1．はじめに

日本を代表する繁華街のひとつ東京・渋谷。巨大
IT企業の本社やさまざまなエンターテインメント企
業が集積するこの街では，現在 100 年に 1度と言われ
る大規模な再開発プロジェクトが進行し，更なる進化
を続けている。
その渋谷の中心に位置する東京メトロ銀座線渋谷駅

は，1938 年 12 月に開業した 85 年以上の歴史を誇る
駅であり，新型ウィルス感染症拡大前の最盛期には平
均約 22 万人/日が乗降し，東京の副都心を走る大動脈
として重要な役目を果たしている。
しかし，当駅は，JR 線の真上であることや百貨店

のビルの中に位置するという立地条件から，長年大規
模な改良工事を実施することができず，狭隘なホーム・
改札口の混雑，わかりにくい乗換え経路，不充分なバ
リアフリー設備，東京メトロで唯一駅構内にトイレが
無いなど，様々な問題を抱えていた。
このような状況の中，渋谷駅周辺再開発事業と連携

して，時代のニーズに合わせた大規模な改良工事が計
画され，2009 年の工事着手から 10 年の歳月をかけて
準備を行い，2020 年 1 月に銀座線渋谷駅は新駅舎へ
と移設された（図─ 1）。
そして，渋谷駅東側の再開発の概成に続いて，2021

年度から渋谷駅西側の再開発工事が本格的に開始さ
れ，銀座線渋谷駅移設プロジェクト（以下，本プロジェ
クト）においても，旧駅舎があった百貨店ビル等を撤

去し，新たに約 50 mの橋梁を2基架設する工事（図─
2）が現在も進められている。

東京メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェクト
BIM/CIM の実践がもたらす全体最適の解決策

池　田　仲　裕

100 年に 1度の規模といわれる再開発が進められている東京・渋谷では，再開発エリアの中で様々な事
業者の工事が同時に行われているため，事業者間の調整や官庁他各種関係者協議が非常に難しいという特
徴がある。また，東京メトロ銀座線渋谷駅が営業線の駅であることから，工事に関係する部署に加えて営
業や列車運行に関わる部署も含め，全ての部署といかに迅速にコンセンサスを得るかということも課題の
ひとつとなっていた。
本稿では，東京メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェクトにおいて内製化のうえ実践したBIM/CIMによる
課題解決策や，受発注者双方がベネフィットを享受するためのBIM/CIM利活用事例について紹介する。
キーワード：‌�鉄道，営業線改良工事，BIM/CIM，デジタルツイン，フロントローディング，内製化

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備

図─ 1　銀座線渋谷駅移設計画 3Dモデル（東側概成時）

図─ 2　渋谷駅周辺再開発完成 3Dモデル（案）

建設機械施工5月号（2025年）.indb   20建設機械施工5月号（2025年）.indb   20 2025/05/13   13:38:542025/05/13   13:38:54



21建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

2．本プロジェクトの特徴

本プロジェクトは，営業線の改良工事であることか
ら，工事を進めるうえで土木・建築部署をはじめとし
た，軌道，電気，信号・通信，設備等工事に直接関係
する部署（以下，関係各部署）だけでなく，運転，駅・
営業等，電車の運行や営業に関わる全ての部署と調整
し（図─ 3），事前に合意を得ることが必要不可欠で
ある。
また，同時に進行している渋谷駅周辺再開発事業と

連携していくにあたり，行政，道路管理者の他，ビル
事業者，鉄道事業者，地下埋設企業者等，多岐にわた
る関係者（図─ 4）との調整，ならびに合意形成も肝
要である。
更に，渋谷駅は，銀座線の他に JR 線，東急線，京

王線といった，複数の路線が乗り入れる国内有数の

ターミナル駅であり，銀座線沿線が商業ビルや主要幹
線道路等によって囲まれているうえ，直下にバスター
ミナルも存在しているため（図─ 5），銀座線の営業
を継続しながら，非常に狭隘な空間で煩雑な施工を進
めていくためには，より正確で且つ緻密な計画の立案
や，多角的な観点で施工検討の深度化を図ることが求
められていた。

3．本プロジェクトにおける課題

（1）関係部署間の設計・計画の整合性の検証
関係各部署がそれぞれの規定や基準を基に設計・計
画を進めている中で，部署ごとに所有している 2次元
の設計・計画図が互換性の無いデータ形式であること
や，基準点や基準高さ，座標，および通り芯といった
部署ごとの管理方法に相違があることから（図─ 6），

図─ 3　営業線改良工事における関係部署 図─ 5　渋谷駅東口周辺の狭隘な施工空間

図─ 4　渋谷駅周辺大規模再開発の多岐にわたる事業（当事務所で作成した統合 3Dモデル）
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いかにして部署間の設計・計画の整合性を検証するか
という課題があった。

（2）短期間での作業内容・手順，時間工程の把握
駅移設切替は，銀座線の一部区間を 6日間運休して

実施されたが，切替当日は，現場常駐技術員や協力業
者作業員に加え，応援技術員・作業員の他，発注者側
の関係各部署・取引先も含め，延べ約 5,000 人もの工
事関係者が結集する（写真─ 1）大規模な駅移設切替
工事となった。
現場常駐者だけでなく，切替工事に応援で参加する

者も含めて全員が，複雑で膨大な時間工程，施工内容，
および作業手順を，切替までの準備期間が限られてい
る中で，いかに短期間で確実に理解し実行できるよう
にしていくかというのが課題のひとつであった。

（3）完成イメージの共有，および各種視認性の検証
駅移設切替では，工事開始直前の終列車まで使用し

ていた軌道を撤去し，その位置に運休中の 6日間で新
設ホームを構築するため，一部を除き事前にホームを
構築しておくことは不可能であった。
そのため，大多数のホーム上の各種設備も事前に設
置する事ができず（図─ 7），関係各部署間でいかに
新ホーム完成後のイメージを共有し，各種調整を実施
するかというのも課題のひとつであった。
また，切替工事完了後すぐに新駅の供用を開始する
ことになるが，新ホームでの駅員の習熟研修や乗務員
の習熟運転が事実上できない状況にある中で，ホーム
上のサイン等各種設備，および信号の視認性や，旅客
動線を阻害する要因の有無をいかにして検証するのか
等，工事関係者だけでなく駅の運用に関わる全ての関
係者にとっても大きな課題が存在していた。

（4）再開発事業者間ならびに行政との協議・調整
本プロジェクトの特徴で前述したように，周辺で同
時に様々な再開発事業の工事が進行しているため，そ
れぞれの工事を効率的に進めていくうえで，施工ヤー
ドや工程に関する工事調整が非常に重要であった。
さらに，行政との施工途中段階や完成後の景観協議
に加え，商業ビルの側面や屋上にある巨大デジタルサ

図─ 7　ホーム部切替計画モデル

図─ 6　各部署の管理基準の例

写真─ 1　渋谷駅移設切替工事実施状況
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イネージ広告等（写真─ 2）の視認性確保等，事業者
間でいかにして齟齬なくイメージを共有し，円滑に協議・
調整を進めるかというのも重要な課題となっていた。

4．BIM/CIM による課題解決策

本プロジェクトでは，以上の課題に対し BIM/CIM
を活用した解決策を講じた。なお，本プロジェクトで
は，3次元モデルの作成において専門の外注業者や当
社の ICT 関連部署に頼らず，当事務所内で汎用的な
PCやソフトを使用して内製化し，設計や計画の初期
段階からBIM/CIMによるマネジメントを実践した。

（1）全部署の計画をひとつの 3D モデルに統合
関係各部署の管理方法に相違があることから，部署

間の設計・計画の整合性を検証しづらい状況にあった
ため，全部署の設計・計画図を世界測地系の座標で管
理できるように変換したうえで，ひとつの 3次元モデ
ルに統合した（図─ 8）。
その結果，部署間で生じていた設計・計画の不整合

が直ちに顕在化され，事前に問題点を修正・変更する
ことが可能となり，従来であれば施工の段階で生じる

ような不具合が概ね解消され，駅移設切替当日の部門
間の各種トラブルも未然に防ぐことができた。

（2）4 次元シミュレーションによる可視化
全工事関係者間のイメージ共有，および部門間調整
を迅速化するために，3次元モデルの施工ステップ図
（図─ 9，10）を作成して，作業内容や施工手順，お
よび時間工程を可視化した。

写真─ 2　周辺ビルのデジタルサイネージの視認性

図─ 8　ひとつの 3次元モデルに統合

図─ 9　2次元施工図の 3次元モデル化

図─ 10　3次元モデルの施工ステップ
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さらに，3次元モデルに時間軸とアニメーションを
付加した 4次元シミュレーションを作成したことで
（図─ 11），切替工事関係者全員が，個人の技術レベ
ルに関わらず，作業内容や施工手順，および時間工程
を容易に理解できるようになり，齟齬のないより具体
的なイメージ共有が可能となった。
これにより工事関係者の施工計画理解の時間が短縮

でき，理解にかかる人件費が約 60％削減され，生産
性向上にも寄与した。

（3）VR を活用した各種視認性の検証
駅の運用や運転に関わる部門では，事前に計画ホー

ムでの習熟研修などが事実上できない状況にあった
が，計画・検討時に作成した 3 次元モデルから VR
（Virtual Reality）に応用し，実物大の計画ホームや
軌道内に没入することで，計画ホーム上を歩行した際
の状況や，計画線路上を走行する列車内から信号等の
視認性が確認できるようになり（図─ 12），問題等が
ある事柄について事前に対処することができた。

（4）PLATEAU データを活用した景観等協議
鉄道の駅舎や高架橋，および橋梁等といったよう

な，巨大なインフラ施設は，デザインやカラー等が景
観に多大な影響を与える可能性があるため，プロジェ
クトの初期段階に，事業者と行政との間で完成形の景

観協議が実施されている。
概略設計の段階で作成した 3次元モデルと，国道交
通省が 2020 年度から公開している PLATEAUa）の
オープンデータを統合することで，景観協議用のモデ
ルを容易に内製化して作成することが可能となった。
また，景観協議は，デザインやカラーリングだけで
はなく，商業ビル等の側面や屋上にあるデジタルサイ
ネージや広告看板が，新たに作られる構造物等によっ
て遮られることはないかといった，視認性の検証が事
業者間で実施されているが，このような検証において
も，計画 3次元モデルと PLATEAUデータを世界測
地系座標に基き統合することで，精度の高い視認性検
証用のVRデータ（図─ 13）を作成することが可能
となった。

（5）BIM/CIM 共有クラウドの活用
BIM/CIMを導入した当初，プロジェクトに関わる
全部署に専用ソフトや高性能 PCを配備するというこ
とが難しかったため，プロジェクト内にBIM/CIM共
有クラウド（図─ 14）を導入した。

a）　�国土交通省が推進する日本全国の都市デジタルツイン実現プロジェク
ト。都市活動のプラットフォームデータとして 3D都市モデルを整備
し，オープンデータとして提供している。� �
https://www.mlit.go.jp/plateau/

図─ 11　4次元シミュレーション（動画）

図─ 12　VRによる信号等各種施設物の視認性の検証

図─ 13　PLATEAUデータを活用した景観協議（VR）

図─ 14　BIM/CIM共有クラウドの画面キャプチャ
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この BIM/CIM 共有クラウドにより，URL を共有
することで汎用的な PCでインターネットブラウザか
ら 3次元モデルの閲覧や表示切替などが可能となり，
プロジェクト全体で活用が促進され，関係する全部署
においてBIM/CIM活用能力を自ら向上させるように
なった。
そして，発注者をはじめとしてプロジェクトに関わ

る多くの技術者たちのBIM/CIMリテラシーが向上し
たことで，それぞれの部署の専門的な立場で BIM/
CIM が活用されるようになり，多角的な観点から不
整合や問題点が顕在化されて早期解決へとつながり，
不具合や手戻りの無い実施工を実現した。

5．プロジェクトでの BIM/CIM の定着に向けて

BIM/CIMをプロジェクトで定着させていくために
は，まず目的・目標を明確にして受発注者双方が一体
となって取組む必要があるが，それと同時に BIM/
CIM によるベネフィットが，受発注者双方に享受さ
れることが重要である。
受発注者双方のベネフィットを昇華させるために

は，今そのプロジェクトで何が課題で，どのように解
決するのか，プロジェクト全体のペインポイントを的
確に抽出して最適解に導く必要がある。
つまるところ，3次元化のプロセスにおいて現場や

施工状況をイメージしながらモデリングを進め，その
時点で計画・施工上のリスクを顕在化させ，事前に解
決することが求められ，これらを実現するには，外部
からの支援に頼るのではなく，プロジェクト内で『内
製化』することが肝要である。

6．留意点

3 次元モデルは，視覚的・直感的に分かりやすい反
面，複雑で難易度の高い工事を容易であると勘違い
し，本来実施すべき施工検討や検証が甘くなる等，逆
にBIM/CIMの弊害が生じる可能性を含んでいる。

3次元モデルは，作成する事が目的ではなく，設計
整合性のチェックや施工計画 ･検討の深度化を図るた
めのツールとして有効活用し，フロントローディング
を実践してこそ，真の効果を発揮することに留意して
おかなければならない。

7．おわりに

本プロジェクトでは，設計・計画の初期段階から施
工現場自らBIM/CIMを実践し，受発注者が協働して
活用することで，設計整合性のチェックや施工計画・
検討の深度化といった，精緻化していく作業のスピー
ドと正確性が向上し，フロントローディングの効果を
発揮した理想的な設計・施工プロセスが実現できた。
また，BIM/CIMが日常業務に定着していったこと
で，発注者をはじめとしてプロジェクトに関わる関係
者の意識改革が進み，関係部署ごとに有効に活用され
るようになり，受発注者双方のベネフィット昇華へと
つながった。
BIM/CIMは言葉ではないが，それと同じように重
要な『何か』を伝えることができる。
この『何か』が何なのか，明確な目的と方向性を持っ
て的確に表現できれば，2次元や単に 3次元化しただ
けでは得られなかった新たな価値が創出される。
本プロジェクトにおけるBIM/CIMの実践事例が，
今後様々な設計・計画や施工フェーズでの生産性の向
上に寄与し，新たな発想へのヒントや新しい取組みに
挑戦するきっかけになれば幸いである。
�

［筆者紹介］
池田　仲裕（いけだ　なかひろ）
東急建設㈱
都市開発支店　鉄道土木部
デジタルテクノロジー統合推進事務
所長
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1．はじめに

近年，建設業界においては，技術者・技能者の高齢
化や若年入職者の減少が著しく，労働者不足の問題が
顕在化しており，熟練者から若年入職者への技術およ
び技能の伝承がし難い状況となっている。これらの問
題を解決するため，デジタル技術によって商品やビジ
ネス，業務，企業文化等の変革を成し遂げるデジタル
トランスフォーメーション 1）が建設業においても推
進されている。国土交通省では，全ての建設生産プロ
セスにおいて ICT 等を活用することで生産性向上を
図り，魅力のある建設現場を目指す取組みである
「i-Construction」2）を推進している。また，内閣府では，
科学技術イノベーションの創出に向けた，官民研究開
発投資拡大プログラム（PRISM）制度を設け，AI，
IoT をはじめとする新技術を試行することにより建設
現場の革新を目指し，生産性を向上するための研究開
発を促進している。その取組みの一環で，国土交通省
主導のもと「建設現場の生産性を飛躍的に向上するた
めの革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」
が 2018 年度より開始されている。
このような背景のもと，筆者らは，土木のコンクリー

ト工事の各工程をデジタルデータとして “見える化”
するシステム「CONCRETE@i®」（以下，本システム）3）

の構築に取り組んでいる。本システムは，コンクリー
トの “状態” や作業 “時間” をリアルタイムにデータと
して見える化し，その場で即時に改善する OODA
（Observe，Orient，Decide，Act）ループと，データ

ベースに基づく振り返りの PDCA（Plan，Do，
Check，Action）を実現するものである。ここではそ
の概要と，PRISMを通じ現場に適用し施工した事例
について紹介する。

2．本システムの概要

本システムは，図─ 1に示すように，コンクリー
ト工事一連の工程である計画，製造，運搬，受入れ，
圧送，打込み・締固め，打継面の処理または仕上げ，
養生から検査に至るまでの一連の工程を，AI・画像
分析等を活用してデータで見える化する 10 項目の要
素技術で構成される，施工支援システムの総称であ
る。①施工情報をリアルタイムでデータ化し，状況判
断を誰でも化・高速化して作業と状態を改善する
（OODA），②画像データを含む施工情報を，受発注

コンクリートの状態を見える化する 
「CONCRETE@i」の概要と施工事例

水　野　浩　平・柳　井　修　司・渡　邉　賢　三

コンクリート構造物の品質確保・向上を実践するためのシステム「CONCRETE＠ i®」の構築に取り組
んでいる。コンクリート工事一連の工程である計画，製造，運搬，受入れ，圧送，打込み・締固め，打継
面の処理または仕上げ，養生および検査において，コンクリートの “状態” や作業 “時間” をリアルタイム
にデータとして見える化し，その場で即時に改善する OODAと，データベースに基づく振り返りの
PDCAを実現するものである。ここでは CONCRETE ＠ i の概要とこれらを活用した施工事例について
紹介する。
キーワード：‌�インフラ，コンクリート，ICT，品質確保・向上，PDCA

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備

図─ 1　本システムの模式図 3）
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者双方の工事関係者と遠隔臨場で共有し，品質管理・
施工管理および検査を高度化・省人化する，③各工程
の情報をクラウド上に保存し，施工データと品質デー
タを紐づけて分析し，生産性と品質の向上を図る
（PDCA），④施工情報のエビデンス管理とトレーサビ
リティを容易にする，等の特徴を有する。これらは，
コンクリート構造物の品質確保・向上，さらには生産
性の向上に大きく寄与するものと考える。

3．構成要素技術

本稿では，本システムを構成する 10 項目の要素技
術のうち，品質確保・向上の観点から特に重要な 6つ
の技術について，その概要を示す。

（1）計画立案
コンクリート構造物の品質確保・向上を実現するた

めには，適切な打設計画を立案することが重要であ
る。「打設計画支援システム」は，コンクリートの打
設計画の策定にあたり考慮すべき条件・項目をWEB
システムから入力，確認できるものである。本システ
ムは，図─ 2に示すように，①土木学会コンクリー
ト標準示方書に記される標準値を逸脱する不適切な入
力に対してアラートを出して適切な計画に導く，②関
連する現場の実績やトラブル事例を入力画面から効率

よく参照できる，③現場や関連部署の管理者もリアル
タイムで同じ情報をWEB上で確認できる，④過去の
施工実績からスランプや圧縮強度などの品質管理試験
データを容易に閲覧できる，⑤同種工事の過去のトラ
ブル事例を閲覧できる等の特徴を有する。

（2）受入れ管理
一般に，生コンクリートの購入者が行うスランプ試
験等のコンクリートの受入れ検査は，20 ～ 150 m3 に
1 回の頻度 3）で行われている。しかし，検査対象外の
コンクリートの中で要求性能を満足しないものや，検
査を行い要求性能を満足したものでも，その後の時間
経過に伴いワーカビリティーが低下することで，配管
閉塞や充填不良を引き起こす場合もある。そのため，
受け入れるコンクリートを全数・全量にわたって荷卸
し直前に施工性の良否を確認することが望まれる。「全
量受入れ管理システム 4）」は，アジテータ車のシュー
トを流下するコンクリートをビデオカメラで撮影し
て，スランプ・スランプフローをリアルタイムに推定
するものである。本システムは，図─ 3に示すように，
ビデオカメラ，パトランプおよび専用のアプリをイン
ストールした PCで構成される。アジテータ車とその
シュート部をビデオカメラの動画からAI が検知して
測定対象範囲を自動抽出し，その範囲内を流下するコ
ンクリートの勾配の変化に着目して瞬時にスランプを
推定する。あらかじめ設定しておいた閾値をもとに，
受入れの可否を判定し，判定が不可であればパトラン
プによりアラートが発信される。本システムを用いる
ことで，施工性の劣るコンクリートを見逃すことなく
確実に排除することができる。

図─ 2　打設計画支援システムの概要 図─ 3　全量受入れ管理システムの概要 4）
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（3）打込み管理
コンクリートの打込みに際して，打重ね時間間隔や

打込み間隔などを適切に管理する必要がある。しか
し，大量のコンクリートを広い面積に複層で打ち込む
場合には，許容打重ね時間間隔の超過によるコールド
ジョイントや，コンクリートの横移動による材料分離
を生じる危険性がある。「打込み管理システム 5）」は，
これら品質低下につながる事象を防止するために，
Bluetooth を発するビーコンを利用して筒先の位置や
打重ねまでの時間経過を見える化するものである。本
システムは図─ 4に示すように，位置検知用のビー
コンおよびスマートフォンで構成される。ビーコン
は，計画した各打込み箇所近傍の鉄筋や型枠に予め配
置しておく。スマートフォンは，コンクリートポンプ
のオペレータが装着し，筒先と一緒に移動することで
ビーコンの発する電波を捉えて筒先位置と時刻を検
知・記録する。パソコンやタブレット端末には，筒先
の位置と時間経過が図面上に表示され，許容打重ね時
間間隔に近づくに従って表示色が変化することで，経
過時間が視覚的に把握できる仕組みである。これらの
データはクラウドに転送・蓄積され，工事関係者が複
眼でリアルタイムに閲覧できる。

（4）締固め管理
コンクリートの締固めに際しては，構造物の品質を

確保するために，バイブレータの振動時間や挿入間隔
を適切に管理することが重要である。「AR締固め管
理システム 6）」は，これらの管理を確実に行うために，
AR技術を用いて締め固めた位置や時間を可視化する
ものである。本システムは，図─ 5に示すように，
締固め作業者の腕に装着した携帯端末で，打込み箇所
の周辺に設置したARマーカを読み込むことにより携
帯端末の位置を検知する。そして，LiDAR機能によっ
て締固め作業者の姿勢（腕に装着した携帯端末の高さ
が設定した高さより低くなると締固め）を認識する。
これにより，締固め位置と時間を検知し，その結果が
携帯端末および管理用パソコンに表示，記録される。
携帯端末には，使用するバイブレータの締固め範囲と
締固め時間がAR上で着色して表示される。加えて，
予め設定した締固め時間を経過すると完了通知音が発
信される。また，バイブレータ挿入間隔の目安として
50 cm間隔のメッシュもAR上で表示され，締固め作
業者はこれらの表示や完了通知音を確認しながら作業
ができる。管理用パソコンには，図面上に複数の携帯
端末から取得した締固め位置と時間が集約して示さ
れ，施工管理者は締固め作業の一元的な管理ができる。

（5）打継面の処理の管理
コンクリート打継面の処理は，打継面のレイタンス
や緩んだ骨材などを高圧洗浄によって除去し，目荒し
た程度を目視で定性的かつ主観的な判定で管理されて
いる。打継面が適切に処理されないと，構造物として
の一体性が失われ，漏水を引き起こしたり，水や酸素，
二酸化炭素，塩分などの劣化因子がコンクリート内部
に浸透して鉄筋を腐食させ，早期に劣化を引き起こし
たりする原因となる。「打継面の良否判定システム 7）」
は，打継面の凹凸の状態，粗骨材の露出状態によって
変化する輝度分布に着目し，輝度の分布度合いから打
継目の良否を定量的に判定するものである。本システ
ムは，図─ 6に示すように，タブレットに専用のア
プリをインストールし，現場で撮影した打継面の画像
を取り込み，評価したい範囲を選択するとメッシュが
表示され，処理が十分な箇所は「青」，不十分な箇所
は「黄」「赤」の順に段階的に表示される。輝度変化
に基づく打継面の処理の定量的な評価が実施できる。

図─ 4　打込み管理システムの概要 5）

図─ 5　締固め管理システムの概要 6）
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（6）表層品質の管理
コンクリートの施工の良し悪しは，脱型後のコンク

リート表面に現れる。「表面の色つや」，「沈みひび割
れ」，「表面気泡」，「打重ね」，「型枠継目のノロ漏れ」
および「砂すじ」の 6項目を発注者と施工者が合同で
目視調査し，サンプル標本写真と比較しながら評価点
4，3，2 および 1 に分類し 0.5 刻みで採点・評価を行
う「目視調査による表層品質評価 8）」（以下，表層目
視評価）が広く行われるようになっている。表層目視
評価においては，技術者間で評価点の乖離があること
や評価シートの点数入力に手間がかかることが課題で
あったが，「表層品質AI 目視評価システム 9）」は，タ
ブレットで撮影した表層の写真から，その場で自動か
つ一定の基準で採点を行うものである。本システム
は，図─ 7に示すように，技術者が評価点を入力す
る際にAI による評価点も同時に表示され，採点を補
助する機能が備わっている。また，評価点は自動的に
クラウドに蓄積され，同一工事内の採点結果の推移が
即座に表示されるため，品質確保・向上の PDCAを
効率よく行える仕組みとなっている。

4．工事現場への適用

ここでは，国土交通省関東地方整備局発注の東京外
環中央 JCT北側ランプ（その 2）工事，および東京都
下水局発注の江東ポンプ所江東系ポンプ棟建設その 2

工事において，本システムを適用した結果を紹介する。

（1）東京外環中央 JCT 北側ランプ（その 2）工事
高速道路のボックスカルバート側壁部の 3ブロック
を対象に，前述の 3．構成要素技術のうち（2）受入
れ管理および（5）打継面の処理の管理の技術を適用
するとともに，遠隔臨場による検査の実施，CIMモ
デルと紐づけたクラウドでのデータ共有を行った。こ
こでは，令和 2年度 PRISMの一環で試行した内容を
抜粋し，事例を紹介する。
（a）全量受入れ管理
「全量受入れ管理システム」による判定画面の一例
を図─ 8に示す。本システムによって，受け入れる
生コンクリートの全数を管理し，スランプの変動をリ
アルタイムで把握することができた。なお，適用期間
中にスランプが小さいことを知らせるアラートが 2回
発信されたものの，直ちに受入れを中断してスランプ
試験を行い，実測スランプが規格値（13.5±2.5 cm）
内であったこと，生コンクリート工場の製造管理に問
題がなかったことを確認したうえで受入れを再開した
（図─ 9）。このように，データに基づいたOODAの
O（判断），D（意思決定）とA（実行）を即座に行
うことができた。

図─ 6　打継面の評価システムの概要 7）

タブレット端末

図─ 7　表層品質AI 目視評価システム 9）

図─ 8　全量受入れ管理システムの判定画面の一例

図─ 9　全量受入れ管理システムによる判定結果の一例
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（b）打継面の処理管理
「打継面の良否判定システム」による判定の一例を

図─ 10に示す。対象部位の打継面は，仕上げ後に凝
結遅延剤を散布し，翌朝に高圧水で洗浄により処理を
行った。なお，ごく一部で判明した「黄」判定箇所に
ついては，ワイヤブラシ処理を実施することで「青」
判定となり，その場で打継面の処理を是正し，定量的
な判定に基づき打継面の品質を確保できた。
（c）遠隔臨場による検査
遠隔臨場による立会検査の状況を写真─ 1に示す。
設置したカメラや現場職員が携行するタブレットから
得られる画像（コンクリートの状態）と良否の判定状
況を，検査官が現場に出向くことなくリアルタイムに
共有して検査を実施できた。また，検査帳票を各シス
テムから直接作成することで，検査の高度化に加えて
書類作成に掛かる時間が 90 分から 5分に短縮され，
省人化も実現できた。
（d）CIMとのデータ連携
CIMとのデータ連携の一例を図─ 11に示す。施工
部位の品質情報・施工情報を構造物の CIMモデルと
紐づけて，ボタン一つで表示できるようにした。クラ

ウドを活用することでエビデンス管理とトレーサビリ
ティが容易となり，発注者と施工者がいつでも情報を
共有できることが示された。

（2）江東ポンプ所江東系ポンプ棟建設その 2 工事
水処理施設の躯体外壁の 2ブロックを対象に，前述
の 3．構成要素技術のうち（1）計画，（3）打込み管理，
（4）締固め管理および（6）表層品質の管理の技術を
適用するとともに，各要素技術で得られたデータをク
ラウド上に保存・分析し，品質確保・向上のための
PDCAを実践した。ここでは，令和 3年度 PRISMの
一環で試行した内容に加え，現場の創意工夫により品
質確保・向上のための PDCAを実践した事例を紹介
する。
（a）計画
「打設計画支援システム」を活用することで，現場
の若手技術者でも，土木学会コンクリート標準示方書
等に記される標準値や関連する他現場の実績などをワ
ンクリックで参照して計画を効率的に立案し，計画書
作成に要する作業時間が通常の 60 分に対して 40 分と
30%程度短縮できた。
（b）打込み管理
「打込み管理システム」による画面表示の一例を図─

12に示す。本現場では，打重ね時間間隔 1.5 時間を示
すオレンジ色の表示を打重ね時間間隔の上限値の目安
として，打込み（筒先）位置毎の表示色に基づき，経

図─ 10　打継面の良否判定システムによる判定の一例

図─ 11　CIMとの連動の一例

写真─ 1　遠隔臨場による立会検査の状況 図─ 12　打込み管理システムによる画面表示の一例
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過時間を視覚的に把握し管理できた。
（c）締固め管理
「AR締固め管理システム」のシステムの画面表示
の一例を図─ 13に示す。携帯端末および管理用 PC
には，締固め位置と時間が表示され，一様に赤色に着
色されていることが確認された。締固め作業者は，締
め固めた位置が赤色に着色されたことを携帯端末で確
認し，設定した締固め時間を経過すると発信される通
知音を目安に締固めを完了することができた。また，
施工管理者は，管理用 PCで締固めの進行状況をリア
ルタイムに把握することができ，締固め時間が不足し
ている箇所を締固め作業者へ伝達し，当該箇所を改め
て締め固めることで，全ての施工範囲においてバイブ
レータの締固め不足を防ぐことができた。
（d）品質確保・向上の PDCAの実践
ブロック①において各要素技術で得られたデータを

クラウド上に保存し，ブロック②の品質確保・向上を
目的に，データを活用した PDCAを実践した。デー
タ分析（Check）により，打重ね時間間隔がプラント
の昼休憩を挟む層において大きく，後追いバイブレー
タによる締固め時間は作業者によるばらつきが大きい
ことが判明した。そこで，（i）昼休憩後に打込み再開
となる層においては層厚を小さくすることで当該層の
打込みに要する時間を短縮し，ブロック全体として打
重ね時間間隔を小さくする計画，（ii）後追いバイブ
レータは，挿入位置を予めマーキングしておき，補助
員が締固め時間を作業者に対して合図を出すことで，
締固め間隔と締固め時間が一律となるようにする計画
に改善し，PDCAの Plan からAction を実践した。「表
層品質AI 目視評価システム」によるブロック①およ
び②の評価結果の比較を図─ 14に示す。表面気泡，

打重ね，ノロ漏れおよび色つやの項目については，ブ
ロック①と比較してブロック②において平均値および
最小値が高い結果となった。これは，先述の計画・管
理の改善により施工のばらつきが低減し，品質と均質
性の向上に寄与したものと考えられる。

5．おわりに

国土強靭化を見据えた高速道路や水処理施設などの
都市インフラの整備にあたり，自然環境や地理条件の
影響が大きい建設業においては，他産業と性格・性質
を異にするところは多々あるものの，全ての生産プロ
セスにおいて，情報化，機械化および自動化による省
人・省力化，さらには無人化による生産性向上の実現
が強く望まれている。コンクリート工事は，これまで，
熟練技術者が持つ経験と勘および知識に基づき，品質
確保を実現してきた。品質を確保しつつ生産性を向上
させるには，それらを活かすためにも，技術・技能を
継承しつつ，施工データを集積し，これを分析・活用
した先端技術が必要である。今後，今回紹介した ICT
等を活用した技術などにより，コンクリートの状態や
作業状況を見える化する技術の開発，現場展開を加速
させ，品質を確保・向上しながら合理的な施工が行え
るよう検討を進めていく所存である。
�
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1．事業の概要

JR 新宿駅の乗車人員は世界一であり，戦後間もな
い 1953 年度の約 13 万人/日から，2023 年度の約 65
万人/日へと大幅に増加した。こうした急速な旅客の
増加に対応するため通路などの駅施設の拡張を繰り返
してきた。
新宿駅周辺も，駅の東西に市街地が発展してきた

が，国道 20 号線からメトロプロムナードまで南北約
300 mに亘って改札外を横断する通路がなく，回遊性
に課題を抱えていた（図─ 1）。
新宿駅東西自由通路整備はこのような状況を受けて

2008 年に事業に着手して設計・工事を進め，2020 年
に開通を迎えた。
以下に事業前後の新宿駅 B1 階コンコースの配置を

示す。事業前（図─ 2）は南北および東側に改札内通
路が「コ」の字型につながる通路配置となっており，
第 5～ 8 ホーム（中央線特急・快速・緩行，山手線）

の下側は盛土や未利用の既設高架橋等が残っていた。
本事業では幅約 17 mの改札内通路（北通路）を活
用し，幅約 25 mの自由通路と改札内コンコースを整
備した。コンコースには北通路に接続していた階段・
エスカレーター（ESC）を移転・新設したほか，新た
にエレベーター（EV）を 4基新設するとともに，改
札内コンコースの西側をつなげて「ロ」の字型の通路
配置として利便性向上を図った（図─ 3）。
なお，図─ 2の「中央盛土部」の高架化は，自由
通路整備と別事業として計画していたが，並行して実

新宿駅東西自由通路整備における施工計画

野　添　孝　敬

新宿駅東西自由通路整備事業は新宿駅周辺の回遊性向上のため長年望まれてきたが，その実現には様々
な課題があった。本事業では線路下に高架橋を構築して既設の旅客通路を一部拡張して自由通路化すると
ともに，改札内コンコースを移転した。線路下で高架橋構築するには，軌道を仮設の橋梁（工事桁）で仮
受して掘削する必要があるが，新宿駅では線路下に残存するRC構造物が支障し工事桁の仮橋脚設置が難
しかったうえ，コンコースに囲まれた施工箇所から掘削した土砂の搬出ルート確保も難しいといった制約
があった。本稿ではこれらの制約のなかで工事を進めるための取り組みとして，土砂搬出トンネルと軌道
仮受の計画について紹介する。
キーワード：‌�自由通路，高架橋，トンネル，工事桁，泥濃式推進工法

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備

図─ 1　新宿駅を横断する歩行者動線 図─ 2　事業前の新宿駅コンコース配置
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施し，高架橋の一部を自由通路整備に必要となる階段・
ESCの移転先として活用した。
新宿駅は東側をルミネエスト，西側を小田急百貨店

（新宿店本館は 2022 年 10 月に閉館）など，大規模商
業施設に囲まれ，地下も旅客設備が輻輳しているな
ど，自由通路配置検討には様々な制約があったことか
ら，実現に向けた検討は長年続けられてきた。
様々な配置案の検討を重ね，線路下で駅改札内の旅

客通路（北通路）を一部拡張のうえ自由通路化し，ラ
チ内コンコースは北通路の南側に高架橋を整備のうえ
移転し，必要な階段等を配置するなどの検討を行った。
その結果，国および新宿区からの補助金を受けて新宿
駅東西自由通路整備事業が実現することとなった 1）。

2．設計・施工における取り組み

主な施工内容としては軌道仮受（工事桁架設・仮橋

脚設置），盛土掘削・既設構造物（地下道・階段・橋台）
撤去，高架橋新設・拡張，既設下路桁受替，階段・
ESC切替（新設・撤去），EV新設を行った。このほか，
各種設備工事（機械・電気等）を行った。自由通路開
通のクリティカルとなったものを中心に全体の工程を
図─ 4に示す。
なお，本事業では 2020 年 7 月の自由通路の開通に
必要な設備の整備を優先したため，自由通路開通後も
高架橋構築（中央盛土部）や電気設備等の工事がしば
らく続いた。

（1）施工上の主な制約
新宿駅地下コンコースでの施工にあたっては様々な
制約があったが，その主なものを以下に挙げる。
①施工箇所が地下コンコースに囲まれ，資機材運搬お
よび土砂搬出等の工事用動線が限られる
②掘削に伴い通路南側に埋設されていた旧青梅地下道
等の既設構造物撤去を要する
③線路内で作業・資機材運搬できる時間（最終から始
発列車までの線閉間合い）が短い
これらに対する設計・施工における取り組みとし
て，工事用トンネルと軌道仮受（工事桁・仮橋脚）の
計画を紹介する。

（2）工事用トンネル設置による動線確保
コンコースを横断して通行可能な時間帯は夜間の約
3 時間に限られる。特に土砂搬出は，掘削量が約
44,000 m3 に及び，夜間にコンコースを横断しての搬
出は非効率であった。本工事ではこの制約を緩和する
ため線路下を横断する工事用トンネルを設置し，コン
クリート配管および昼夜で土砂搬出ができる工事用動
線を確保した。トンネルは非開削の推進管で，泥濃式
推進工法を採用し，発進立坑を駅東口にヤードを確保

図─ 3　事業完了後のコンコース配置

図─ 4　全体工程表
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のうえ整備した。
到達立坑は，高架橋を新設・拡張する第 5～ 8ホー

ムのうち，比較的旅客流動が少ない第 5ホーム（中央
線特急ホーム）下に設置した（図─ 5）。
工事用トンネルの内径は発進立坑による制約を考慮

しつつ，ベルトコンベア，コンクリート配管を配置し，
運搬台車が通行できる 2.4 mとした（図─ 6）。
発進立坑は，線路設備のほか地下構造物や用地（管

理）境界が近接していたため，確保可能な立坑径（直
径）は最大 7.0 m であった（図─ 7）。さらに発進立
坑付近のトンネル推進箇所には，近接する駅ビル（ル
ミネエスト）建設時の仮土留（鋼矢板）が支障してい
たため，発進立坑構築に先立って別の立坑（径 1.5 m）
を構築しながら撤去して埋め戻すこととした。
内径 2.4 mのトンネルを推進する立坑の径は，7.5 m

が標準であったが，推進設備の配置検討（図─ 8）と
ともに，施工業者へのヒアリングにより施工可能であ
ることを確認した。
なお，立坑径が小さいため，掘削機（L＝2,625）投

入時および発進側の直線部のセグメント（L＝2,430）
はサイズ（ストローク）の小さいジャッキを使用し，
曲線部を通過するセグメント（L＝1,200）はサイズの

大きいジャッキを使用して推進することとした。
推進ルートについては，発進立坑付近で支障する鋼
矢板が少なくなるよう線路側に向けたうえで，トンネ
ル径 2.4 m（内径）で施工可能な曲線半径 58.1 m に対
してトンネルの曲線半径を 60 mとした。
トンネルの推進は切羽の安定を考慮し，極力連続的
に掘削するため昼夜で施工した。また軌道直下での施
工であったため，軌道レベルの変位計測を行った 2）,3）。
近接する施設の防護，支障移転および関係者との協
議等に伴い東口ヤードの整備や発進立坑の構築には長
期間を要したものの，トンネル（延長 144.5 m）の推
進は 1か月程度で完了した。工事用トンネル完成に伴
い昼夜間で通行可能な工事用動線が確保できたこと
で，土砂搬出等の施工の効率を大幅に改善することが
できた。

（3）軌道仮受（工事桁）の施工ステップ検討
自由通路として活用した旅客通路（北通路）南側に

図─ 5　土砂搬出トンネル平面図

図─ 6　トンネル断面図

図─ 7　発進立坑配置の制約

図─ 8　立坑平面図（ジャッキ配置）
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は，1964 年の北通路開通まで旅客通路として使われ
ていたRC造の地下道（旧青梅地下道）の一部が埋設
されている他，様々な構造物が混在しており，制約②
に挙げたような施工計画上の制約となった。これに対
して，工事桁を受け替えながら既設構造物を撤去する
ことで，地下道を撤去しながら施工可能なステップを
検討した。
盛土区間等に工事桁を架設する場合は先行して線路

階から支持杭を打設して仮橋脚を設置することが一般
的だが，一部の線路下の盛土部には旧青梅地下道等の
躯体が埋設されており，線路上から杭を打設すること
ができなかった。
そのため，盛土・地下道上に仮支点を設けて工事桁

を架設し，軌道を仮受した状態で地下道撤去・掘削と
仮橋脚の設置・工事桁受替を交互に繰り返すステップ
とした。一例として 13 番線（中央緩行上り線）の施
工ステップを以下に示す。
（a）ステップ 1
まず軌道下に，工事桁の仮支点（仮支承，仮仮支承）

を設置した（図─ 9）。
北通路は一部を縮小して作業スペースを設け，線路

下に仮橋脚を設置した。北通路は鋼製下路桁の橋梁で
あったが桁を仮受するとともに，線路階で仮支点を計
6か所設置した。仮支点は，制約③に挙げたように夜
間の線閉間合いが短く（作業可能時間は約 3時間），
一晩で架設できる工事桁の延長が短いため約 4～ 5 m
のスパンで計 6か所設置した 4）。旧青梅地下道は内部
を鉄骨で補強した。
（b）ステップ 2
続いて工事桁を架設した。工事桁は大久保方から 1

スパンずつ架設して連結した（図─ 10）。なお，大久

保方は既設下路桁の中に幅の狭い工事桁を架設して，
ステップ 1で設置した仮橋脚で一体的に仮受した。
（c）ステップ 3
工事桁架設後，旧青梅地下道起点方の土留撤去と掘
削を行った。並行して仮橋脚設置のスペースとして，
地下道の一部を開口するとともに，盛土上に設置した
仮仮支承 1か所を撤去した（図─ 11）。
（d）ステップ 4
旧青梅地下道内に仮橋脚を設置し，工事桁を受け替
えた。これに伴い旧青梅地下道上の仮仮支承 2か所を
撤去した（図─ 12）。
（e）ステップ 5
次に旧青梅地下道を撤去するとともに，北通路の既
設橋台と既設高架橋の間を掘削した（図─ 13）。
（f）ステップ 6（軌道仮受完了）
最後に掘削した空間に仮橋脚を設置して工事桁を受

け替え，既設橋台上の仮仮支承を撤去した（図─ 14）。

図─ 9　工事桁仮支点設置（ステップ 1）

図─ 10　工事桁架設（ステップ 2）

図─ 11　起点方土留撤去・掘削（ステップ 3）

図─ 12　仮橋脚設置・工事桁受替（1）（ステップ 4）

図─ 13　旧青梅地下道撤去・掘削（ステップ 5）

図─ 14　仮橋脚設置・工事桁受替（2）（ステップ 6）
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なお，仮橋脚設置箇所は旧青梅地下道と北通路の既設
橋台の他，第 6，7ホームにつながる旅客階段の壁（RC
構造の・U型擁壁）に四方を挟まれ，このステップま
で進入できない位置にあった。
軌道仮受が完了した状態で既設橋台を撤去し（図─

15），線路下に高架橋構築のスペースを確保した。
受替えを繰り返す煩雑な施工ステップとなったが以

上のステップにより，線路下にRC構造物が埋設され
た中で軌道を仮受し，高架橋・コンコースを整備する
空間を確保することができた。なお，仮橋脚により仮
受した北通路の下路桁は，支承を交換のうえ拡張した
高架橋で受け替えた（図─ 16）。

（4）まとめ
高架橋構築後はラチ内コンコースを整備して階段・

ESCを順次切り替えるとともに，4基の 24 人乗りEV
を新設した。旅客流動を維持しながら，限られたヤー
ドの中での施工が必要であったため，自由通路開通ま
での限られた期間内でのコンコース・昇降設備切替（新
設・撤去）等の工程管理は厳しいものとなった 5）。
そして自由通路開通までの最終ステップとして，
2020 年 7 月 19 日の前夜に北通路の東西にあった改札
を移設した（写真─ 1）。一晩で 26 通路分の改札機の
他，多くの機器を移設する必要があったが，駅の営業
終了後の約 2.5 時間と前後の時間帯で，旅客流動に支
障がないよう移設を進め，無事に開通を迎えることが
できた 6）。
本事業では，上記に紹介した他にも様々な制約の中

での施工を強いられたが，既設構造物や作業可能な時
間帯などの制約条件を考慮した施工計画を検討し，設
計に反映することにより工事を実現することができた。

3．新宿駅の今後のプロジェクトについて

自由通路は多くの方々に利用されており，駅周辺の
回遊性向上に貢献することができた。駅構内において
も 2024 年 3 月に旅客通路が開通し，混雑緩和や利便
性の向上に貢献することができた。
新宿駅周辺では新宿グランドターミナル構想に基づ
く様々な開発や基盤整備が進行中であり，商業施設の
建て替えとともに線路上空を横断する「東西デッキ」
の工事も動き始めている。世界一のターミナルである
新宿駅の利便性向上とともに，周辺地域のさらなる発
展に向けて今後とも安全第一でプロジェクトの推進に
努めていく。
�

図─ 15　軌道仮受（工事桁・仮橋脚設置）完了後

図─ 16　高架橋（拡張後）

写真─ 1　改札機移設完了後の状況
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1．はじめに

風水害・地震・火山噴火といった自然災害は，戦役・
疫病とならぶ文明の脅威であった。都市の崩壊で社会
が壊滅に至る危険があったからである。高度化する都
市では，災害がもたらす被害は，個人の生命から，都
市の機能（通信・エネルギー・物流等）にまで拡大し
ている。気候変動に起因して台風・高潮・洪水は激甚
化の傾向にある。規模ならず頻度も増加するため，
2024 年の能登半島を襲った地震と水害のように，複
数の災害が短い時間間隔で発生する災害の重畳を引き
起こす確率が高まっている。
国土強靭化が象徴するように，災害に対する「事前

の備え」は増強されている。しかし，事前の備えは，
災害に対する無限の耐力を約束するものではない。事
前の備えである耐力の増加に加え，近年は，被害発生
後，より迅速な復旧を目指す「レジリエンス強化」も
進められている。例えば，災害と被害の情報を国・自
治体等で共有することで，災害対応がより効果的にな
るが，これはレジリエンス強化の一つである 1）。
想定された災害に対し，高い分解能と信頼度で都市

丸ごとの被害を予測できるようになれば，事前の備え
とレジリエンスの不備が抽出できる。計算機の進歩と
都市のデジタルデータの集積は，災害と被害の全過程
を数値解析する「都市丸ごとの統合災害シミュレー
ション」2）を実現しつつある。このシミュレーション
が高分解能・高信頼度の災害予測の有効候補である。
上記を背景に，本稿は，最初に，都市丸ごと統合災

害シミュレーションの防災研究の中での位置づけを説

明する。次に中核技術となる物理シミュレーションを
担う解析プログラムと解析モデルを説明し，研究段階
から実用段階へ開発が進められている統合災害シミュ
レーションの 3つのユースケースを紹介する。

2．防災研究

我が国は，大学・国研を中心に，風水害と地震を主
な対象とした防災研究が継続的に実施されてきた。防
災研究の継続の一因は，皮肉なことに，災害によって
甚大な被害が発生すると，その被害を繰り返さないよ
う，防災研究に国費が投じられてきたことによる。
防災研究の全体像は，時系列で分けると理解しやす
い。災害予測，被害軽減，被害対応という 3つのフェー
ズである。被害の原因が，災害が予測できなかった，
構造物が強くなかった，対応が悪かった，ということ
に対応している。我が国は，長年，第 1のフェーズを
重視し，気象・海象・地象の先端的な観測網が整備さ
れてきた。第 2のフェーズは構造物の耐力向上が目的
となるが，この研究は民間に委ねる部分が多かった。
第 3のフェーズに関しては，近年，大型研究プロジェ
クトが進められている。3つのフェーズの基となる学
術は理学，工学，社会科学であるが，その連携の意義
が認識され，連携強化の研究プロジェクトが実施され
てきた。
防災には発生数日前の準備も重要である。台風は 1
週間程度前から襲来の予測ができる一方，地震は日単
位の発生予測は不可能である。前者はレジリエンス強
化の被害対応の準備ができるが，後者は難しく，事前

都市丸ごと統合災害シミュレーション

堀　　　宗　朗

都市丸ごと統合災害シミュレーションは，都市全体の災害と被害の過程を高い空間分解能と信頼度で数
値解析する。大規模数値計算となるため，先端的な解析プログラムとその解析モデルの自動構築が中核技
術となる。この二つの中核技術の開発が必要である。本稿は，防災研究の中の統合災害シミュレーション
の位置付け，統合災害シミュレーションが目指す物理シミュレーションを概説した後，研究段階から実用
段階へ進む統合災害シミュレーショの 3つのユースケースを紹介する。
キーワード：‌�自然災害，防災，統合シミュレーション，大規模数値計算，モデル自動構築

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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の備えに頼む割合が大きい。準備ができる場合と不意
を突かれる場合があるため，いわゆる総合防災は具体
的な方法を見出すことは難しい。
防災の学術が理学・工学・社会学であること，災害

準備ができる場合とできない場合があること。この二
点は，防災研究のある種の制約である。計算科学を基
とする都市丸ごとの統合災害シミュレーションは，第
4の学術となって 3つの学術の横串の役割を果たせる
こと，異なる災害でも概ね汎用的に適用できること，
という二つの理由から，この制約を緩めることが期待
される。
横串役は特に重要である。各フェーズでの先端的な

解析プログラムを共同開発することは連携の一つの形
である。各フェーズで利用できる防災用の生成AI の
開発も同様である。

3．防災の物理シミュレーション

自然災害や構造物被害のシミュレーションは，統計
的シミュレーションと物理シミュレーションに大別さ
れる。建物の被害推定を例にすると，統計的シミュレー
ションでは，過去の地震と被害のデータを基に，震度
等のスカラー値から被害確率というスカラー値を推定
する。物理シミュレーションは，0.01 秒，100 秒程度
の 3成分地震動から，構造物の多数の部材の応答をこ
の時間分解能で計算する。物理シミュレーションに必
要な計算量が格段に大きいため，都市全体の被害推定
には統計的シミュレーションしか選択肢がなかった。
しかし，計算機の性能向上の結果，被害推定の物理シ
ミュレーションは夢物語ではなくなっている。

（1）解析プログラム
自然災害の物理シミュレーションは古典物理に基づ

く。ニュートンの運動方程式を基とする古典物理は連
続体力学として体系化されており，数理的には初期値
境界値問題に帰着し，この初期値境界値問題を数値解
析で求めることが物理シミュレーションである。この
シミュレーションはマルチスケールである。地震では
地殻を伝播する地震波を考慮し，地盤と構造物の応答
過程を 0.01 秒程度の時間分解能で解析する。風水害
では列島の気象を考慮し，分単位での河川の増水過程
を解析する。
マルチスケールという特性のため，防災の物理シ

ミュレーションは必然的に大規模となる。地震の場
合，スケールが大きい地殻内の地震波の伝播過程や，
スケールが小さい地盤内の地震動の増幅過程に，1,000

万を超える未知数が計算される。世界最大規模の計算
では未知数は 10 超のオーダに達し，「京」や「富岳」
のようなスーパーコンピュータの利用が必至となって
いる。
スーパーコンピュータの性能を活かすには，先端的
な解析プログラムが必要である。現在のスーパーコン
ピュータは複数の計算機を同時に利用する並列計算が
主流であるが，計算機の数を倍にすると計算時間が半
分になることが要求される。初期値境界値問題の数値
解析でこの要求を満たすことは容易ではなく，高度な
アルゴリズムの開発と実装が必要である。

（2）解析モデル
防災の物理シミュレーションでは，解析プログラム
の入力となる解析モデルが必要である。具体的には，
建築建物やインフラ等の各種構造物の解析モデルであ
り，その数は 10 万から 100 万である。構造物に加え，
河川・地盤等の自然環境に対しても解析モデルを作る
必要がある。先端的な解析プログラムであればあるほ
ど，入力となる解析モデルも精緻になり，個々のモデ
ルの規模は大きくなる。
収集・蓄積が進む都市のデジタルデータを利用する
ことで，各種解析モデルを自動構築する研究開発が進
められている。例えば，カーナビの普及に伴って 3次
元の地図が利用できるようになっているが，3次元地
図の元のデジタルデータを変換することで解析モデル
を自動構築することは可能である。
各種デジタルデータを使う解析モデルの自動構築に
は，デジタルデータの不完全な可読性という大きな課
題がある。典型例は，互換性が完全でないBIMのデー
タであろう。可読性が不完全なデジタルデータに対し
ては，対応する解析モデルのパラメータの値を複数，
推定し，その数の解析モデルを構築する，という自動
構築の方法が考えられている。

（3）品質
ソフトウェア工学の観点では，防災の物理シミュ
レーションに一定の品質を保証することが要求され
る。品質は，計算された物理量の時間・空間分解能や
精度である。品質保証の方法は，数値解析プログラム
の検証と解析モデルの妥当性確認が標準である。物理
シミュレーションの場合，検証は容易であるが，妥当
性確認では，入力となる解析モデルに誤りがないこと
が必須である。解析モデルが自動構築される場合，自
動構築プログラムの検証が妥当性確認と一致する。
物理シミュレーションの妥当性を確認するには，解
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析結果と計測・観測結果の比較が一番，という考え方
は根強い。しかし，この考え方は，上記のソフトウェ
ア工学の考え方とは異なる。計測・観測できるのであ
ればシミュレーションは無用である。「計測・観測が
できない物理量を，物理方程式を解くことで科学的合
理的に推定する」ことが物理シミュレーションの根幹
にあり，検証と妥当性確認によってその推定に一定の
品質を保証することが必要となる。

4．都市丸ごとの統合災害シミュレーション

都市丸ごとの統合災害シミュレーションは，統合地
震シミュレーション 2）を契機とする。地殻内での地
震波伝播過程，地表付近での地震動増幅過程，損傷に
至る場合もある各種構造物の地震応答過程，群集避難・
交通流・経済復旧過程を連携して数値解析するシミュ
レーションである。数値解析の統合とは，一つの数値
解析の出力を次の数値解析の入力とする，数値解析を
直列で繋げたことを意味する。スーパーコンピュータ
の利用を前提に，理学・工学の物理シミュレーション
に加え，社会科学での先端的な解析プログラムの研究
開発 3），4）が進められた。そして，数値解析の統合によっ
て，首都直下地震と南海トラフ地震に対し，想定され
た地震シナリオに対応したい，首都圏と関西圏での災
害・被害の過程が数値解析された。
地震を災害全般に拡張する都市丸ごとの統合災害シ

ミュレーションは防災の新しい道具となることが期待
されている。現在，3つのユースケースを設定し，実
用に向けた研究開発が進められている 5），6）。以下，ユー
スケースと研究開発の概要を説明する。

（1）被害確率評価
住民を対象に，土砂災害を含む風水害のハザード

マップが提示されている。洪水の場合，台風や豪雨に
様々なシナリオが想定され，複数のシナリオに対し
て，最悪となった浸水域を地図表示したものがハザー
ドマップである。浸水の危険度を可視化し，洪水避難
を促す点で有効とされている。その一方で，豪雨とな
れば常に浸水域が浸水する訳ではない。また，浸水域
に避難所が設置されている場合があるが，住民がその
安全性を理解することは難しい。
行政が避難所の設置に使うことをユースケースとし

て，都市丸ごとの洪水シミュレーションが開発されて
いる。浸水の発生確率を明示することが重要で，浸水
の可能性は 0ではないが最も適切と判断できる場所を
選定する意思決定を支援するものである。洪水避難促

進を目的としたものではないが，避難所の安全性を住
民が理解できることも期待される。
避難所の設置選定が目的となるため，浸水の発生確
率には高い品質が要求される。このため，数十年の間
に発生が推定される台風・豪雨の多数のシナリオを想
定し，河川系の増水過程，堤防の決壊過程，破堤箇所
からの浸水過程という一連の過程を数値解析する物理
シミュレーションを適用し，最高水準の精度を目標に
確率推定を試みている。なお，国・県・自治体が管理
する個々の河川に対し，各々，整合した浸水の発生確
率を提示することが望まれる。このためには，河川系
丸ごとの高度な物理シミュレーションが必要である。
この難問が技術課題である。

（2）動的被害評価
自然災害との戦いには長い歴史があるが，防災意識
の維持は常に課題となっている。防災教育がこの課題
解決には有効である。防災教育の一つの手段は災害の
疑似体験であるが，都市丸ごとの災害シミュレーショ
ンを都市のマルチバースに投影することで，より現実
に近い疑似体験を作ることが可能である。
住民のマルチバースでの災害疑似体験がユースケー
スとして考えられる。具体的には，大規模災害の発生
から数日後に，発生したものと同じ災害シナリオを，
他の都市の統合災害シミュレーションに入力し，その
結果を利用する。大規模災害発生後は防災意識が高
く，「同じ災害が自分の町で発生したらどのような被
害が生じ，どのように被害に対応するのか」をマルチ
バースで疑似体験してもらうことになる。防災教育に
関わる行政が運用することが考えられている。
災害の疑似体験が目的であるため，シミュレーショ
ンには一定の品質が保証されれば十分である。品質の
向上よりも，臨場感を上げるためのマルチバースの作
り込みが重要である。また，防災意識が高い災害発生，
数日後の疑似体験が必要である，物理シミュレーショ
ンの高速化は勿論，入力作業に必要な前処理と出力結
果の整理等の後処理の高速化が技術課題である。

（3）災害重畳
供用中の構造物が複数回の自然災害を受ける事態は
全く想定されていなかった訳ではない。一度の災害で
損傷をしても，相応の耐力は残るよう設計されてい
る。しかし，気候変動の影響で風水害が激甚化傾向に
ある中，従来の想定よりも，風水害の発生頻度が高く
なることは考慮しなければならない。さらに，発生頻
度が高まったとはいえ，災害重畳の確率は低く，過度
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の備えは避けなければならない。経験が乏しい災害重
畳に適切に備えるためには，都市丸ごとの統合災害シ
ミュレーションを使う重畳の想定は有効である。
地震と高潮の重畳を例にすると，最初の災害で被災

した構造物の補修優先付けがユースケースとして考え
られる。最初に地震が発生し，港湾構造物が損傷を受
けた場合，損傷を加えた港湾部の解析モデルを使う高
潮シミュレーションを実施し，港湾部の被災状況を数
値解析する。この結果は，被災構造物の補修の優先付
けに資する。最初に高潮，次に地震，という場合も同
様である。利用者は港湾構造物の管理者等である。
被災構造物の補修優先付けが目的であるため，災害

重畳シミュレーションの品質はこの目的にみあったも
のであれば十分である。むしろ，優先付けに間に合う
よう，被災した構造物の入力といった前処理を迅速に
済ませ，応急的な被害判定が終了後，数日程度でシミュ
レーションの結果が出力できることが重要と思われ
る。被害判定結果が自動的に解析モデルに取り込まれ
るようにすることが技術課題となる。
災害重畳とは異なるが，令和 2年 7月豪雨はコロナ

禍の我が国を襲った自然災害である。疫病や有事と
いった非日常の状態にある社会の中でも災害は発生す
る。「非日常下での災害対応にどう備え，どう対応す
べきか」は避けて通れない課題である。災害重畳と同
様，非日常下での災害被害の把握には，都市丸ごとの
統合災害シミュレーションは有効である。

5．おわりに

本稿は，自然災害が都市にもたらす被害を軽減する
ために，都市丸ごとの統合災害シミュレーションを概
説した。防災研究の中で，このシミュレーションは横
串の役割と総合防災への貢献が考えられている。中核

技術は，先端解析プログラムと解析モデル自動構築で
あり，発展が続く計算能力を活かすことが重要であ
る。都市丸ごとの統合シミュレーションは研究段階で
あるが，具体的なユースケースを想定し，確率被害評
価，動的被害評価，災害重畳の実用化が進められている。
災害と被害のシミュレーションは，各々の過程の
様々な様相を数値解析するため，解析プログラムの統
合が必須である。同時に，統合によって，見かけ上，
一体化された巨大解析プログラムとして利用できるよ
うになることも必須である。このため，多様な解析プ
ログラムが統合的に利用できるとともに，都市のデジ
タルデータのアクセスと解析モデルの自動構築の機能
をもった「プラットフォーム」の整備が必要とされる。
�
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1．はじめに

近年，南海トラフや首都直下といった巨大地震の発
生が予見されているなか，昨年は能登半島地震が発生
し，夏には気象庁から「南海トラフ地震臨時情報」が
発表された。
一度，巨大地震が発生するとその人的・経済的被害

は甚大であり，社会経済活動を行ううえで必要な建物
やインフラの被害も致命的なものとなることが予想さ
れる。我々はこのような状況に陥った場合，レジリエ
ントに適応していくことが求められるが，少しでも事
前の備えをしておくことが重要である。
本稿では，こうした地震時防災・減災等の都市基盤

整備の一環として液状化対策に適用可能な地盤改良技
術「TS-improver」工法（以下，本工法）の開発につ
いて報告する。

2．本工法の概要

（1）液状化，その対策と課題
地震が発生すると，緩い砂質地盤は地震動による繰

返しせん断を受け，土粒子がその間隙に落込み体積が
減少（負のダイレイタンシー）する。地震のように短
時間にせん断力が作用する場合，間隙水の排水が追付
かず間隙水が圧縮応力を受ける状態となり，間隙水圧
の上昇と有効応力の減少を引起こし，各土粒子がバラ
バラの状態になり，間隙水中を浮遊する状態となる。
これが液状化である。

液状化が発生すると，地中に埋設された配管やマン
ホールなど地盤より比重の小さいものは浮上がり，直
接基礎など地盤より比重の大きいものは沈下したり傾
斜したりと安定性を保てなくなる。また，護岸際など
で常に偏荷重が作用している地盤では液状化に伴う側
方流動が発生しやすく，この側方流動に伴う大きな変
位は杭基礎を損傷させることもある。液状化は多種多
様なインフラ施設の被害を誘発する。
この液状化の発生を防止する策としては，土の性質
を改良するか地盤内の応力・変形・間隙水圧に関する
条件を改善するかの 2通りがある。
本稿で記載する本工法は土の性質を改良するものに
区分され，地盤の密度を増大する工法である。現在，
日本国内での主な密度増大工法としては，サンドコン
パクションパイル（SCP）工法がある。SCPは地盤中
に振動と衝撃などの動的作用により砂杭を造成する工
法である。また，都市部など振動・騒音などの周辺環
境への対応を求められる場面では静的に圧入する無振
動低騒音工法が採用されている。しかし，この静的な
工法は動的な工法に比べて割高であるという欠点を抱
えている。さらに，どちらの工法も近接部に地盤変状
を発生させてしまう課題を有している。
このような状況を打開すべく，筆者らは周辺環境へ
配慮した経済的な締固め系の液状化対策として本工法
を開発した。

（2）工法概要
本工法で使用する施工機はサイロチューブと呼ばれ

低騒音・低振動で地盤密度を増大させる 
液状化対策工法「TS-improver」を開発

中　西　　　誉・本　谷　洋　二・大　高　信　雄

近年巨大地震の発生確率の具体的数値が発表され，防災に対する意識の高まりとともにその対策が求め
られている。一方，建設工事においては，周辺環境への配慮やその経済性も求められている。そこで経済
的で環境にやさしい液状化対策工法を目標に，低騒音・低振動かつ周辺地盤への変位を低減できる「TS-
improver」工法を開発した。本稿では，実証実験の結果からその特徴と効果を示すとともに液状化対策
としての設計と複合地盤としての設計も併せて紹介する。
キーワード：‌�液状化対策，密度増大工法，改良杭径φ800，高周波バイブロ，低振動・低騒音，変位低減，

複合地盤

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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るケーシングパイプの先端に水平振動させるバイブロ
フロット（高周波振動装置）を有する。このサイロ
チューブを地盤に貫入し，その下端部から中詰材を地
中に供給しながら，バイブロユニットの引上げと打戻
し工程の繰返しにより改良杭を造成し，周辺地盤の密
度増大を図る工法である（図─ 1）。

3．改良原理と特長

（1）施工手順と改良メカニズム
本工法の施工ステップは，図─ 1に示すように，
①バイブロフロットを起振後に，バイブロユニット先
端よりエアー（または水を併用）を噴射しながら改良
杭下端深度まで貫入する。②貫入完了後，バイブロユ
ニット頂部のホッパーに砕石等の中詰め材を投入し締
固めを開始する。③－1「引上げ」と③－2「打戻し」
を交互に繰返し，中詰め材を地盤内に供給しながら押
し広げることで改良杭の拡径を行う。
本工法は，地中に貫入したバイブロフロットの振動

と中詰材の圧入により，周辺地盤に繰返しせん断ひず
みを与えて締固めるものである（図─ 2）。
バイブロフロットの振動エネルギーを直接地盤に加

えながら締固めを行うため，バイブロフロットの極近
傍では一時的に間隙水圧が上昇し，土粒子の再配列が
引起こされる。この動的エネルギーの作用を加えなが
ら，サイロチューブ内の空気圧で中詰め材を地盤内に
供給する「引上げ」と中詰め材を水平方向に押し広げ
るバイブロユニットの「打戻し」の締固めの繰返しに
よる静的エネルギーで地盤にせん断ひずみを与える。
つまり，動的エネルギーと静的エネルギーが同時に作
用することにより，効率的に締固めを行うことが可能
となっている。
過年度の実証実験で，改良地盤を GL－2.0 m 程度

まで掘削して改良杭の出来形を確認した。締固めのス

トローク毎（引上げ：約 100 cm，打戻し：約 75 cm）
に色を変えた中詰め材を用いて造成を行った結果，写
真─ 1に示すように先行ストロークでの材料が後行
ストロークの材料で同心円状に水平方向へ押し出され
ているのがわかる。

（2）特長
本工法の特徴を以下に示す。
①評価改良杭径φ 800 mmの太径改良杭を造成するこ
とで既往の SCP工法（杭径φ700 mm）に比べ改良
杭本数が減り，施工延長を20％程度削減可能である。
②距離減衰が大きい高周波振動機が地中部で動作する
ため，低振動・低騒音での施工が可能である。
③振動エネルギーを併用して締固めを行うため，従来
工法に比べ周辺地盤の変位を低減できる。
④懸垂型の改良機のため三点式杭打機などの専用機で
はなく，汎用クレーンで施工ができる。
⑤先端フィンやウォータージェットなどの貫入補助装

図─ 1　本工法の機械概要と施工ステップ

図─ 2　改良原理

写真─ 1　改良杭の出来形
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置の併用により，貫入と締固めを容易にし，施工性
の向上を図っている。

⑥ボトムフィード方式の採用により，中詰め材の量管
理が可能となり，供給量不足を防止し，改良杭の品
質を確保できる。

4．設計法

一般的に液状化判定は FL 法で行われることが多
く，その FL 法には N値を用いる。そのため，液状
化対策の設計では改良杭間の目標N値を設定して，
それを満足するための改良率を算定する（図─ 3）。
本工法は振動成分と圧入成分の両方の作用によって

地盤を改良するものであるが，その寄与率が高いと推
定される振動成分を反映した独自の設計式の提案には
至っていない。そこで，SCP 工法に用いられている
方法のうち，港湾技研にて提唱されたκ法 1）で用い
る。このκ法は，N値と相対密度および累積せん断ひ
ずみの関係を利用したものであり，累積せん断ひずみ
の増分は改良率と比例関係にあり，締固め効果に影響
を及ぼす細粒分含有率を用いて比例定数κを変化させ
るものである。
改良率の算定に当たっては，評価改良杭径φ800 mm
を使用する。写真─ 1に示す出来形確認での測定結
果は，X 方向は 68 cm ～ 86 cm，Y 方向は 50 cm ～

88 cmであり，地盤改良に寄与する成分の内，圧入成
分のみに換算した改良効果と等価な改良杭径を逆算し
てφ800 mmとした 2）。

5．実証実験

本工法開発では実機を用いた実証実験を 4年にわた
り愛知，秋田，茨城にて実施し，締固め効果の確認，
周辺環境への影響評価，複合地盤としての支持力増大
効果の確認を行った。

図─ 4に示すように施工機先端に高周波振動機を
装着しており，これが地中部に貫入される。貫入と締
固めは基本的に施工機の振動と自重で行うため，比較
的N値が高い地盤にも適用できるように補助装置を
装着した。補助装置として，貫入時に使用するウォー
タージェットやエアージェット（図─ 5 A）をバイブ
ロフロット先端部の横に設置した。また，地中への中
詰め材の投入を容易にするために材料排出口を拡径し
たガイドチューブ（図─ 5 B）と貫入および締固め時
の打戻しと改良杭の拡径を容易にするために先端フィ
ン（図─ 5 C）を追加装着した。
改良杭芯の位置出しの間違い防止と施工の効率化を

目的としてGNSS を利用した平面位置管理装置（図─
6 A）を装備している。これにより改良機を所定の杭
芯位置まで誘導することが可能となっている。また，
品質および日常出来形管理のために帳票作成システム
（図─ 6 B）も導入している。
実験の仕様として，改良率は10％，15％，20％の3水
準（評価改良杭径φ800 mm）とし，主な対象地盤は砂質
土，中詰め材は砕石（再生材，バージン材）や砂を用いた。
締固め効果の確認のために改良前後に標準貫入試験

図─ 3　改良率の算定フロー 図─ 4　施工機：高周波振動機
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（1）締固め効果
最終年の茨城県神栖市での実証実験における締固め
効果を以下に示す。改良深度は GL±0.0 m ～－7.5 m
で，対象土質は砂質土であるが GL－3.0 m ～－6.0 m
は平均細粒分含有率Fc 38％程度のシルト質砂層であ
る。改良前後で実施した貫入試験結果およびκ法によ
る推定N値を図─ 8に示す。砂質土に対しては改良
後N値が改良前より上昇しており，推定N値と同等
以上の値となっている。中間のシルト質砂層部は非液
状化層であるが，実測N値も推定N値も改良前から
ほとんど変化がなく，細粒分が多いことで締固め効果
が悪いことがわかる。
また，4年間で実施した改良後実測N値と評価改良
杭径φ800 mmとしてκ法により推定したN値の関係
を図─ 9に示す。すべての改良率で実測N値と推定N

図─ 5　補助装置

A　ウォータージェット

B　ガイドチューブ

C　先端フィン

図─ 6　位置管理と帳票システム

A　平面位置管理システム

B　帳票作成システム

図─ 7　改良杭配置と改良率

図─ 8　改良前後の貫入試験結果

（一部コーン貫入試験：CPT）と粒度試験，周辺環境
への影響を測定するために地表面での変位計測，振動・
騒音計測，間隙水圧の測定を行った（図─ 7）。

図─ 9　改良後の実測N値と推定N値
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な SCP 工法より低く，騒音は静的締固め砂杭工法と
同程度に低い。機械位置から 7 m程度の離隔があれ
ば建設作業振動規制規準値 75 dBを満足できるレベル
である。
（b）地盤変位
地表面における水平変位量の測定結果を図─ 12に
示す。従来の SCP 工法の水平変位量に対して本工法
はかなり小さな値となっている。これは，圧入を伴う
締固め工法の原理と一見相反するように思えるが，本
工法が振動による土粒子の再配列に伴う負のダイレイ
タンシー効果が大きいためであると推察できる。これ
は写真─ 2に示すように改良後の地表面が陥没した
ような状態になっていることからも振動による十分な
締固め効果が出ていることで裏付けられる。この効果
により，変位緩衝孔などの周辺環境に対する変位抑制
対策は不要となる可能性が高い。

（3）支持力効果
ここまで，液状化対策としての効果などを述べてき
たが，改良杭による締固め工法であるので，複合地盤
（改良杭＋杭間地盤）としての支持力増大効果につい

図─ 10　N値の経年変化

図─ 11　振動と騒音の距離減衰（文献 3）に加筆）

値の相関式の傾きが1以上あり，評価改良杭径φ800 mm
を用いて評価すれば必要な改良後N値をおおむね確
保できる。
2～ 3 年目に秋田市で実施した実証実験において測

定したN値の経年変化を図─ 10に示す。改良後の事
後N値とその 1年後のN値はおおむね同値であり，
経年で締固め効果が下がることはないと推定される。

（2）周辺への影響
（a）振動・騒音
施工位置からおおよそ 5 m～ 100 m の範囲で測定

した振動と騒音の結果を図─ 11に示す。振動は動的

図─ 12　水平変位の測定結果

写真─ 2　改良後の地表面の状況
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ても確認した。図─ 13に示す位置（改良杭の杭芯と
杭間）で標準貫入試験を実施し，中詰め材として再生
砕石（RC-40）を用いた改良杭ではN値 50 以上を確
認した。バージンの砕石（C-40）での杭芯 N値は締
固め後の杭間地盤と同程度であった。この RC-40 と
C-40 での杭芯N値の差は，再生砕石では材料に含ま

れるセメント分が地下水などと水和反応し固結したこ
とが大きな要因と推察される。
複合地盤の極限支持力は，「建築基礎のための地盤
改良指針案（2006 年）」4）に従い，改良率 as を考慮
して図─ 14で算出する。
ある想定の直接基礎に対する極限支持力の比較を

表─ 1に示す。中詰め材に再生砕石を用いた場合の
複合地盤での極限支持力は杭間地盤でのそれに対して
おおよそ 1.2 倍程度になる。

6．おわりに

今回，工法の開発にあたり実施した実証実験とその
結果について記載した。本工法はこれらの実証実験を
経て，2022 年 1 月に（一財）ベターリビングで建設
技術審査証明（BL審査証明 -057）を取得した。
今後は，地震時における社会経済活動の継続の観点
から，液状化対策の一つとして本工法を広く適用して
いきたいと考えている。
�
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図─ 13　標準貫入試験位置とN値

図─ 14　複合地盤の支持力算出

表─ 1　極限支持力の比較

杭間地盤 複合地盤

杭問地盤 杭問地盤 杭芯 杭問＋杭芯

推定N値
（κ法）

極限
支持力
qus2

極限
支持力
qus2

実測 N値
極限
支持力
qus1

極限
支持力
qu

kN/m2 kN/m2 kN/m2 kN/m2

改良率 20% 17 714 607 50 280 887

改良率 15% 15 633 564 50 212 776
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1．はじめに

UR都市機構が手掛けている都市再生の分野では，
構想・企画，諸条件整備などのコーディネート業務や
パートナーとしての事業参画を通じ，大都市における
魅力向上と国際競争力強化，地方都市や大都市圏の近
郊都市におけるコンパクトシティの実現によるまちの
活性化の他，大規模災害に備えた事前防災まちづくり
の促進や密集市街地の整備などの災害に強いまちづく
りを推進している。
最近では，国の施策（国際競争力強化，コンパクト

シティの推進等）も踏まえ，鉄道駅周辺などのまちづ
くりにおける社会課題を解決するため，公共だけでな
く民間事業者等とも協力し，開発事業と都市基盤施設
整備を一体的に行う都市再生のニーズが高まってきて
いる。そのためUR都市機構では，これらのニーズに
対し，土地区画整理事業，市街地再開発事業や土地有
効利用事業などの面整備事業を自ら施行し，また，関
連して必要となる都市基盤施設を一体的に整備する権
限の活用や地方公共団体からの受託等で整備すること
により都市再生を推進している。

2． UR 都市機構による都市基盤施設整備に
係る支援

都市再生を推進し“まち”の価値を高めるためには，
その地区の機能向上と併せ，その機能を支える道路，

公園，下水道，河川，駅前広場や自由通路・ペデスト
リアンデッキ，さらには集中豪雨に備えた雨水貯留施
設，大規模な災害に備えた緊急避難路などの「公共公
益施設」が十分整備されていることが必要不可欠である。
UR都市機構による面整備事業の実施に伴い都市基
盤施設整備が必要となる場合，地方公共団体に人的・
財政的な負担が集中的に発生することがあるが，その
負担を緩和するため，面的整備事業に関連して必要と
なる公共公益施設の整備をUR都市機構が地方公共団
体に代わって整備（権限代行や受託）しマンパワーを
補完するとともに，事業費の一般財源部分を長期割賦
可能とする制度として「関連公共公益施設整備制度（関
公制度）」がある。
この制度は「まちづくり」とセットで公共公益施設
を整備することができる制度で，この制度を活用する

UR 都市機構の都市基盤施設整備の支援
都市基盤と一体的に整備するまちづくり

櫻　井　暢　人

都市再生機構（以下，「UR都市機構」という。）は，1955 年に設立された日本住宅公団を母体とし，
70 年以上にわたり “まち” と “住まい” に関わるさまざまな課題に向き合ってきた。そして現在は「人が輝
く都市をめざして，美しく安全で快適なまちをプロデュース」することを使命に，人口減少・少子高齢化，
頻発する大規模災害，環境問題など重要な社会的課題にも積極的に向き合い，国の政策実施機関として地
方公共団体や民間事業者と連携しながら，都市再生事業・賃貸住宅事業・災害復興支援・海外展開支援に
取り組んでいる。
本稿では，URの都市再生分野における都市基盤施設整備に係る支援や取組み事例などについて紹介する。

キーワード：‌�都市再生，都市基盤施設整備，工事中交通マネジメント

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備

図─ 1　面整備と都市基盤施設の概念図
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ことにより，地方公共団体の負担を緩和し，面的整備
事業の効果を高め，かつその効果を早期に発現・波及
することが可能となる（図─ 1）。

3． 都市基盤と一体的に整備するまちづくり
の事例

UR都市機構が地方公共団体に代わって都市基盤施
設を整備した事例を紹介する。

（1）広島二葉の里地区（広島県）
広島駅北側に隣接する二葉の里地区は，広島中心部

に残された最後の一等地と言われていた。また，広島
駅の周辺では複数の都市開発が進められており，鉄道
で分断された駅の南北間に新たな人の流れを創出し，
駅周辺全体の回遊性を向上させるとともに，交通結節
機能強化が課題であった。
UR都市機構は，広島県，広島市からの要請を受け，

新しい広島の陸の玄関口を創造するべく関係権利者間
の合意形成を図り，広島駅北側地区に約 13.8 ha の土
地区画整理事業を施行した。この面整備に併せて，快
適かつ魅力的な歩行者ネットワークの形成に資する
「駅自由通路」，二葉の里地区と駅を結ぶ「ペデストリ
アンデッキ」，新幹線口の混雑を解消するための「新
幹線口広場」を広島市からの受託により整備した（広
島市は一般財源部分について長期割賦制度を活用）。
このことにより，駅の南北を貫く広くて明るい自由

通路が完成し，新幹線口には自由通路と一体となって
駅北側地区へ繋ぐペデストリアンデッキと駅前広場，
そして新たなまち「二葉の里」が誕生して，人の流れ
が変わり，にぎわいが生まれ，回遊性向上と交通結節
機能強化が実現し，広島駅周辺が大きな変貌を遂げた
（図─ 2）。

（2）東京メトロ虎ノ門ヒルズ駅（東京都）
東京メトロ日比谷線虎ノ門ヒルズ駅は，同線が
1964 年「東京五輪」目前に全線開業して以来，約 56
年ぶりとなる 2020 年に誕生した新しい駅で，特定都
市再生緊急整備地域「東京都心・臨海地域（環状第二
号線新橋・虎ノ門周辺地区）」に位置している。この
地区は都市の国際競争力の強化に向け，「生活環境を
備えた国際的なビジネス・交流拠点の整備」及び「交
通結節機能の強化」を目指している。
計画にあたっては，「地下鉄の混雑」と「鉄道駅の
アクセス利便性」に焦点をあて，2010 年から調査委
員会を組織し検討を開始。UR都市機構は，改善策の
計画立案と実現に向けて行政機関や都市開発事業者と
の総合調整を行い，国家戦略特区の提案の中で「虎ノ
門交通結節拠点」が位置づけられた。また，特定都市
再生緊急整備地域の整備計画において，地下鉄駅の新
設・改良，バスターミナルと地下鉄駅を結ぶ地下歩行
者ネットワークなどの一体的整備を行うこととなり，
そのうち新駅整備をUR都市機構が事業主体となるこ
とが位置付けられた。
整備にあたっては，2015 年より，東京都，国土交通
省東京国道事務所，港区，各インフラ企業，東京メトロ，
再開発組合及びUR都市機構で組織する連絡調整会議
を立ち上げるとともに，再開発組合，東京メトロ及び
UR都市機構との綿密な調整により，計画段階の意図
を設計・施工に繋げ，駅まち一体の空間を実現した。
「2020 東京オリンピック・パラリンピック」の開催
を控えた2020年6月，仮設改札口を設け地下1階のホー
ム階のみで暫定開業。その後，地下 1・2階の拡張工
事を完成させ地下 2階のコンコースと再開発ビル 2棟
とが接続し，2023年7月に本格開業に至った（図─ 3）。

図─ 2　広島二葉の里地区 図─ 3　東京メトロ虎ノ門ヒルズ駅
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（3）バスターミナル東京八重洲（東京都）
世界の玄関口としてビジネスの拠点であり，都内屈

指の交通の拠点である東京駅の八重洲口側にUR都市
機構がバスターミナル床を取得・保有し，京王電鉄バ
スが運営する事業スキームにより，段階的に建築され
る 3つの再開発事業にまたがる「バスターミナル東京
八重洲」の整備が進められている。
東京駅周辺（八重洲側）では，各方面に向かう高速

乗り合いバス，空港連絡バス等の発着する停留所が駅
前交通広場内では充足できず周辺の道路上に散在して
いるため，鉄道等との乗り換えが不便であることや，
道路上での乗降により円滑な車両交通及び歩行者通行
が妨げられている等の課題があった。
このような課題に対応すべく，東京駅前（八重洲口）

の市街地再開発事業にて地下部分にバスターミナルを
整備し，東京駅周辺の路上等で発着するバス停を集約
することが計画されたが，約 1,200 便の高速乗り合い
バス等を収容するには，3地区の市街地再開発事業に
またがる規模（20 バース）のバスターミナルが必要
であった。
事業主体やスケジュールの異なる 3地区の再開発事

業にまたがって整備することとなるため，UR都市機
構は再開発の進捗に合わせて段階的にバスターミナル
床を取得し，公募で選定した事業者が運営すること
で，3地区一体のバスターミナル機能確保を実現する
スキームを構築した。
「バスターミナル東京八重洲」は，第 1期エリアが
2022 年 9 月に開業，2025 年度に第 2期，2028 年度に
第 3 期と段階的に完成する予定で，全体が完成すれ
ば，1日の発着が 1,500 便を超える国内最大級のバス
ターミナルとなる見込みである。第 1期エリアの開業
では，JR 東京駅から八重洲地下街等を通って，雨風
の影響を受けず，地下直結でのアクセスになるなど，
利用者の方々が快適かつ安全にバスを利用することが
可能となった。引き続き，第 2期・第 3期エリアが開

業することで，更なる利便性・安全性向上への寄与が
期待される（図─ 4）。

4． 複合的な都市再生事業における工事中交
通マネジメント

UR都市機構では，複合的な都市再生事業の経験か
ら，通常の進め方では解決できない課題に対して，調
整ノウハウを駆使しながら官民連携でマイルストーン
を乗り越える「工事中交通マネジメント」の重要性を
強く認識しており，その取組み概要について紹介する。

（1）工事中交通マネジメントの重要性
近年，交通結節点や大規模ターミナル駅周辺の再整
備のニーズの高まりも受け，面的事業の中で，駅利用
者の安全性を確保しつつ多数の個別プロジェクトが同
時進行する複合的な都市再生事業が多く見られる。駅
周辺では，狭隘なエリアで複数の事業工程が錯綜し交
通規制の時期や箇所が幾重にも重なる中で，各事業者
同士が連携し，道路管理者，交通管理者，交通事業者
等との多数の「調整」を遅滞なく実施することが必要
である。
これらの「調整」が十分に図られていない場合，協
議などが難航し，全体の最適なスケジュールと実際の
工程に乖離が発生し工期の延伸や事業費の増加が生じ
ることも考えられ，この「調整不足」の影響は開発事
業者だけではなく，事業の関係者それぞれに及ぶ可能
性があるため，関係者間で工事の進め方や交通への影
響などに関する情報を共有し「調整」するためには「工
事中交通マネジメント」が重要となる（図─ 5）。

（2）工事中交通マネジメントに必要な 2 つの視点
本マネジメントを実施するためには 2つの視点が重
要である。交通対策について協議・調整するマネジメ

図─ 4　バスターミナル東京八重洲
トロロスタジオ

図─ 5　各関係者に生じるリスクの例
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ント体制を構築・運営する「戦略」と，その枠組みの
中で工事期間中の一般交通や工事車両等の交通対策を
講じる「戦術」，これら 2つの視点を活用することで
事業全体の円滑化・効率化に寄与するものと考えられ
る（図─ 6）。
UR都市機構では，交通工学の有識者で構成した研

究ワーキンググループを設置し，大規模な交通結節点
における工事中周辺地域の交通機能を確保するための
対策として「工事中交通マネジメント」の高度化に向
けた検討を進めている（図─ 7，8）。

5．おわりに

これまで記述したとおり，面整備事業の実施ととも
に都市基盤施設を一体的に整備するニーズが高まって
おり，社会課題を乗り越え，国際競争力の強化，地域
経済の活性化やコンパクトシティの実現，防災性向上
による安全・安心のまちづくりの推進には，都市基盤
施設と一体的に整備する「新しいまちづくり」が不可
欠となっている。
UR都市機構では，今後も都市再生事業をはじめと
する様々な事業で培った知見を生かし，人が輝く都市
を目指し，美しく安全で快適なまちをプロデュースし
ていく所存である。
�

［筆者紹介］
櫻井　暢人（さくらい　のぶと）
都市再生機構　

都市再生部　都市基盤調整室　
関連公共施設課
主幹

図─ 6　工事中交通マネジメントの 2つの視点

図─ 7　マネジメント体制の構築「戦術」の例

図─ 8　交通対策「戦術」の例
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1．はじめに

近年，労働人口の減少，データ駆動型社会の到達，
Society5.0 の実現が目されて久しく，各業界でDXが
推進され，自治体等においても都市全体の広域データ
活用を可能とするスマートシティや都市OSの実装が
進んでいる。
都市の主要構成要素である建物においても，従来の

建物設備に加え IoT 設備と呼ばれる様々なセンサの
導入が進んでおり，扱うデータが質・量双方で加速的
に増えている。本稿では，これらの情報を統合し高度
な制御・運用を行うビルを「スマートビル」と呼称す
るが，2023 年に 情報処理推進機構（IPA）・デジタ
ルアーキテクチャ・デザインセンターではスマートビ
ルの構築についてガイドラインが発刊され，現在では
スマートビル共創機構の設立に向けた準備会が進んで
いる1）。その中核を担うデータプラットフォームは「ビ
ルOS」と定義され，各社で開発及び実装と標準化が
進んでいる。
本稿の 2，3 章ではスマートビルにおけるビルOS

についての開発及び立命館大学大阪いばらきキャンパ
スでの実装事例を示す。4章ではその実践的応用，デー
タ構造化／分析について検討並びに，生成AI による
データ分析を通じた業務改革・DXの可能性を論じ，
社会課題解決への寄与を目指す。

2． スマートビル実現におけるビル OS の概
論と開発

（1）データプラットフォームとしての要件
建物では従来から BACS（Building Automation 
and Control System）と呼ばれる中央監視制御システ
ムが実装され，電気・照明・空調・給排水衛生・熱源
等の各設備システムの一元監視，制御および管理を
行っている。BACS と各設備間の通信には BACnet
を代表とする建物設備向けのオープンプロトコルの普
及が進んでいる。
他方でインターネット技術の発展，AWS，Azure，

GCPといったパブリッククラウドの浸透を受け，各建
物設備システムにおいてもオンプレミスでの完結を前
提とする構成からクラウドサービスを活用する構成に
変化しつつある。具体的には IaaS（Infrastructure as 
a Service）のようなサーバ環境をクラウドに移行す
るケースや，PaaS（Platform as a Service）を用いて
アプリケーションを構成するケースが挙げられる。こ
れにより各建物設備システムにおいて，ローカルの機
器とクラウド上に存在する様々なリソースがデータを
相互に共有する潮流が加速した。しかし BACS のプ
ロトコルはローカルネットワーク内の通信を前提とし
ており，クラウドとの通信の為に個別にインター
フェースを構築し，アクセス方法を統一する必要が
あった。ここで問題となるのが建物には設備システム
が複数存在しておりかつ，サプライヤが多岐に亘るこ
とである。この特性により，クラウド側から見ると設

スマートビルデータプラットフォーム： 
ビル OS の開発・実装と実践的応用
ビル OS『ビルコミ』の開発及び立命館大学大阪いばらきキャンパスでの実装事例

髙　橋　雅　生・福　本　健　人・粕　谷　貴　司

本稿では，スマートビルの中核を担うデータプラットフォーム「ビルOS」の開発および実践的応用に
ついて報告する。立命館大学大阪いばらきキャンパスでの実装事例では，IoTセンサネットワークとの連
携，ロボットによる移動センシング基盤の構築，デジタルツインアプリケーションの開発を行った。さら
に，建物空間分析基盤として空間 IDによる空間情報の記述やメダリオン・アーキテクチャによるデータ
の構造化を実現し，生成AI 活用による分析機能とチャットインターフェースを実装した。これにより，
専門知識を要さない効率的なビル管理業務の実現可能性を示した。
キーワード：‌�スマートビル，BIM/CIM，デジタルツイン，AI，生成AI

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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備種類，サプライヤ毎にインターフェースの摺合せが
必要という課題が生じていた。
この課題に対し，各設備システムのデータを種別や

系統，ポイント毎に集約し，共通化されたインター
フェースによって取得する構想が生まれ，データプ
ラットフォームとしてビルOSが定義された。前述の
ガイドライン 1）に記載されているビルOSに求められ
る機能要件と構成するモジュールを以下に整理する。
（a）データ送受信モジュール
BACSでは建物設備システムのデータを「ポイント」

という単位で管理しており，例えば空調機器 1台につ
き発停，温度，風量，状態などの複数のポイントが設
定されている。これらのポイントは階層的に管理さ
れ，集中コントローラは配下の機器のポイント総数
を，さらにその上位のサーバや BACS はコントロー
ラが管理する全ポイントを統括している。データ送受
信モジュールにはこれらのポイント毎にデータを区別
して送受信を行う機能が求められる。
（b）建物デジタルツインモジュール
ポイントの管理に加えて，敷地，ビル，フロア，部

屋，各端末といった建物の階層的な空間情報との紐付
けをモデリングすることが必要となる。各ポイントの
データを受信した際，あるいはAPI からのリクエス
トがあった際はこのモデリングに基づきデータの返却
を行う。
（c）データ連携モジュール
ポイントや階層構造によるデータ管理は建物特有の

概念だが，アプリケーション開発を担うWEB/IT 系
事業者にとっても理解しやすい必要がある。そのた
め，API インターフェースではポイントの命名変換
や複数ポイントの抽象化による対応が求められる。

（d）データ管理モジュール
（a）～（c）によって通信されるデータをその分類
毎に適切に管理／蓄積させる機能が求められる。
本稿のビルOSは，高応答性を要するリアルタイム

データ処理と，時系列データの集積・一括処理を行うビッ
グデータ処理の両立が必要という特色を持つ（図─ 1）。
そのため，これらを実現可能なラムダ・アーキテクチャ
をベースとした構成を採用している 2）。

（2）先行実践例における課題と技術的施策
先行実践例 3）では前述の機能要件を基にビルOSを
Azure の PaaS を用いて構築を行った。BACS 等の約
20,000 ポイントのデータを十数個のアプリケーション
が利用していたが，アプリケーションによっては高頻
度のAPI リクエストを行っており，建物デジタルツ
インモジュールの稼働が高くなる傾向が見られた。ま
た，AI 制御等のアプリケーションでは低頻度ながら
大量の時系列データのリクエストを行っていた。さら
に，複数のポイント取得時に単一ポイントへのリクエ
ストを繰り返す非効率な構成も確認された。
これらの課題に対し，2つの施策を実施した。第一
に，ポイントに属性や用途毎の分類によるタグを付与
した。アプリケーション側からはタグをキーとしたリ
クエストにより数百～数千ポイントを一度に取得可能
となる上，汎用的な名称のタグとすることで，当該ビ
ルの空間構造や設備を把握していなくともデータを検
索し取得することが可能になる。
第二に，API リクエストに対して内部的にキャッ
シュを保持し PaaS のリソース稼働の最適化を行い，
ストリーミングで取得できるAPI（StreamAPI）を
実装した。StreamAPI には，gRPC-WEB（HTTP/2）
を採用しており，連続的なデータ受信を実現した。こ

図─ 1　ビルOSのアーキテクチャ
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こではポイント毎に実際の機器側の情報更新の頻度を
メタ情報として記述することで，同一システム内に違
う更新頻度を持つポイントを保持可能になっている。
次項では施策を反映したビルOSの実装事例を述べる。

3． 立命館大学大阪いばらきキャンパスでの
実装事例

（1）建物および設備の概要
当該施設は，建築面積 7,913.56 平米，延べ床面積

47,096.00 平米の地上 9階建てであり，「ソーシャル・
コネクティッド・キャンパス」というコンセプトのも
と，他キャンパスや地域社会との連携拠点としてオー
プンイノベーションを推進している。この一環とし
て，「Campus as a Service」の実現を目指し，ハード
ウェアである建物と，ソフトウェアであるサービス・
アプリケーションの分離・再定義，つまりソフトウェ
ア・ディファインドなシステムを構築することで，プ
ラットフォームのオープン化とエコシステムの形成に
よる新サービスの創出を図っている（図─ 2）。
他方，本施設は環境配慮型建築として，ファサード

デザインやセンサによる設備の最適化制御により，高
度な省エネ性能を実現している。室内外の吹き抜け
オープンスペースは，地域連携やイノベーション創出
のアクティビティ向上に寄与する一方で，空調エネル
ギー消費の課題も抱えている。この課題に対しデータ
を用いた手法，具体例としては IoTセンサネットワー
クから得られる快適性指数に基づく大型シーリング
ファンの制御により，快適性向上とエネルギー消費削
減の両立を実現している 4）。

本事例におけるビル OS の実装は，これらセンサ
ネットワークや建築設備から得られる内部空間の情報
を，社会あるいは事業者が広く活用できるようにデー
タ連携基盤を構築するものである。さらにその新サー
ビス創出の実践例として，温熱環境・施設の利用状況・
人流等の情報を可視化し，施設利用者の行動促進を図
るデジタルツインアプリケーションの開発についても
示す。

（2） IoT センサネットワーク及び連携ゲートウェイ
の構成

当該施設には温湿度，風速等の環境情報や人流情報
を取得する IoT センサネットワークと BACS が実装
されており，ビルOSの実装は当該施設の設計・施工
が進んだ期中に決定した。従ってビル OS 及びビル
OSへの送出を行う連携ゲートウェイの構築は原設計
との親和性を加味して行っている。具体的なネット
ワーク構成を図─ 3に示す。原設計においてはBACS

図─ 2　Campus as a Service と新サービスの創出

図─ 3　IoT センサネットワークの構成
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への通信は主に BACnet/IP によって行われており，
この通信をMQTTへ変換し連携ゲートウェイへ送信
する機能改修を行った。連携ゲート連携ゲートウェイ
はビルOSのデータ送受信モジュールとAMQPによっ
て双方向に通信する機能を有している。加えて当該
キャンパスが運用している教室の予約管理システムの
情報も取得する他，施設内で研究・運用されているサー
ビスロボットの情報についても別途連携ゲートウェイ
を設け，ビルOSへのデータ連携が実現している。

（3）ロボットによる移動センシング基盤との連携
BACS やビルOSによる設備管理には環境情報を取

得するセンサシステムが不可欠である。新築の当該施
設では計画段階から IoT センサネットワークを実装
したが，既設建築ではこのような用途に必要なセンサ
を備えていない環境が多く，センシング環境の構築に
多大なコストを要する。その為，自律移動ロボットや
施設利用者による環境情報収集が有効な方法となり得
る。本実践例では，センサ搭載の自律移動ロボットを
建物内で周回させ，収集情報をビルOSへ送信する基
盤を構築している。

（4）ビル OS の構築フロー及びポイントリストの整備
ビル OS の構築フローは，第一に BACS の設備ポ

イント情報に基づくデータモデリング及びデータ
フォーマット定義を行い，第二にビルOSに設定情報
を入力し，第三に連携ゲートウェイを構築し BACS
に接続する。この際，ロボット情報などの建築設備以
外のデータフォーマットも定義を行う他，BACS の設

備ポイント情報にない空間の階層構造情報については
BIMを用いて付加する。また，ポイント情報や空間
情報に基づくタグ付けを行う（図─ 4）。構築後のポ
イント追加については，WEB-UI の簡易登録ツールに
より容易に実施可能としている。

（5）デジタルツインアプリケーションの実装
ビルOSのユースケースとして，建物内の情報を可
視化するデジタルツインアプリケーションを構築し
た。人員や環境情報に基づいた混雑度マッピング・空
室マッピング・快適度マッピングの 3種を実装してお
り，教職員や学生は個人端末で混雑・利用状況を確認
でき，運用業務においても清掃計画や昼食の提供計画
等に活用することが可能となる。環境の可視化によ
り，快適度に応じた学生の移動を促し，省エネ・環境
意識の向上を図っている他，ロボットの位置情報も表
示している（図─ 5）。ユーザ認証については，当該キャ
ンパスの既存認証基盤と連携させたシングルサインオ
ン形式を採用している他，ビルOSからデータ取得を

図─ 4　ビルOSの構築フロー

図─ 5　デジタルツインアプリケーション
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行うAPI には前述の gRPC-WEB（HTTP/2）を採用
することで，高効率かつ低レイテンシな通信を実現し
ている。

4．建物空間分析基盤の開発

（1） 建物空間情報の記述とデータウェアハウス／
データマートの設計と構築

2 章にてビル OS は設備ポイントと BIMモデル等
の空間情報を組み合わせて設定及び構築していること
を述べたが，実際の人の活動領域は建築部材や建築設
備の存在しない，モデル上は部屋内や共用部といった
空白の空間である。その為，この活動領域のデータを
取得するには空間に紐づいたデータの解釈が必要とな
る。特にAI 技術を用いたアプリケーションにおいて
は，その機能は基としたデータの品質に依存している
他，学習の為には構造化を行う必要があり，この課題
への対応が必要であった3）。次項にその施策を述べる。
（a）空間 IDによる建物空間情報の記述
我々は経済産業省が推進する 4次元時空間情報基盤

でも採用されている「空間 ID」の概念を採用し，建
物内の空間を記述する方策を取った。空間 IDとは空
間を緯度／経度と地表面（ジオイド面）からの高さの
3つの軸で分割し，各格子に ID を付与する考え方で
ある。これを建物に当てはめると，建物内の空間を人
の活動領域も含めてサイコロ状に記述することが出来
る。従来建物内の空間はBIMや点群といった比較的高
精細な粒度で記述されているが，空間 IDによって簡略
化することで検索性を高める効果も確認されている5）。

（b）�メダリオン・アーキテクチャによるデータの
構造化

データの構造化においては，大量のデータを処理す
るシステム設計パターンの一種であるメダリオン・
アーキテクチャを採用した。ビッグデータの収集／整
備は用途と役割において，以下 3つのステップに分類
される。
①データレイク（ブロンズ）：生データ
②データウェアハウス（シルバー）：クレンジング済
かつデータの構造（スキーマ）が整理されたデータ
③データマート（ゴールド）：目的別加工データ
ビルOSのデータは各設備システムから集積した生
のデータであり，メダリオン・アーキテクチャにおい
てはブロンズと表現される。データの利用容易性を高
くしたシルバー，ゴールドにあたるデータウェアハウ
ス，データマートを構築することで更なる活用が進む
と考えられる。

図─ 6に建物空間分析基盤全体のワークフローを
示す。ビルOSから取得したデータは構造化を行い，
データウェアハウス／データマートに保存される。こ
の時，空間データについては，BIMや図面といった
設計情報から抽出を行い空間 IDと共に紐づけが行わ
れる。これらの構造化データを用いてWEBアプリで
のデータ取得及び生成AI モデルによる分析・利用を
行う。またこの構造化データは連携インターフェース
を介して，3rd パーティアプリケーションとも連携可
能な構成でGCP上に実装されている 6）。

（2） 生成AI活用による分析機能とチャットインター
フェースの実装

従来のビッグデータ利活用では，専門知識を持つ

図─ 6　建物空間分析基盤のワークフロー
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データアナリストが BI ツールで分析・表示し，業種
や分野の知見を加味して解釈する必要があった。しか
し，生成AI の活用により，専門的な分析・解釈を
AI が行い，テキストチャットで表示・解説すること
が可能となった。これを建物空間分析基盤が保持して
いる建物の構造化データに適用することで，例えばビ
ル管理業務に習熟していない人材が知識や経験に依存
せずとも実データを根拠としたビル管理業務が可能に
なる等，更なる展開が見込まれる。

図─ 7に実際の分析結果とチャットインターフェー
スの一例を示す。どのようなセンサデータが存在する
かという概要の回答から，データの値を時系列のトレ
ンドグラフによって示し，特徴のある傾向を回答する
他，さらに深堀質問を行うことで，データから得られ
る示唆の提案を行うといった対話型での解説が可能に
なっている。生成AI の特徴として嘘をつく現象（ハ
ルシネーション）が課題に挙げられるが，建物空間分
析基盤では生成AI モデルに対して建物の構造化デー
タに特化したファインチューニングを行っている他，
実データに対する分析については類推を行わず，デー
タから読み取れる内容に基づくようにプロンプトエン

ジニアリングを行うことでハルシネーションを回避し
ている。

5．考察

（1）実装による効果と課題
3章の効果として，ビルOSを通じたプラットフォー
ムの連携及び 3rd パーティアプリケーションの実装を
確認している。スマートビルの目的としては持続的な
機能拡充が目指されており，今後も複数のアプリケー
ションが実装されることでより施設内での業務効率
性，省エネ性能が向上していくと見込まれる。
4章の効果及び評価としては，一定の分析／解説に
ついて生成AI で実施可能なポテンシャルを確認出来
た。課題としてはデータから得られる示唆や提案と
いった，特にその分野への習熟が必要な作業までは
至っていない，という点が挙げられる。

（2）技術的な改善点と今後の展開可能性
本稿では生成AI の学習データとして建物の設備
データを用いているが，建築に特化した他の学習デー
タ，建築基準法やビル管理法といった関連法規，ビル
管理業務の指示書や報告書といった業務文書等を加え
ることで，より深い示唆や提案が可能になると考えら
れる。また更なる展開として，建物計画や設計段階に
おいても本稿における取り組みを展開することで，よ
り効率的かつ高度な検討が可能になると考えられる。

6．おわりに

最後に，本稿 3章の取り組みは学校法人立命館様，
並びに関係各所にご協力いただいた他，その一部は
NEDO「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／
人・ロボット・システムを有機的に結合するスマート
ビル基盤に関する研究開発」において実施していま
す。深く御礼申し上げます。
�
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1．はじめに

近年，国土交通省は ICT 活用工事の基準整備を進
めており，地盤改良工は 2019 年に 5 番目の対象工種
となった 1）。これにより，施工機械の位置誘導や品質
管理を目的とした ICTツールが開発されてきた 2）。
その一方で，地盤改良の施工は周辺地盤の土圧に影

響を及ぼすため，地盤の隆起などの公衆災害のリスク
を伴う 3）。このような災害の防止のため，施工中は近
接地盤の隆起を測定し，周辺に危害を及ぼすような地
盤変状が認められた場合は作業を中止するよう求めら
れている 4）。
そこで，公衆災害防止に向け，XR（Cross Reality）
技術を用いた施工影響XRウォッチャー（以下，本シ
ステム）の開発を進めている。XR技術により，施工
中の地盤変状をリアルタイムで可視化し，安全管理の
高度化を図る。XRとは，VR（Virtual Reality，仮想
現実），AR（Augmented Reality，拡張現実），MR
（Mixed Reality，複合現実）の総称であり，その中で
今回はARとMRを対象とした。

2．地盤改良時の監視業務の課題

地盤改良工事においては，監視員が周辺への影響を
監視し，異常が発生した場合に即座に施工を停止でき
る体制を整えて施工を行っている。監視員は施工機械
の制御担当者と連携し，施工進捗に応じて重点監視箇
所を選定する。同時に周辺地盤の隆起や沈下などの動

態観測を随時確認して監視を行う。
図─ 1は，地下構造物に隣接した工事における監
視員の業務フローを示しており，太枠部分は本システ
ムにより代替される業務である。地下構造物内からは
施工位置を直接視認できないため，監視員は図面から
地上の施工機械と自身の位置関係を把握し，施工位置
を推定する。動態観測の計測位置についても同様で，
図面上の三人称視点から実際の一人称視点への変換が
求められる。
現状の位置関係の把握方法は，現場経験が浅い監視

員は図面と実空間の位置関係の習熟に時間を要し，人
材不足の一因となっている。また，空間位置の誤認に
より，監視業務が適切に実施されないリスクも存在する。
監視員は自己位置から施工位置や沈下計位置を正確
に把握し，施工開始とともに施工機械担当者と連携
し，進捗に応じて監視ポイントを調整する。このプロ
セスは個人の空間把握能力に大きく依存している。さ
らに，監視員は施工進捗を確認しながら，地下構造物
の変状や漏水，周辺地盤の隆起・沈下を監視し，異常
を検知した場合は直ちに施工を停止し，公衆災害を防
止する。

3．本システムおよび機能の概要

（1）システム概要
施工位置や動態観測位置を現地にリアルタイムに表
示するシステムを開発した。現地位置に合わせて，現
地の光景に重ね合わせて可視化表示する特性上，タブ

施工進捗と変位状況をリアルタイムに現地に 3D で可視化
施工影響 XR ウォッチャー

大　角　藤　子・陳　　　庭　松・宮　田　岩　往

地盤改良の施工において，周囲に影響を及ぼしていないことを施工中に監視することが公衆災害を防ぐ
うえで重要である。そこで，施工深度や周辺地盤の変位などをセンシングし，その情報を可視化すること
で監視業務を高度化させるシステムを開発した。センシングデータがクラウドを経由して監視員の端末上
にリアルタイムでXR表示されるため，施工位置や変位の異常を視覚的に直感的に把握可能であり，監視
業務の効率化が実現される。本システムを実際の施工に合わせて試行した結果，従来の監視業務の課題が
解決され，施工品質の向上および公衆災害の防止につなげられることを確認した。
キーワード：‌�地盤改良，動態観測，IoTセンサ，XR，可視化

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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レット端末（iPad Pro）を用いたAR技術とMRゴー
グル（HoloLens2）を用いたMR技術を利用した。
タブレット端末（iPad Pro）とMRゴーグル（HoloLens2）
を使用したシステム構成とデータ構成を図─ 2に示
す。施工機械やセンサからのデータはクラウドスト
レージにアップロードされ，CSVファイルとして保
存される。クラウドストレージを利用する理由として
は，汎用性を高め，API が公開されていないセンサ
とも接続可能にするためである。
各改良体の直径と施工機械の設置位置，動態観測セ

ンサの設置位置，表示位置の位置合わせに使う監視場
所付近の基準点の位置情報については，事前に端末側
に入力しておく。
使用する際は，QRマーカを読み込むことで，クラ

ウドストレージから位置情報を取得し，データを可視

化表示する。

（2）施工データの可視化機能
施工機械に施工深度やロッドの回転数を取得するセ
ンサを取り付けることにより，施工データがクラウド
ストレージを経由して端末の画面上に表示される。画
面上では，現地の光景の中に施工進捗状況を示す三次
元モデルが重ね合わせて表示されるため，図面から現
在位置と施工位置を考える必要がなくなる。また，自
動で深度情報が取得されるため，従来は施工機械側の
担当者と連絡を取り合う必要があったが，本システム
により連絡が不要となり，より精度よく高頻度に進捗
を把握できるようになる。
施工機械に取り付けたセンサから，改良体番号を示
す ID，日時，施工状態（削孔／造成）を示すフラグ，

図─ 2　システム構成およびデータ構成概要

図─ 1　監視業務のワークフロー図と本システムによる置き換え箇所
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ロッドの回転数，施工深度の情報を取得する。改良体
番号を示す IDにより，事前に与えられていた施工機
械の設置位置の情報との紐付けが行われる。図─ 3に
示す通り，ロッドの回転数の情報により，回転が始まっ
た施工深度を施工開始位置とし，そこを基準として三
次元モデルが表示される。
表示される三次元モデルは，削孔した後に改良体を

造成していく高圧噴射攪拌工法などを想定しているた
め，削孔はワイヤーフレームで，造成は円柱形として
表現した。さらに造成時は，設計造成長を事前に入力
しておくことで，残りの施工量がわかるように，これ
から造成するところをワイヤーフレームで表示する
（図─ 4）。

（3）動態観測データの可視化機能
動態観測の情報についても，センサからリアルタイ

ムでクラウドストレージにデータをアップロードでき
るようにし，端末画面上で計測位置に表示する。その
際に数値データだけではなく，三次元モデルとして可
視化する。例えば，鉛直変位量を可視化する場合は，
変位方向を矢印の向きで，変位量を矢印の長さで表現
し，管理基準値を閾値として，変位量に応じて矢印を
一次～五次管理基準値に色分けして表示している（図
─ 5）。一次管理基準値以下から五次管理基準値以上
の 6段階の色は，緑→青→黄→橙→赤のグラデーショ
ンで段階表示されている。また，単純な計測データだ
けでなく，過去のある任意の時点からの変化量も表示
できるようにした。それにより，地盤改良の施工に起
因する計測値の変化量がわかりやすくなる。
沈下計を可視化した際に三次元モデルの横に表示さ

れるパネルの例を図─ 6に示す。画面左下にある切
り替えボタンにより，単純な鉛直変位量をそのまま示
した「絶対値表示」と，基準とする日時からの相対的
な鉛直変位量を示した「相対値表示」の 2つのモード
を切り替えることができる。

図─ 3　削孔／造成モデルの生成方法

図─ 4　削孔モデルと造成モデルの見方

図─ 5　管理基準値と表示の例
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4．現場での試行によるシステム有効性確認

（1）試行現場概要
本システムの試行は，大阪駅前の地下道撤去・新設

工事現場にて実施した。当該現場は，地上部分が交通
量の多い交差点であり，地下一階部分に梅田駅改札に
繋がる地下歩道があり，地下二階に地下鉄の軌道が走
るトンネル躯体が存在する構造になっている（図─
7，写真─ 1）。このような現場は立体構造の把握が難
しいうえに，施工の影響で隆起沈下や漏水・変状変化
が起きると甚大な社会的影響を及ぼすため，特に公衆
災害を防止することが重要である。
施工中，地下鉄躯体壁面に 5 mおきに水盛式沈下

計を設置し，1分ごとに鉛直変位量を観測した（図─
8）。本システムを導入する前に，施工進捗は，施工機
械のロッド残尺を計測して施工深度を算出し，1 m進
むごとに連絡担当者がチャットで監視員に連絡した。
施工は夜間に行われ，監視員は地下鉄躯体内で沈下

計のデータと施工進捗状況をタブレット端末で確認し
ながら，施工位置を推定しつつ躯体壁面の異常を監視
した。

（2）試行内容
従来の手動による検尺に替わり，施工機械にセンサ

を取り付け，1秒ごとに施工データを取得し，施工進
捗状況を把握した。データは現場に設置したパソコン
に送り，そこからクラウドストレージに CSVファイ
ルとして常時同期更新されるように設定した。また，
地下鉄躯体に取り付けられている沈下計のデータも，
同様にクラウドストレージに CSVファイルとして書
き込まれていくように設定した。これらのデータが安
定してアップロードされるよう，携帯回線ではなく有
線 LANケーブルを接続した。沈下計位置と施工機械
の位置は事前に設定ファイルに入力しておくことで，

端末側に反映される。
表示位置の位置合わせは，端末でQRマーカを読み
込んで行う。施工位置の日ごとの変化に対応するた
め，図─ 8に示したように約 10 m間隔で基準点を設
置し，最寄りの基準点にQRマーカを配置して読み込
めるようにした。QR マーカを床に設置すると，QR 
マーカの左上を原点として仮想空間の座標を配置する
（図─ 9）。また，基準点の真上にQRマーカを設置で
きない場合（例：沈下計の箱の角が基準点の場合）で

図─ 7　試行現場の模式的な断面図

図─ 8　地下鉄躯体レベルでの模式的な平面図

写真─ 1　交差点を占有しての地盤改良施工状況

図─ 6　絶対値表示と絶対値／相対値の切り替えボタン
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も，基準点位置をオフセットできる機能を追加した。
端末は，AR端末として iPad Pro（第 5世代），MR

端末としてHoloLens2 を使用した（写真─ 2）。通信
回線は，現場内で携帯回線が利用可能だったため，
iPad Pro は携帯回線を，HoloLens2 は iPad Pro から
のテザリングで接続した。いずれも下り速度 40 Mbps
以上を確保し，問題なく使用できた。

（3）試行結果
本システムの試行により，施工位置が視覚的に明確

化され，監視すべき位置が明瞭となった（図─ 10，
11）。これにより，適切な位置に注意を払って監視業
務を遂行できるようになった。また，施工進捗がリア
ルタイムで把握できるため，ロッドの段取り替えなど
地上の施工機械の状況も推察でき，より緊密な連携が
可能となった。
さらに，沈下計が示す鉛直変位量が管理基準値に対

してどの程度の許容量があるのか，危険な場所はどこ
なのかが画面を見ただけで判別できるようになった。
これにより，上限下限それぞれ 3段階ずつあった管理
基準値の 6つの数値を覚えておく必要がなくなった。
端末による表示精度の違いを検証したところ，LiDAR
機能を搭載した iPad Pro（第 5世代）およびHoloLens2
では表示位置のずれが少なく，監視業務を遂行可能で
あることを確認した。

iPad Pro は没入感に乏しく，奥行き感が把握しに
くいため，表示されている三次元モデルが躯体壁面の
奥にあるのか手前にあるのか，判別が困難である。し
かし，iPad Pro は複数人で一つの画面を共有でき，
共通認識を持ちながら会話できるため，監視員が複数
人いる場合のコミュニケーションツールとして有効で
ある。

5．おわりに

地盤改良の施工データと動態観測の計測データを，
リアルタイムにARやMRで可視化するシステムを
開発した。現場で試行を行い，現地位置に合わせて可
視化することで，空間把握能力の個人差を補完するだ
けでなく，情報伝達が円滑化することも確認できた。
また，監視業務がより確実に行えるため，公衆災害の
防止に役立つ。
現段階では可視化できる計測データは沈下計だけで
あるが，データをクラウドストレージサービス経由に
することで汎用性を持たせているため，様々な IoT

図─ 10　削孔モデルと造成モデルの表示

図─ 11　沈下計モデルの表示

写真─ 2　HoloLens2 を用いた試行状況

図─ 9　QRマーカの設置方法
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センサのデータを可視化していくことが可能である。
今後は，傾斜，地下水位，施工位置近くの井戸水の
pHなど，地盤改良の多様な影響を可視化し，適用現
場を増やしていきたいと考えている。
�

《参考文献》
	 1）	国土交通省，「ICT 施工の対象工種の拡大に向けた取組」，2023，
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/001631709.pdf（ 参 照 
2025-02-21）

	 2）	土木学会建設技術研究委員会建設技術体系化小委員会，「CIM，ICT
関連技術の体系化に関する調査報告書」，2020，https://committees.
jsce.or.jp/sekou05/node/42（参照 2025-02-21）

	 3）	平出亜，柿原芳彦「深層混合処理の施工に伴う周辺地盤変位のメカニ
ズムと変位予測についての考察」，応用地質技術年報，p19-p38，1997

	 4）	国土交通省，「建設工事公衆災害防止対策要綱　土木工事編」，国土交
通省告示第 496 号第 8 章第 54，2020，https://www.mlit.go.jp/tec/
content/001305480.pdf（参照 2025-02-21）

宮田　岩往（みやた　いわお）
㈱奥村組
ICT統括センター　イノベーション部　
AI・データ活用推進課

陳　庭松（ちん　ていしょう）
㈱奥村組
ICT統括センター　イノベーション部　
DX推進課

［筆者紹介］
大角　藤子（おおすみ　ふじこ）
㈱奥村組
ICT統括センター　イノベーション部　
DX推進課

建設機械施工5月号（2025年）.indb   65建設機械施工5月号（2025年）.indb   65 2025/05/13   13:39:172025/05/13   13:39:17



66 建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

1．はじめに

国土交通省の Project PLATEAU では，2020 年度
より 3D都市モデルの整備とユースケース開発を一体
に取り組んでいる。当初の 2020 年度には全国 31 都市
で 33 件のユースケース調査を行い，公共政策の領域
における考え方，課題・対応策を整理し，「3D都市モ
デルのユースケース開発マニュアル　第 1.0 版（公共
活用編）」として公開している。このマニュアルの中
では，「都市空間に関する情報の集約による行政事務
の効率化」と題して開発許可に関わる業務の効率化・
負担軽減についても検討されており，実証の成果とし
て以下が示されている。
・都市空間に関する様々な情報を集約し 3D都市モデ
ルと併せて可視化することで，ディベロッパーや建
設事業者等の民間事業者にとっても，より直感的に
都市構造や都市計画との整合性を分かりやすく把握
することが可能となる。

・開発初期の計画・相談段階での現地確認の省略によ
る負担軽減，都市空間情報の一覧的な把握による問
い合わせの減少などの行政事務の効率化に寄与する
ことが期待できる。
開発許可制度とは，新たに開発される市街地の環境

の保全，災害の防止，利便の増進を図るために設けら
れた都市計画法上の制度（国土交通省HPより引用）
であり，技術基準（都市計画法第 33 条）及び立地基
準（同第 34 条）に基づいて審査され，全国で年間 2
万件ほどの許可が行われている（2022 年度実績

19,746件）。Project PLATEAUでは，2022年度より「開
発許可のDX」をテーマとして具体的に開発許可申請
管理システムの開発と実証に取り組んでいる。本稿で
は，システムの概要と実証結果について紹介する。

2．空間情報を用いた開発許可の効率化

2022 年度に長野県茅野市役所の協力を得て「開発
許可のDX」についてシステム化の取り組みに着手し
た。開発許可手続きとしては，①事前相談，②事前協
議・公共施設管理者との同意（都市計画法第 32 条），
③許可申請，④工事，⑤完了・検査という流れで進め
られる（図─ 1）。
茅野市では都市計画法第 29 条の開発許可は年間 5
件ほどであるが，土地の相談は年間 1,200 件ほど，う
ち 500 件は農地に関する確認であり，個人からの問い
合わせも多いことが特徴である。
事前相談や土地の調査・相談において，相談者（事
業者）は対象の土地が所在する自治体を訪問する必要
がある。また，関係する担当課の窓口が多いため，相
談には時間と手間がかかる状況となっている。相談を
受ける自治体の担当職員は多数の相談対応を行ってお
り，特に窓口や電話での相談は他の業務と並行して突
発的に対応する必要があるため，自治体職員も負担が
大きくなっている。関係部門が多いことにより，主管
部門では開発許可に関する事前相談等手続きの全体状
況が把握しにくいという課題もある。これらの要因に
より，開発行為許可証の発行には，多くの場合数か月

空間情報を用いた開発許可手続き効率化に向けた取り組み
Project PLATEAU における 3D 都市モデルユースケース開発事業より

中　嶋　幸　宏・井　上　雄　太・平　松　　　遼

国土交通省 Project PLATEAUでは，3D都市モデルのユースケース開発の一環として，2022 年度より
開発許可のDXに取り組んでいる。都市計画法に基づく開発許可制度では審査項目は多岐にわたるため，
事業者は対象自治体の多くの担当課を訪問して相談・協議する必要があり，自治体の職員には多数の対応
が生じている等，双方に大きな負担となっている。本取り組みでは，都市の空間情報をシステムに統合し，
開発行為に必要な手続き等を一覧表示できる診断機能を開発した。また，事前相談から都市計画法第 29
条に基づく開発許可をオンラインで一元的に進める仕組みを構築し，効率化を目指した実証実験を行った。
キーワード：‌�都市計画法，開発許可制度，空間情報，Project PLATEAU，DX，GIS

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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程度の時間を要している。
開発許可手続きの相談や協議の過程で，都市計画情

報をはじめとして自治体が整備・保有する地図情報を
確認して判断する場面が多くみられる。Project 
PLATEAUでは，3Dを含めた地図情報の標準化及び
オープンデータ化を推進している。この取り組みに
よって利用できる地図情報が充実し，システム等の利
用環境が整うことで，特に「開発初期の計画・相談段
階」において「問い合わせの減少」による「行政事務
の効率化」を実現できれば，自治体職員は必要な協議・
審査に時間を割くことができるようになる。開発許可
手続き期間の短縮が期待でき，事業者も自治体を訪問
する負担を削減できる，好循環につながると考えられ
る。この仮説に基づき，「開発許可のDX」への取り
組みを進めている。

3．開発許可申請管理システムの開発

開発許可のDXとして，「開発許可申請管理システ
ム」（以下，本システムと呼称）を開発し，3D都市モ
デルに土地利用，都市計画，各種規制等の情報を統合
した。本システムの機能は，①概況診断，②オンライ

ン手続き，③コミュニケーション支援の 3点に分類さ
れる。それぞれについて概要を紹介し，実証結果につ
いて報告する。

（1）システムの機能
（a）概況診断機能
本システムの中核となる機能であり，指定した土地
について関係する規制情報と相談要否を診断するもの
である。本システムは町・字界及び地番図（自治体提
供のポリゴンデータ）を土地の選択基図として設定
し，利用者は町・字から地番を検索して選択するか，
地図上で直接土地（筆界）をクリックして選択するこ
とができる。土地の選択後，続いて開発物の内容や開
発行為等の条件（申請区分）を指定する。条件は，自
治体ごとに設定することが可能である（図─ 2）。
対象の土地を選択し，開発条件を指定すると，本シ
ステムは申請区分と各種規制情報の GIS データから
必要な規制情報を判定する。判定は，無条件に提示す
るもの，区分のみで提示するもの，位置（GIS データ）
のみで提示するもの，区分と位置の双方で提示するも
のがある（図─ 3）。さらに，位置による判定は以下
に示す 5つの手法を用意している。

図─ 1　開発許可手続きの例（概略）

図─ 2　土地の選択，区分の指定

建設機械施工5月号（2025年）.indb   67建設機械施工5月号（2025年）.indb   67 2025/05/13   13:39:192025/05/13   13:39:19



68 建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

・対象の土地と規制情報が重なる（一部を含む）
・対象の土地と規制情報が完全に重ならない
・対象の土地と規制情報から指定のバッファ分を拡張
した範囲が重なる（一部を含む）

・対象の土地と規制情報から指定のバッファ分を拡張
した範囲が完全に重ならない

・対象の土地の前面道路を判定し，道路幅員及び隣接
歩道の有無を判定する（3D 都市モデルの道路
LOD2 以上，道路台帳要素の搭載時）
バッファとは，GIS で定められる領域を指定の長さ

分，広げる機能である。この機能は 2つの利用目的が
あり，一つは規定に基づく判定をする場合（所定範囲
内に消火栓の有無を確認する等），もう一つはGISデー
タの位置精度が不足し，職員の目視判断でも一定の余
裕を持たせて判定させるための機能としている。
これらの設定に基づく判定結果は本システム上に表

示され，GIS を基にした判定項目についてはクリック
すると根拠となる GIS データが地図上に重畳表示さ
れる。また，概況診断の入力情報と判定結果について，
根拠データ地図のキャプチャ付き帳票としてExcelファ
イル形式でダウンロードすることができる（図─ 4）。
（b）オンライン手続き機能
オンライン手続き機能は，手続き数の多い事前相談

について，2022 ～ 2023 年度に長野県茅野市役所の協
力を得て開発した。その後，2024 年度は千葉県木更
津市役所の協力を得て，事前協議／都市計画法第 32
条協議，そして都市計画法第 29 条の開発許可まで手
続き可能とする機能を追加している（茅野市では長野
県への申請が必要）。
事前相談では概況診断を実施後，その結果に基づい
て申請者情報及び必要書類を添付してオンライン相談
を申請する。相談を受け付けると，本システムは申請
者へ受け付けた旨及び結果を確認する際のログイン情
報を，関係部門に対して申請受付通知を，メールで送
信する（図─ 5）。
自治体からの回答において，添付書類の修正・差替
えの依頼がある場合は，差替えて再申請ができる。再
申請が不要となれば，事前相談完了となる。
事前協議／都市計画法第 32 条協議以降の手続き
は，完了した事前相談の情報を引き継いだ状態で申請
することができる。主管部門は受付後に申請内容を確
認し，問題なければ関係部門へ回答の入力を依頼し，
それぞれで事業者との協議をシステム上で実施でき
る。システム上では，条項ごとに回答と合意状況が管
理され，全体が合意されると合意通知書及び 32条協議
書の様式をシステムから出力することができる（図─

図─ 4　判定結果の表示とExcel ファイル形式の帳票

図─ 3　申請区分とGIS データによる判定の仕組み
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6）。事前協議を完了すると，同様の操作で，事前協
議の情報を引き継いだ状態で開発許可申請を進めるこ
とができる。全ての開発許可手続きが完了すると，シ
ステムは開発行為許可通知書の出力，開発登録簿（頭
紙および土地利用計画図を関連付けた市民向け公開情
報）を出力することができる。
（c）コミュニケーション支援機能
オンライン手続きによる申請と回答だけでなく，個

別の条項の内容について細かな確認が必要となるケー
スがある。ここで窓口への訪問や電話に依存するとシ
ステム導入の効果が薄くなるため，この点をサポート
する機能である。オンライン手続き中の条項ごとに
チャット形式のインタフェースで担当課と質疑ができ
る。また，自治体担当者は申請時の添付ファイルに対
して指示する場面が想定されるが，図面のダウンロー
ド，印刷，スキャン，再添付することも効率的ではな
い。そこで，本システム内で添付ファイルを表示し，
直接図形や文字を書き込んで申請者へ提示することが
できる。

（2）実証結果
（a）窓口業務量への効果
実証実験ではシステム公開に伴う窓口業務量（件数）

を，茅野市・木更津市の協力を得てカウントいただい

た。2022 年度（茅野市），2024 年度（木更津市）のシ
ステム公開期間中の窓口対応件数を図─ 7，8に示す。
部門により異なるが減少傾向が見られる。自治体職員
の経験的には季節変動はないとのことだが，実際にシ
ステム導入による削減効果と言えるかは，期間も短く
慎重な判断が必要である。
また，2024 年度は窓口で対応した内容がシステム
による自動化に代替可能な内容であったかも記録いた
だいた。この件数に対し，各課の平均的な対応時間を
乗ずることで時間に換算した。自動化困難な時間・自
動化可能な時間の割合を整理した結果を，図─ 9に
示す。2024 年の茅野市は都市計画課及び環境課が業
務量計測に協力いただいたが，両課の業務内容がGIS
による情報提供と親和性が高く，また事前相談段階と
いうことで，大部分を代替可能との結果であった。木
更津市では事前相談・事前協議を対応する 16 部署に
協力いただき，事前協議を含む業務量計測を行ったと
ころ，30％程度を代替可能との結果であった。
（b）事前協議・開発許可続き期間への効果
2024 年度の木更津市における実証では，事業者の
協力を得て，本システムを用いて実際の開発許可申請
を行っていただき，事前協議及び開発許可の手続きに
要する期間を確認したところ，事前協議に 49 日，開
発許可に 21 日，全体で 70 日との結果を得た。システ
ムによる手続き期間の短縮効果を確認するため，申請
書類の正確さが同程度と仮定できる同じ事業者による
過去の同規模の申請 4件における手続き期間と比較し
た（表─ 1）ところ，事前協議段階では過去事例の平
均が 63.5 日であり，22.8% の日数削減を確認した。開
発許可段階では 4.5 日悪化の結果となったが，過去の
事例は平均 16.5 日に対して標準偏差が 7.9 日とばらつ
きが大きく，有意な結果とはなっていない。21 日の
手続き期間について，木更津市によると標準的に見込
まれる日数との見解であった。以上により，サンプル
数が少ないが，システム化による手続き期間の削減効

図─ 5　システムによる申請受付時の画面（左）と自治体職員による回答入力画面（右）

図─ 6　システムにおける事前協議の合意確認画面
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図─ 7　2022 年度実証実験における窓口業務量の変化（茅野市）

10月 11月 12月

図─ 8　2024 年度実証実験における窓口業務量の変化（木更津市）

図─ 9　窓口相談の対応時間とシステムによる自動化可能時間（左：茅野市，右：木更津市）

表─ 1　事前協議・開発許可手続き日数（開庁日）

申請
事前協議 開発許可

合計日数
申請日 通知日 開庁日数 申請日 通知日 開庁日数

今回申請 2024/11/11 2025/01/23 49 日 2025/02/06 2025/03/10 21 日 70 日
事例A 2023/07/25 2023/10/19 60 日 2023/10/19 2023/10/26   6 日 66 日
事例 B 2023/09/13 2023/11/29 52 日 2023/12/06 2024/01/21 28 日 80 日
事例 C 2023/11/07 2024/03/05 78 日 2024/03/05 2024/03/25 14 日 92 日
事例D 2023/11/28 2024/03/05 64 日 2024/03/05 2024/03/29 18 日 82 日
事例平均（X） 63.5 日 16.5 日 80 日
今回申請との差分（Y） 14.5 日 －4.5日 10 日
削減率（Y÷X） 22.8% －27.3% 12.5%
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果を期待できること，削減日数は 20％程度であるこ
とがわかった。
なお，電子化による利点の一つに，手続き中に発生

する書類の差替えを容易に行えることがあげられる。
今回は差替えの発生が比較的少ない手続きだったが，
差替えが多く発生するケースでは，より大きな効果を
期待できる。
（c）利用者への効果
事業者へのアンケート及びヒアリング調査を行った

ところ，80％超の利用者が利便性を感じたとの結果を
得られた。また，従来は 3時間程度かけていた土地調
査や手続きを 30 分程度で終えられる等，好意的な意
見が聞かれた。その他，GIS データのコンテンツ充実
を望む声が多く，さらに，申請機能だけでなく，3D
都市モデルの三次元情報を活かした日照や眺望のシ
ミュレーションなど，機能拡充の要望が聞かれた。
一方で，自治体としては GIS データを最新化させ

るための仕組みが必要であること，テキストによるコ
ミュニケーションの難しさや複雑な協議の場面ではシ
ステム運用の効果が出にくいとのコメントがあった。

4．おわりに

本システムについて，アンケート及びヒアリングで
は一定の効果を確認した。公開と定着，長期の運用に
おいては新しい試みであり，ノウハウを蓄積する必要
があるが，機能面でも継続して改善していくことが望
まれる。特に中核となる地図情報については，最新性・
信頼性の担保が重要であり，自治体で運用される統合
型 GIS 等との連携，電子化によるコンテンツの充実
が鍵となる。今後の一層の推進が期待される。
本開発及び実証にあたり，発注者の国土交通省都市

局，実証協力いただいた長野県茅野市，千葉県木更津

市には多くのご指導，ご支援をいただいた。深く感謝
申し上げる。
なお，実証内容の詳細は Project PLATEAUの「開
発許可のDX v3.0」ユースケース紹介ページ（https://
www.mlit.go.jp/plateau/use-case/uc24-11/），開発成
果 は Project PLATEAU の GitHub（https://github.
com/Project-PLATEAU）にて公開している。多くの
自治体に利用をいただき，本システム成果が更なる改
善・発展をしつつ，行政事務の効率化につながること
を期待する。
�
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1．はじめに

昨今のまちづくりにおいては，少子高齢化，脱炭素，
自然生態系，防災，移動交通，ウォーカブルな都市空
間再編など複雑化・複合化する社会や都市・地域の課
題と向き合い，地域の魅力や活力を高める取組みの重
要性が増している。UDCなど産官学民の多様なまち
づくりの担い手により，地域のビジョンや課題の共
有，具体的な施策や計画の立案，エリアマネジメント
の実践などの取組みが全国で推進されている。
また，国交省から公表された「まちづくりのデジタ

ル・トランスフォーメンション実現ビジョン」（2022
年 7 月）では，データを用いたシミュレーションや解
析技術を取り入れた最適な空間再編や地域づくりを進
める「都市空間DX」とエリアマネジメントへのデジ
タル技術の導入による高度化を図る「エリマネDX」
が重点取組みテーマとされ，スマートシティをはじめ
デジタル技術を活用したまちづくりの取組みも全国で
推進されている。
本稿では，各種都市データと地理情報システム

（GIS）により，地域の人やものの動きを可視化し，
防災，自然共生，省エネルギー，また効果的なエリア
マネジメントに資する分析を行い，ビジョン共有や合
意形成など，まちづくりの担い手による地域課題解決
に向けた活動を支援する，まちづくり計画支援サービ
ス「マチミル」（以下，まちづくり計画支援サービス）
の概要，分析システム，活用事例，今後の展望につい
て紹介する。

2．まちづくり計画支援サービスの概要

国土交通省が主導する全国の3D都市モデルの整備・
活用オープンデータ化プロジェクト PLATEAUをは
じめ，人口，経済産業，建物，インフラ，交通ネット
ワーク，気象，災害情報，その他各種調査データなど
の静的なデータから，スマートフォンやGPS，Wifi，
カメラから取得できる画像・映像データなど，リアル
タイム性のあるデータを含む動的なデータまで，オー
プンデータ化が進められている。まちづくり計画支援
サービスは，これら都市データを地理情報システム
（GIS）上で組み合せて分析，可視化することで交通
や防災，にぎわい，観光など，まちづくり計画の支援
につながる情報を提供する（図─ 1）。
分析にあたっては自社開発の独自システムを GIS
上で統合・運用することで，多面的な地域特性・課題
の分析を実現した。地域の魅力や課題を，「インクルー
シブ」「レジリエント」「サステナブル」の 3分野に分
けて評価している。それぞれの代表的な分析事例を紹
介すると，順に，歩きやすさや生活利便性の評価，災
害時の避難ルートの安全性や避難施設の収容人数の検
証，地域のみどりの連続性や生物多様性の評価などで
ある。都市データの適切な組み合わせと自社分析シス
テムの活用により，地域特有の魅力や課題に合わせた
最適な分析を行っている（表─ 1）。

まちづくり計画支援サービス「マチミル」
地理情報システムを用いた地域特性の分析・可視化

土　田　冴恵子

2022 年 7 月に国土交通省より「まちづくりのデジタル・トランスフォーメンション実現ビジョン」が
発表され，まちづくりに係る官民の主体が取得する多様なデータのオープン化や高度化が進められている。
また都市空間の最適な再構築や，都市活動の質向上につながる多様なデータに基づく予測，解析，検証が
求められている。本稿では，GIS を活用して様々な都市データにより地域分析を行い，地域の課題や特性
を可視化することにより，ビジョン共有や合意形成などまちづくりの担い手による地域課題解決に向けた
活動を支援する，まちづくり計画支援サービス「マチミル」について紹介する。
キーワード：‌�GIS，都市データ分析，都市再生，まちづくり，ウォーカブル，防災・減災，GX

特集＞＞＞　都市環境の向上，都市基盤整備
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3．分析システム

まちづくり計画支援サービスに統合・活用している
主な自社分析システムである，PAS と UE-Net® につ
いて以下に示す。

（1）PAS（パブリック・アセット・シミュレーター）
PAS（以下，公共施設・インフラ統合評価システム）

は道路ネットワークモデルを活用した公共施設・イン
フラ統合評価システムである。本システムは，建物用
途・延床データや特定施設データ等を道路ネットワー
クモデル上に統合し，国勢調査や国立社会保障・人口
問題研究所（社人研）による人口動態を考慮した上で，
特定の地点から目的地へのアクセス距離・所要時間の
評価や，道路上の交通量の評価を行う機能を備えてい

る。具体的には人口のダウンスケーリング，施設アク
セス距離・施設アクセス交通量・推計交通量といった
ネットワーク分析の計算を行うことが可能である。
人口のダウンスケーリングでは，建物の床面積を用
いた按分により，居住分布・施設分布を反映した詳細
なダウンスケーリングを行う。
施設アクセス距離分析は，対象施設から道路ネット
ワーク全体に対する距離圏を明らかにし，対象施設に
対する距離を指標とした住民・就業者などのアクセス
のしやすさを求める分析であり，道路ネットワーク
データと施設の位置情報データを使用して，全交差点
から対象とする施設までの最短経路を，ダイクストラ
法を用いて算出している。施設アクセス交通量分析で
は，人口データ，道路ネットワークデータ，施設の位
置情報データを使用して，対象施設までに通過する最
短経路上の各交差点人口を累積することで，交差点を
端点とした各道路リンクの交通量を算出する。
推計交通量分析は，施設アクセス交通量のような施
設を目的地として集中する交通量ではなく，例えば通
勤目的の交通量など，移動目的別の交通量の推計を可
能にする分析であり，四段階推計法（発生・集中交通
量予測，分布交通量予測，分担交通量予測，配分交通
量予測の 4ステップで交通量予測を行う手法）を用い
ている。これまで交通量調査が行われていない地域や
時期においても，簡易的に道路交通量を推計できるよ
うに，国勢調査等の入手が容易な統計情報を使用した
推計手法を構築した。

図─ 2は浦安市の緑の基本計画に掲載された，居
住地から最寄り避難所（公園）へのアクセス距離別の

表─ 1　まちづくり計画支援サービスにおける分析メニュー例

対象分野 分析メニュー

インクルーシブ

・地域のにぎわい（滞在人口・交通量）を評価
・歩きやすさ・回遊性を評価
・生活利便性（都市施設の充実度）を評価
・交通利便性（公共交通の充実度）を評価
・自然（水・みどり）の豊かさを評価

レジリエント

地震・津波・洪水・土砂災害等の各自然災害に対して
・避難ルートの安全性評価
・建物毎の被害可能性の評価
・被災人口の予測
・避難施設の安全性，キャパシティの評価

サステナブル

・地域のみどりの連続性・生物多様性を評価
・カーボンニュートラル実現可能性を判定
　（地域のエネルギー需給のバランスを予測）
・エネルギー自立度を判定
　�（災害時にも独立して電力を供給，事業継続が可能）

図─ 1　まちづくり計画支援サービスの全体像
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人口等を分析したものである。アクセス距離を分析・
地図上に可視化するとともに，ネットワークに割り
振った人口・推計人口データから，各施設・距離別の
人口を推計することが可能となる。
まちづくり計画支援サービスにおいては，GIS 上に

公共施設・インフラ統合評価システムの基本機能を実
装するとともに，さらなる追加機能の開発にも取り組
んだ。人口統計データに加えて，動的な人流データで
ある GPS データを公共施設・インフラ統合評価シス
テムの中で扱えるようにした。国勢調査等の人口統計
データは全国的に入手が容易である一方で，夜間人口
や就業人口などが主となり，「昼間に実際にその場所
に滞在している人数」のような実態の分析を行う際に
は不向きな場合もある。そこで民間企業が提供してい
るスマートフォン等から取得した GPS データを道路
ネットワークに結び付け公共施設・インフラ統合評価
システムと同様の分析を行うことで，今まで分析が難
しかった実態に即した分析が可能となった。図─ 3で
は各駅からの距離と GPS データを重ね合わせ江東区
内における各駅勢圏の昼間の滞在人口分布を可視化し
た。図─ 4では GPS による人流データを道路ネット
ワークに割り当てることで，各駅からの距離別に滞在
人口の構成を集計・分析した。

（2）UE-Net®（ユーイーネット）
UE-Net®（以下，都市生態系ネットワーク評価）は，

都市域の生物多様性に配慮した開発計画の立案を支援
するシミュレーションシステムである。具体的には，
衛星画像から取得した緑被データを用いて，草地や樹
林などの緑地の多様性，周辺の緑の連続性，林縁環境
や水辺の長さなどを GIS 上で分析し，環境指標生物

の生息適性の観点から現況および緑地整備後の生態系
ネットワークを評価・可視化するシステムである。

図─ 5右は都市生態系ネットワーク評価システム
を活用した新規緑地の整備の分析例である。新規緑地
と周辺緑地の生息適性のつながりを可視化することが
できる。まちづくり計画支援サービスでは，さらに上
述の公共施設・インフラ統合評価システムを活用する
ことで図─ 5左のように道路から緑地へのアクセス
性向上の効果も分析できるようにしている。複数の分
析システムを組み合わせることで，緑地計画案に関し
て，人のアクセス性や生態系など複数の観点から比較
検討が可能となる。

4．まちづくり計画支援サービスの活用事例

複雑化する社会や地域の課題と向き合い，地域の魅
力や活力を高める計画の立案やマネジメントを行って
いくためには，まちづくりの担い手である産・官・学・
民の多様な関係者が現状を共有し，まちづくりの方針
を定めるための議論を行うことが重要である。まちづ

図─ 2　最寄り避難所（公園）へのアクセス性評価
図─ 3　駅へのアクセス距離と滞在人口の集積状況

図─ 4　駅へのアクセス距離と滞在人口の集積数
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くり計画支援サービスでは，誰にでも分かりやすいビ
ジュアルで地域分析を提供することで，課題共有・議
論の支援を行っている。その事例の一つである社会実
験について下記に詳しく述べる。

（1） 交通防災まちづくりにおける社会実験「明日
の危機 －関東大震災 100 年－」

豊洲スマートシティ推進協議会 a）が 2019 年より東
京大学との社会連携講座で検討してきた臨海部の交通
防災まちづくりの成果をもとに，国土交通省関東地方
整備局や東京都，江東区，学識経験者や地域住民など
と連携し，2021 年度より社会実験を実施している。
2022 年「明日の危機 －首都直下地震編－」，2023 年「明
日の危機 －関東大震災 100 年－」の交通防災まちづ
くり展示において，社会実験参加者の現状認識共有と
産官学民の活発な議論のためまちづくり計画支援サー
ビスを提供した。地域の課題である城東・深川エリア
と臨海部エリアの防災面での連携に向けて，江東区内
の防災に関して，水害時の広域避難等の分析を行った
（写真─ 1，図─ 6）。
東京東部低地帯に位置する江東 5区は，隅田川，荒

川，江戸川などの大河川やその支川が多く流下する地
域であり，さらにその大部分が満潮位以下のゼロメー
トル地帯のため，水害に対して非常に脆弱な地勢にあ
る。そのため「江東 5区大規模水害広域避難計画」に
おいても基本的には被災範囲外への避難が示され，広
域避難勧告後は鉄道または徒歩による広域避難が推奨
されている。また，江東区では 2030 年半ば頃に東京
メトロ有楽町線豊洲駅から住吉駅に至る区間を地下鉄
8号線の延伸として整備する計画がある。
こういった背景の中，江東区の鉄道における広域避 難の可能性分析等の分析を実施した（図─ 7，8）。ハ

ザードマップと GPS 人流データを掛け合わせ，浸水
の可能性があるエリアに滞在する昼間の人口集積度を
分析しメッシュの高さで示した。また，各駅から直通

a）�豊洲地域にゆかりがある民間 13社で構成され，豊洲エリアにおいて先
進的技術と都市OSを活用したスマートシティサービス実証実験の実
施，実装を通じ，ミクストユース型未来都市の実現を目指す団体。

写真─ 1　明日の危機 －関東大震災 100年－展示の様子

図─ 6　明日の危機 －関東大震災 100年－展示パネル

図─ 5　緑地へのアクセス性・都市生態系ネットワークの向上効果分析 
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運転で浸水想定区域外へ広域避難できる経路数を路線
図から分析し，徒歩 15 分以下で到達可能な駅の避難
経路数の合計を色で表現した。避難する際，鉄道の乗
り換えは混雑で想定通りにはいかない可能性も考慮
し，江東区内から直通運転で浸水想定区域外へ避難す
る路線を分析対象とした。
分析の結果，江東区の西部（清澄白河・門前仲町周

辺など）においては，徒歩 15 分圏内にある駅から直
通で被災範囲外に避難できる経路数が多く，レジリエ
ンス性の高いエリアを把握することができた。また，
地下鉄 8号線の延伸により，滞在人口の集積が多い区
中央部の広域避難のしやすさが広範囲で上昇してお
り，延伸がレジリエンス性の向上に寄与することがわ
かった。
このように静的データに加え，動的データの活用，

解析技術の進展により，多様なデータの組み合わせに
よる様々な分析が可能になると共に，直観的で分かり
やすいビジュアル化を行うことができ，社会実験参加
者の理解の深度化と産官学民の議論の活発化を図るこ

とができた。

5．今後の展開

まちづくり計画支援サービス「マチミル」による地
域課題の解決支援を通じて目指す都市像の 1つとし
て，人間中心の都市空間の構築がある。居心地が良く
歩きたくなるまちなかの形成を見据え，自治体・地域
レベルの分析だけではなく，地区・街区レベルの分析・
シミュレーションにも着手している。
具体的には，歩行者空間への歩行者滞留状況の割当・
分析機能を付加する公共施設・インフラ統合システム
の機能拡張やアクティビティ型の交通行動モデルによ
る個人属性に応じた地区・街区レベルの回遊性のシ
ミュレーションシステムなど，新しい機能追加に向け
各種技術開発を行っている。
まちづくり計画支援サービスでは，これまでまちづ
くりを支援してきた技術やノウハウを活かしつつ，「分
析・シミュレーション」「計画・ビジョン策定」「マネ
ジメント・効果検証」を繰り返すことで支援内容の拡
充・深化の好循環を図る。これにより，新たな発想で
まちづくりに取組みながら，各地の自治体やUDCな
ど，多種多様なまちづくりの担い手と活発な議論を交
わし，まちづくりの可能性を探りながら，それぞれの
取組み・計画策定などをより効果的かつ継続的に支援
することを目指す。
�
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1.　はじめに

建設分野におけるロボット化は「無人化施工技術」
として発展し，今日さまざまな現場で活躍するに至っ
ている。単調・苦渋作業の代替などへの適用も盛んに
なりつつあるが，特に近年は地震，豪雨，噴火災害な
ど大規模災害の復旧や対策工事に数多く適用され，社
会インフラの再構築に無人化施工技術は大いに活用さ
れている。また，建設分野におけるロボット化のニー
ズは，単なる災害復旧時の危険作業からの安全確保の
みならず，災害対応の効果・効率を格段に高めること
が期待されている。さらに，社会インフラの老朽化の
進行と人口減少・少子高齢化に伴う労働人口の減少に
対応した社会インフラの維持管理の合理化（例えば，
ワンオペレーターでの複数台遠隔制御等）にも寄与す
るものと思われる。

大林組と日本電気は，2017 年度より，KDDI が総務
省から受託した委託業務「5G を利用した建設機械（以
下建機と略記）の遠隔操縦の実証実験」において，建
機の遠隔操縦の実証実験を 3 年間実施してきた 1），2）。
2019 年度は酒井重工業も加わり，遠隔操縦を実際の
道路造成のように施工図面に基づく工事（一般施工）
への適用を想定し，5G 通信による遠隔操縦を道路工
事のような実工事へ適用する事を想定した実証試験を
実施した 3）。2018 年度の実験結果では，5G 通信を用

古　屋　　　弘

5G は 2020 年 3 月より国内でサービスが開始されたが，大林組ではこれに先立ち総務省の「5G 実用化
実証検討業務」の一つとして，5G を建設分野で用いた効果の検証を 2017 年度から実施してきた。2018
年度までは主に災害復旧を想定したシステムを構築し，5G の高速，大容量を活かした遠隔操縦による重
機の運転において施工効率の向上などの確認を行い，2019 年度以降は一般の工事への適用を想定し，遠
隔操縦のみならず品質管理を行うレーザースキャナなども統合化した「統合施工管理システム」の実証も
行った。5G の大容量データ通信により，高品質な映像環境下での建設機械の遠隔操縦の航路塚を達成す
るとともに，3D スキャナによる転圧前の敷き均し高さの確認や転圧後の仕上がり高さ・平坦性の確認，
締固め品質管理等をリアルタイムに行えることを確認でき，5G を中心に据えたシステムの有効性を検証
することができた。
キーワード：5G，遠隔操縦，ICT，品質管理

5G による建設機械の遠隔施工

いた遠隔操縦は従来の Wi-Fi による遠隔操縦に比べ，
30% 程度の施工効率の改善が認められた。2020 年度
は官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）1）で
の試行業務に採択され，実現場の施工において 5G を
利用した建機の遠隔操縦の実証実験を実施した。ま
た，土木の現場を想定した場合，ローカル 5G を用い
て運用されることが考えられるため，以下報告する
ローカル 5G を用いた実証実験を実施した。実証実験
の大きな目的は，ローカル 5G を用いた複数重機連携
の遠隔操縦実証実験確立することにより，キャリア
5G でカバーできない山間部においても大容量の 5G
を用いることを可能とし，遠隔操縦の適用範囲拡大が
図れることを実証することにあった。

2．実証実験の概要

5G の実証実験は，2021 年 3 月に施工中の静岡県御
殿場市の調整池の施工現場にて実施した。実証実験は
幅 3.3 m×60 m の提体にコア材を運搬し敷き均し転圧
する一連の堤体造成工事であり，実験対象の施工機械
は以下の通りである。
①油圧ショベルでコア材を 4 回掘削し，キャリアダン

プに積込
②キャリアダンプはコア材を約 60 m 先（片道）の造

成箇所に運搬し，荷下ろしを行う
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③ブルドーザーは運搬されたコア材を 2 回から 3 回ほ
ど敷き均しを実施

④振動ローラーは幅 3.3 m×20 m での 6 回締固め作業
を行う
実験エリアでは 3D レーザースキャナにて実験開始

前に道路造成箇所を測量し，測量した結果をガイダン
スモニタにすぐに表示できるように設定した。また，
実験ケースとしては以下の 2 ケースを実施した。

A）�油圧ショベル（遠隔）キャリアダンプ（遠隔）
ブルドーザー（遠隔）振動ローラー（自動）

B）�油圧ショベル（超遠隔）キャリアダンプ（自律）
ブルドーザー（遠隔）振動ローラー（自動）

なお，重機側の遠隔操縦システムには開発した「サ
ロゲート」（以降本装置）4）を用いた。建機の改造が
不要で脱着可能であり，遠隔操作と搭乗操作の切り替
えを容易に行うことができるため，作業環境に応じて
使い分けすることができる。特に，実際の工事では遠
隔操縦だけでなく搭乗操作が必要な場合があり，迅速
かつ柔軟に遠隔操縦と搭乗操作が行えることも本装置
の利点である。図─ 1 にケース B の概略図を示す。

この実験に使用した機器構成を図─ 2 に示す。今
回の実証実験では，油圧ショベル，キャリアダンプ，
ブルドーザーの計 3 台の建機を，5G と 5 GHz 帯無線

（4.9 GHz 無線 LAN）を利用して汎用遠隔操縦装置と

図─ 1　試験盛土の規模と計測概要

図─ 2　機器構成
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電気信号制御装置による遠隔操縦を行った。5G の高
速大容量と低遅延を活用することで油圧ショベルは搭
乗操作と同様の操作性を実現させるとともに，5 GHz
帯無線を利用したキャリアダンプとブルドーザーの遠
隔操縦及び自動運転システムを搭載した振動ローラー
と連携させる。なお，遠隔操縦室は試験ヤードから約
500 m 離れた位置に設置した（写真─ 1）。また，実
証ヤードから約 300 km 離れた大阪枚方市の大林組西
日本ロボティクスセンター（以降 WRC）から油圧ショ
ベルの長距離遠隔操縦，キャリアダンプの音声操縦に
て搭乗操作と同様の操作性についての確認を行うとと
もに，一部自律運転も取り入れ実験を行った。

なお，現在の施工方法では測量や施工を順次行って
出来上がった工事物（出来形）に対して品質の確認を
行うのが一般である。しかし，5G を利用すれば，遠
隔操縦に測量や施工の結果を集約して，測量と施工を
同時に実施することが可能となり，作業のムラや無駄
な工数を削減することができる。今回は，2 台の 3D
レーザースキャナを用いて測量を行い，土砂量や造成
結果をリアルタイムに遠隔操縦管理室にて把握するこ
とによって，一般工事における測量と施工を同時に実
施することを再現した。また，αシステム 5）～ 7）・コ
ンパクションマイスター等の GNSS や加速度応答値
による転圧回数，換算乾燥密度，地盤反力係数等によ
る面的品質管理も試行した。

3．ローカル 5G 性能評価

今回紹介する検証において採用したローカル 5G
は，NSA（Non-Stand Alone）方式で構成されていた。
基地局制御装置及びコア装置は現場に仮設したプレハ
ブ内に設置し，プレハブ上にローカル 5G アンテナ及
び 5 GHz 帯無線アンテナを設置し，各重機との通信
を行った（図─ 2）。基地局と油圧ショベルの距離は
30 m として，油圧ショベルはその場で旋回する動作
とした。結果を纏めるにあたり，基地局に対する油圧
ショベルの向きを図─ 3 のように定義した。

試験内容として建機の遠隔動作を想定した試験を実
施した。具体的には構築したローカル 5G のエリア内
に在圏する 5G 端末の性能を確認するため，無線性能
試験を実施した。ローカル5G端末を設置する油圧ショ
ベルの遠隔操縦を見越して，油圧ショベル動作範囲に
おける静止時と旋回時のそれぞれについて無線品質評
価を行った。

構築したローカル 5G エリアの無線特性及び性能評
価の観点で，以下①～④の項目を測定した。
① SS 基準信号受信電力（SS-RSRP）：SS 基準信号受

信電力は基地局からの電波の受信レベルを評価する
基本的なパラメータである。5G 端末に接続した測
定用 PC を用いて，5G 端末が受信した SS-RSRP を
測定した。

②送信データ転送速度（UL スループット）：5G 端末
あたりの上りリンクスループットを評価した。本実
証においては 2K カメラ映像を伝送するために必要
なスループット値である 55 Mbps を達成すること
を 目 標 値 と し， カ メ ラ 映 像 は IP 伝 送 レ ー ト
10 Mbps のカメラを 3 台用いて伝送することを想定
した。さらに，コーデックにより 4 Mbps の IP ヘッ
ダが付与されることから，最低でも 42 Mbps 以上
の MAC スループットが必要となる。なお，コーデッ
クは映像信号を，主観映像品位を損なわず約 25 ～
250 分の 1 にデータ圧縮する最先端技術である一方

写真─ 1　実証実験配置図 図─ 3　基地局に対する油圧ショベルの向き
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で，その処理による原理上不可避な遅延が発生する。
そのため，伝送容量に応じた最適なコーデックを設
定し，遅延を抑制するとともに受信バッファを設けて，
映像の途切れが生じないよう配慮する必要がある。

③送信データのブロック単位での誤り率（UL BLER）：
無線品質の確認のため，上りリンクのブロック誤り
率を iPerf（回線の負荷試験を行うツール）で測定
する。

④遅延時間（上り）：遠隔操縦を行うにあたり，操縦
者が違和感なく操縦できるように車体前方を捉えた
カメラの映像が遠隔操縦のモニターに映し出される
までの End to End の遅延量を 200 ms に抑える必
要がある。ローカル 5G 通信区間での遅延量を測定
することで，遠隔制御への影響を定量的に確認する。
建機の遠隔動作を想定した試験においては，油圧
ショベル搭載の L2SW（Layer 2 Switch）と EPC

（Evolved Packet Core）間の遅延を測定する。油圧
ショベルの 2K カメラ伝送を行った試験において
は，油圧ショベル搭載に L2SW と，遠隔制御エリ
アにある VPN ルータ間の遅延を測定する。測定に
はEx Ping（GUIでpingを実行できるソフトウェア）
を用いた。
測定結果を表─ 1 に示す。SS-RSRP については 0

度の場合のみ－95 dBm を下回っている。これは，5G
端末を格納したプラスチック製ボックスの前にある
ボックスが遮蔽物となって受信レベルが低下したもの
と思われるが，全角度において 2K 映像伝送を行うに
は十分な受信レベルであることを確認した。静止状態
で計測した上りスループットは，0 度の測定結果が他
の角度に比較して 3 ～ 4 Mbps 程度低い結果となっ
た。旋回時においては時間平均を取ると 52 Mbps と
なるが，アームからの電波反射影響や，周辺設備の遮
蔽影響に起因して，36 ～ 63 Mbps と違いがあったも
のの，2K カメラ伝送を実現するには十分なスループッ
ト値を達成できている。上り BLER は，物理レイヤ
で計測した誤り率（最大 30% 程度）と比較して IP レ
イヤでの誤り率が抑えられている。これは，HARQ

（Hybrid ARQ） や RLC（Radio Link Control） レ イ
ヤの再送制御により誤り訂正された結果であるためで
ある。IP レイヤでの誤り率が 0% に近いため，映像
伝送でもパケット抜けが発生しにくく，映像乱れの発
生防止が期待できることが解った。遅延については，
試験サンプルの加算平均値で 30 ms 程度に抑えられ
ており，要求性能である End to End での遅延 200 ms
以内が他の遅延を加えても実現可能なレベルであるこ
とが検証された。

4．実証実験

今回の 5G システムを使った遠隔操縦システムの
End to End 遅延を以下の方法で計測した。まず，
1/100 秒まで測定できるスマートフォンのアプリケー
ションを利用し，2 台のスマートフォンの画面を，遠
隔操縦管理室にて時刻計測開始時に 1/400 のシャッ
タースピードで写真撮影を行い，その時間差を計測値
とした（写真─ 2）。

計測は 3 台の建機で 3 回ずつ行い，その平均値を遅
延とした。計測結果を表─ 2 に示す。今回の実験で

表─ 1　ローカル 5G検証結果

測定項目
測定結果

（試験中のデータを加算平均したもの）

SS 基準信号受信電力
（SS-RSRP）
設計基準：－90 dBm 程度

静止時

0 度：－96.4 dBm

90 度：－89.7 dBm

180 度：－86.8 dBm

270 度：－90.8 dBm

送信データ転送速度
（UL スループット）
設計基準：44 Mbps 以上

旋回時：52.9 Mbps

静止時

0 度：50.9 Mbps

90 度：55.0 Mbps

180 度：54.7 Mbps

270 度：53.9 Mbps

送信データのブロック単位
での誤り率

（UL BLER）
設計基準：10% 以下

旋回時：12%

静止時

0 度：7%

90 度：0%

180 度：0%

270 度：2%

遅延
設計基準：30 msec 以下

旋回時：35 ms

静止時

0 度：25.2 ms

90 度：27.5 ms

180 度：27.1 ms

270 度：22.4 ms 写真─ 2　遅延計測状況
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は遅延は 160 〜 190 ms となり，生産性の高い遠隔操
縦（＝映像の空間分解能の向上）を行うために必要な
約 50 Mbps のスループットに対して建機の遠隔操縦
が違和感なく操縦できる目標指標である 200 msec 以
下の結果を得た。

3D レーザースキャナは，地形や構造物の三次元デー
タを取得可能なノンプリズムの計測機器で，計測対象
箇所にレーザーを照射し，距離と角度情報を取得して
三次元座標を取得する。今回の実験では堤体盛土造成
箇所を対象にレーザーを照射し，転圧前と転圧後の三
次元座標を取得する計測を実施した。図─ 4 に計測
結果を示す。点群データを高さで色分けすることによ
り，転圧前の敷き均し高さの確認や転圧後の仕上がり

高さ・平坦性の確認が可能であると判断された。なお，
3D レーザースキャナは遠隔での指示や設定した間隔
での計測も可能となっており，敷き均しを行うブル
ドーザーのオペレーターが，3D レーザースキャナの
データを用いて，現在どの程度の高さ及び平坦性を
保っているかの確認も可能である。

堤体盛土の本体施工において，5G 技術を中心とし
た遠隔操縦を基幹とし，自動運転，マシンコントロー
ル，高性能スキャナの活用などをシステム化した「統
合施工管理システム」を実施し，円滑に施工を行うこ
とができた。また，静岡県御殿場市から 300 km 離れ
た大阪府枚方市からの油圧ショベルの超遠隔や音声操
作によるキャリアダンプの自律運転もトラブルもなく
実施でき，新たな遠隔操縦技術の実証を行うことがで
きた。

5．実験で検証された課題

5G 通信は現在いろいろな場所で当たり前に利用さ
れているが，建設分野で上記のような活用を考えた場
合，以下のような課題もある。
①リアルタイムモニタリングや今回のような遠隔操縦

では，現地からのデータをアップロードする際の容
量確保が重要となる。例えば現在の LTE では DL
の利用率が高いため，DL：UL 比は 4：1 程度となっ
ている。今後，ガードバンドを設ける等キャリア
5G との干渉対応により独自に DL：UL 比の設定が
可能となれば，5G のミリ波利用でなくても上り通
信のさらなる大容量化が可能となる。現在は法律に
より，DL：UL 比の設定変更は不可であるが，上記
変更が可能となる法整備が望まれる。

②現段階ではローカル 5G に与えられた帯域は狭く，
また申請に時間を要する等，ローカル 5G を円滑に
運用する環境を整備する必要がある。

③ダム建設現場など山間部や過疎地域での作業が多い
建設分野では，商業 5G は整備されていないため，
ローカル 5G の利用も視野に入るが，この場合のシ
ステム（基地局と移動局）の迅速な環境整備（ロー
カル 5G 用のハードウエアを含む）が重要であると
ともに，整備にかかる費用についても低価格への移
行が必要である。

④ 5G 通信による遠隔操縦では 5G の特性である大容
量によりコーデックの圧縮率の低減が可能となり，
低遅延が実現可能となる。しかし，ミリ波（28 GHz
帯）は指向性が強いため，重機側に正対装置が必要
となる。また，基地局の位置関係から，各重機の作図─ 4　3Dレーザースキャナによる計測結果

表─ 2　遅延測定結果

建機
計測値

平均値
（ms）

ビット
レート

（Mbps）基準時差① 計測値② ②－①（ms）

油圧
ショベル
（5G）

00"04

00"14 00"10

160 1000"23 00"19

00"24 00"20

キャリア
ダンプ

（5 GHz）

00"23 00"19

190 1000"23 00"19

00"22 00"18

ブルドーザー
（5 GHz）

00"22 00"18

190 1000"23 00"19

00"25 00"21
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業配置によって輻輳作業となり，通信が不安定化す
る可能性がある。これらの課題を解決する技術の開
発が望まれる。

6．おわりに

今回の報告では，図─ 1 に示したように 5G と
5 GHz 帯無線を利用して汎用遠隔操縦装置と電気信号
制御装置での 3 台の建機（油圧ショベル，クローラキャ
リア，ブルドーザー）の遠隔操縦と 1 台の建機（振動
ローラ）の自動運転により堤体盛土（コア材）を施工
する実験結果とその考察を紹介した。5Gの大容量デー
タ通信により，建機の遠隔操縦が違和感なく操縦でき
る目標指標である遅延 200 msec 以下の結果を得るこ
とができた。また，通信品質の劣化が発生しないよう
にコーデックの受信バッファの値を調整することによ
り，映像の途切れはほぼ発生せず，遠隔操縦に大きな
支障は生じないことも証明した。この結果は，ローカ
ル 5G を用いた建機の遠隔操縦による本体堤体盛土造
成を実証し，一般施工へのローカル 5G 適用の可能性
を示すものである。

国土交通省は人工知能（AI）搭載の建設機械によ
る自動施工，5G（第 5 世代通信規格）を活用した無
人化施工の実現に向け，基準類の整備や実用化の推進
を行うとしており，2024 年から「i-Construction 2.0」
を策定し推進している。ここでは「施工のオートメー
ション化」，「データ連携のオートメーション化」，「施
工管理のオートメーション化」を 3 本の柱が謳われて
おり，これまでの ICT 施工に加え自動／自律化が推
進されることとなっている。これらの要素技術の開発
は急ピッチに進みつつあるが，その根幹には通信技術

があり，これらの融合が重要であることも今回解っ
た。我々施工者は，これらの施策に協力しながらさら
なる無人化施工等に向けた技術開発を実施していく予
定である。

�
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高校時代は物理が得意で，数学の成績もそこそこ
だったので必然的に受験するなら工学部だろうと思っ
てました。

将来どういう職業に就きたいというものが無かった
ため，工学部の中でも偏差値が高い学科に行けば選択
肢も多くなるだろうという考えで電気工学科を選択し
ました。

大学に入ると自分のことはさておいて，悪い先輩や
同輩が多くて勉強はせず，電気工学は得意であった物
理とは接点はあるもののほとんどが違う世界で，研究
室が決まる 3 年生の終り頃には電気は向いていないの
だろうなと思うようになっていました。

就職活動が始まるとそれなりの成績でもなかったの
で電気メーカー以外に目を向けておりました。

現在とは違い企業から送られてくる求人票を 1 枚 1
枚めくりながら探す状況でして，情報が非常に少なく
決めあぐねていました。そんな中，就職担当だった研
究室の先生のもとへ建設会社に行かれた先輩がリク
ルーターとして訪ねてこられたらしく，ゼミの後に「電
気メーカー以外だったら先輩のいる建設会社はどう
だ」と言われて受験しました。

そして 1984 年（23 歳）に現在の親会社である建設
会社に電気職として入社しました。

最初にシーケンス制御などの基礎の勉強を行った後
に工事用仮設電気設備について勉強し，10 月には先
輩が設計された工事の電気設備担当として現場に行き
ました。

入社して半年の新入社員に「一人で現場に行ってま
とめてこい」という話で，全くフォローもありません
でしたから，今考えるとひどい話かと思います。その
現場では計画時よりも負荷設備が増えて受電容量が足
りなくなりそうで苦労しましたが，対応について変圧
器メーカーなどとやり取りをするうちに，ちょっと専
門的になりますが，大学で習った絶縁材料の耐熱特性
などの知識が仕事に直結することが分かり，ちょっと
電気工学に興味を持ち始めていました。

1985 年（24 歳）には会社からそれほど遠くない都
市トンネルの工事に従事することになりました。その
頃，社内で電気工事士の実技試験の支援（勉強会）が

行われていたことや，工具や資材が揃っている現場で
空き時間に練習することも可能だったので，良い機会
だと思い受験し合格しました。

その後，1987 年（26 歳）に高圧電気工事技術者を
取り，電気に関して自信を持ち始めた頃に先輩から「ど
うせならば第三種電気主任技術者を受験してみたらど
うか」と勧められ，参考書を頂いたこともあり，勉強
を始めました。

現在は 4 科目を 3 年間で合格すればいいのですが，
当時は 6 科目を一発合格する必要がありました。また，
それまでの試験は過去問題を繰り返し行うことで対応
できていましたが，さすがに第三種電気主任技術者は
そういうわけにもいかず，応用問題に対応できるよう
に基本となるところを理解する必要がありました。

そこで実家に置いてあった大学の教科書とノートを
全て取り寄せて見返すことにしました。学生時代は，
黒板に書かれたものを単純にノートに書き写していた
だけでしたが，このノートが要点を突いており非常に
役立ったことと，このように学生時代に勉強を行って
いれば違う人生だったかもしれないなと思ったことを
覚えています。

8 ヶ月の猛勉強の末，1989 年（28 歳）に第三種電気
主任技術者を取得し，その後，1 級電気施工管理技士
や 1 級土木施工管理技士，消防設備士甲種 4 類など建
設会社の電気職としてとりあえずいろんなことに対応
できる資格を取得しました。

その頃は，現在で言う ICT 系で，施工を支援する
ためにいろんな計測器を建設機械などに取付け，その
データ（信号）をパソコンで収集・処理し表示するプ
ログラムまで作り現場に導入する仕事を行っており，
電気の知識は活かせるのですが，持っている資格とは
ちょっと違うことを行っていました。

そんな中，数少ないトンネル経験者で，しかも第三
種電気主任技術者の資格を持っているとのことで
1996 年（35 歳）に関西地方のトンネルの現場に行っ
て欲しいという話がありました。やり掛けの仕事が
あったことやちょうど家を購入したばかりで非常に悩
みましたが懇願されて結局行くことになりました。

その現場は，JV（ジョイントベンチャー）の 2 番

仕事と資格
今　村　一　紀
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─いまむら　かずき　東亜鉄工㈱　取締役　安全環境品質部長─

手なので苦労もしましたが，発注者は電気技術者がメ
インで，また，主要土木工事 JV の主任技術者の中で
一番若かったこともあり，非常にかわいがってもらい，
また評価もして頂きました。

この工事を終えて戻ったらナローマルチビーム測深
器（NMB）による水深測量の創生期にあって，東北
地方のダム湖において日本で初の NMB による全面測
量を 2 年連続で行いました。それを見ていた部長から

「NMB 測量を子会社の商売にしたい」と言われて
2002 年（41 歳）に子会社に出向することになりました。

子会社では NMB 測量を中心にこまごましたシステ
ムの開発・導入などで全国飛び回り，非常に忙しくし
ていたのですが，その当時の電気職の部下が「測量業
務を行っているのであれば，これを機会に測量士補を
受験したい」と協力会社の若手と一緒に受験申し込み
をしていると聞いて非常に驚いたことを覚えています。

私としては，建設会社の電気職として必要とされる
資格は取得したという燃え尽きた感があり，出張も多
く，また年齢的なものもあってこれ以上勉強をする気
はなかったのですが，部下が資格を持っていて上司が
持っていないのも格好が悪いし，測量を商売にするの
であれば測量士補ぐらいは持っていた方が良いという
周りのアドバイスもあり，受験することにしました。
ところが勉強を始めた頃に，学生の時に測量士補を取
られた協力会社の女性の方から「今更測量士補を受け
るんですか～」なんて言われて，「なにがなんでも測
量士まで取ってやる」と奮起し，2 年後の 2006 年（45
歳）に測量士を取得しました。

一緒に測量を行っている協力会社の方からは「専門
外の方が測量士をとるなんて洒落になんないですよ～」
なんて言われながら，測量士として仕事を行うことは
ありませんでしたが，自信になったことは確かです。

その後，親会社に戻り，海の建設機械である特殊作

業船の電気設備の設計や建造監督，とある僻地の電気
設備の復旧などを担当し，2013 年（52 歳）に機械と
電気の技術者を束ねる部長になりました。

昔は，個人の都合など関係なく，キャリアプランな
どもあまり考えてもらっていないように“あっちに行
け，こっちに行け”という感じでしたが，たまたま資
格を取得するきっかけとなる工事に就けて，また資格
を持っていることにより，良い仕事が回ってきて非常
に恵まれていたなと思っています。

昨年（63 歳）4 月に役職を退任し，卒業まであと 1 年
半となった 10 月に今度は子会社の安全と環境，品質
を見て欲しいという話がありました。

担当してくれる方がなかなか見つからないという話
は以前から聞いてはいましたが，電気の安全に関して
は，それなりに知識はあるものの，それ以外はほとん
ど無く，品質や環境については関与する程度でしたの
で「なんで私に？」と思うと同時に「やっていけるも
のか？」と思いました。

その時，かつて分野が違う子会社の社長になられた
高校の先輩が「この歳で声を掛けて頂くことは非常に
ありがたいことで，二つ返事で了承した」とおっしゃっ
ていたのを思い出し，協会の委員などをやらせていた
だいて調整を要したので“二つ返事”とはいきません
でしたが，お話を頂いた 1 週間後に返事をさせてもら
いました。

着任して 4 ヶ月はジャンルが違いすぎてあれやこれ
やとありましたが，現在は業務に多少慣れ，余裕が出
てきて「ん～，ここでまた知識を深めるために資格取
得に向けて勉強をするのか～？いや，しなければなら
ないのか～？」と思い始めているところですが，「で
もな～」という気持ちが今はまだ大きい状態です。
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皆さんにもそれぞれ長く続けている趣味があると思
いますが，私のそれは将棋です。子供の頃に始めてか
ら今まで，いろいろな場所と方法で楽しんできました。
そんな私と将棋の関わりについて書かせて頂きます。

私が子供の頃は身近に将棋の駒があって，「回り将
棋」や「やま崩し」などで遊んでいました。指し将棋
を覚えたのは少し遅く，小学校高学年ころでした。

遊びの一つだった将棋に本格的にのめり込んだのは
中学生の時です。将棋友達に誘われて地元の小さな大
会の初級クラスに出場したところ思いがけず準優勝。
嬉しかった半面，一緒に参加した友達が優勝した悔し
さから，もっと強くなりたいと思ってからでした。

それまでは将棋の勉強などしてこなかったのです
が，隣町の本屋に行って初級向けの本を買い，（私の
住んでいた田舎町には本屋がなかった）難解な内容に
四苦八苦しながらも読みふけりました。後で分かった
のは，その本は初級者に全く優しくない本で，もう少
し良い本に最初に出会えていたら，もっと上達してい
たかもしれません。

こうしてライバルに勝ったり負けたりしながら，ま
すます好きになりました。それが高校生になると部活
や勉強が忙しくなって将棋を指せる機会が減ってしま
い，指したいという気持ちだけが強くなって悶々とし
ていました。

思う存分将棋が指せるようになったのは大学生に
なってから。入学してすぐに，将棋部を探して即入部。
私が入部した岩手大学将棋部は前年にできたばかりの
同好会扱いでしたが，部員は皆，私より強くて初めは
負けてばかりでした。それでも，いつでも指せること
がうれしくて，誰よりも早く行って，盤や駒を用意し
て他の部員が来るのを待っていたものでした。

話はそれますが，私は大学 4 年間を学生寮で過ごし
ました。昭和の学生寮で，今では絶滅したような伝統
やしきたりで大変なことも多かったのですが，将棋を
通じて親しくなった先輩には，いろいろ良くしていた
だきました。

大学将棋で最も重要な大会が春と秋に行われる地区

学生将棋大会です。中でも各校が力を入れていたのが
団体戦。6 ～ 10 校が参加して，1 チーム 7 名でリーグ
戦を戦うもので，優勝校は全国大会に出場できました。
当時，東北地区では東北大，東北学院大，弘前大の 3
強が代わる代わる優勝していて，3 強に割って入るの
が我が校の目標でした。

団体戦は長机を挟んで両校が向かい合って対局し
て，対局が終わった順に席を立っていきます。チーム
の勝敗を左右する対局者の周りには両校の対局を終え
たメンバーが集まって固唾を飲んで見守っていて，勝
敗が決まった瞬間に「お～」とか「あ～あ」とか歓声
と溜息が入り混じるのが団体戦って感じで好きでした。

大会のもう一つの楽しみは，参加校の多くが期間中，
同じ場所で寝泊まりすること。地元の東北大学の学生
寮の広間を借りて雑魚寝するのが恒例で，寝転がりな
がら他校の選手と雑談をしたり，対局したりと交流で
きました。ここで仲良くなった山形大学とは合同合宿
として一緒に旅行に行ったのも良い思い出です。

肝心の大会の成績は，最初の 3 年間は下位から抜け
出せませんでしたが，4 年次の春に初めて上位校 2 校
を破り，最後の大会の秋は優勝校と 1 勝差の 3 位にな
りました。優勝の夢は約 20 年後の後輩が達成してく
れました。

将棋には町道場での楽しみもあります。道場という
と，煙モクモクでオジサンばかりをイメージすると思
いますが，実際は禁煙席があり女性や子供もいました。
色々な方がいるので，初めて指す方は皆強そうに見え
て緊張感をもって指すことができます。

私が初めて道場に通ったのは大学時代，盛岡の道場
でした。そこでは月 1 回，月例会という大会がありま
した。千円の参加料で 5 回戦の変則リーグ戦を戦い，
全勝すると扇子などの将棋グッズ，3 勝でも映画観賞
券などがもらえました。勝つごとに次の相手は強くな
るため，たまに 4 連勝できても最後は県代表級のラス
ボスに敗れてばかりでした。それでも 3 勝で貰える映
画券はありがたく，映画は頂いた券だけで見ていまし
た。賞品は早い者勝ちだったので終局が遅くなると，
人気の映画券などは品切れで，残っていた成人映画の

長く楽しんできた将棋のこと
熊　谷　政　行
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券を仕方がないと言いながら頂いて帰って，しっかり
観賞していました。

卒業前の最後の月例会でも 4 連勝の後 5 戦目に負け
てしまったのですが，席主さんから卒業祝いとして扇子
を頂きました。この時の扇子は今でも大切に持っていま
す。席主さんには大変お世話になりました（写真─ 1）。

その後も，旭川，札幌，東京，網走，稚内など転勤
の度に様々な道場に行きました。

道場では各種団体が主催する大会が開かれることが
あり，中には全国大会の地区予選を兼ねているものも
あります。社会人になってからは，こんな大会が目標
でした。

地域の猛者が集まる大会では，勝ち上がるのは大変
で，1，2 回戦での敗退が多かったのですが，稀にゾー
ンに入ったように勝てることがあって，全道将棋選手
権の旭川地区代表になれたことと，網走の支部名人戦
で優勝したことが私のちょっとした自慢です。

それぞれの道場や大会を通じて知り合った方々の活
躍を新聞やネット記事で見かけると今でも嬉しくなり
ます。

子供が出来て道場に出かけることが難しくなってき
た頃に始めたのがネット将棋でした。私が始めた頃は，
インターネットはまだ普及しておらず，パソコン通信
と言われる電話回線を使うものでした。接続している
時間分電話代がかかるため，最初は月に数万円の請求
が届いてしまい，妻からは怪しい事に使っているので
はと疑われたりしました。通信環境も悪くて，対局途
中で頻繁に接続が切れ，とても集中して指せる環境で
はありませんでした。

その後，インターネット時代になると回線が安定し，
料金も格段に安くなって安心して対局できるようにな
りました。利用していた将棋サイトの会員数もあっと

いう間に数万人に増えて，家にいながら全国の人とい
つでも指せるという，今では当たり前ながら当時とし
ては夢のような環境ができました。

ネット将棋の対局や交流サイトを通じてネット上の
将棋仲間も増え，棋譜をホームページで公開し合った
り，仲間内の大会を開いたり，仲間同士でチームを組
んで団体戦に参加したりと，リアルとは違う新しい楽
しみもできました。

長く続けている将棋ですが，還暦を過ぎた今では，
衰えを自覚するようになりました。長時間対局する気
力体力，定跡を憶える記憶力，先を正確に読む力，全
てが年々衰えているのが分かります。あるプロ棋士は，
強さのピークは 30 代と語っていましたが，30 代の私と
今の私と比べると 2 段分は力が落ちていると感じます。

とは言え，もう楽しめないかというとそうではなく
て，今も頑張っているのが詰将棋です。初めは読みの
トレーニングで始めたものでしたが，難問を解けた時
の爽快感から詰将棋自体を楽しむようになりました。
いつでも，どこでもできる詰将棋は脳の老化防止にも
最適で，詰将棋専門誌を定期購読して毎月解答を送っ
ています（写真─ 2，3）。年間の解答ポイントに応じ

写真─1　大学卒業時に道場の席主から頂いた扇子と部員の寄せ書きの扇子

写真─ 2　40年解き続けてボロボロになった詰将棋本

写真─ 3　毎月解答している詰将棋専門誌
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─くまがい　まさゆき　野田建設工業㈱　取締役副社長─

て段級位の認定を受けることができ，数年前に詰将棋
二段の認定を頂きました（写真─ 4）。次の三段の壁
は高いですが，目標にして解答を続けています。

最近は藤井七冠の活躍もあって，いろいろなメディ
アで将棋が取り上げられるようになりました。ネット

配信も増えて対局を見て楽しむ機会が格段に増えまし
た。これまで特に推しの棋士はいなかったのですが，
昨年，小山怜央さんが棋士編入試験を経て岩手県初の
プロ棋士になりました。また，今年は札幌出身の齋藤
優希さんが，年齢制限が迫るなか奨励会三段リーグを
抜群の成績で勝ち抜けて今春のプロ入りを決めまし
た。齋藤さんは小学生の頃に私の娘と机を並べた縁も
あって，小さい頃からその活躍も苦労も見てきたので
本当に嬉しかったです。彼らの今後の活躍は楽しみで，
これからも注目して追いかけていきたいと思います。

このように将棋をその時，その場所で，色々なやり
方で楽しんできました。その時々で，将棋を通じて多
くの方と知り合うことができたのも大きな財産です。
これからさらに年を重ねても，緩く長く楽しんでいき
たいと思っています。

写真─ 4　詰将棋二段の認定状
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㈱日立建機ティエラ 滋賀工場見学会 報告
機械部会　路盤・舗装機械技術委員会

1．はじめに

JCMA機械部会 路盤・舗装機械技術委員会では，
これまで委員会会員の知識深耕を図るべく定期的に工
場の見学会を実施している（2021 年度はコロナ禍で
中止。2023 年度は三和エナジー㈱様の新狭山バイオ
プラントを見学）。今回は㈱日立建機ティエラ様協力
のもと滋賀県甲賀市にある滋賀工場に総勢 23 名で見
学させていただいた。

2．㈱日立建機ティエラ　滋賀工場

同工場は甲賀忍者やNHK連続テレビ小説「スカー
レット」の舞台として知られる滋賀県南端の甲賀市に
位置し，「製品を届けるだけでなく価値を届ける」を
モットーにコンパクト油圧ショベル（19 種）やコン
パクトホイールローダ（5種），累計 40 万台の生産拠

点を担っている。ちなみに「ティエラ」とはスペイン
語で「大地，地球」を意味し，工場拠点のロケーショ
ンを見るとまさに名にふさわしい一体感を感じとるこ
とができる。

3．工場見学

事務所内で会社概要，工場について説明を案内いた
だいた後に工場内へと向かった。場内入口には安全教
育を目的とした「安全教室」（写真─ 3）が設置され
ており，同工場では座学，実技，テストを受講し，実
現場を経験した後，更に 6ヶ月後までにフォローして
いくシステムを構築している。ここでは新人を対象と
した教育だけでなく，ランクアップ等の人材育成や作
業ラインの変更等で生じる安全の周知徹底にも活用さ
れている。ライン設備と人が介在する職場だからこそ
重要な位置づけとしている環境であり，生産性向上を
叫ばれている昨今ではあるが，まさに「安全に勝る効
率は無し」である。外国人労働者のために多言語にも
対応しているのも印象的であった。
整然とした工場内へ入場してまず抱いた感想として
は「見える化」の徹底であった。作業員はモニター越
しに表示される生産目標や進捗状況を確認し，同時に
都度更新されていく作業指示をタイムリーに把握し共
有することができる（ほか，モニター上には分析結果
や朝礼の安全周知項目などの表示があり作業に貢
献）。作業員各々が本日やるべきことを現在やるべき

写真─ 1　集合写真（工場入口にて）

写真─ 2　滋賀工場全景（日立建機ティエラHPより） 写真─ 3　安全教室での講習風景
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ことに落とし込み，現在の作業を明確にすることで目
標を達成していこうといった活気がみなぎっていた。
本システム導入は，生産性向上やコロナ禍当時の環境
下での作業ミス撲滅，また外国人労働者の受け入れに
よるコミュニケーション不足を改善する等の目的とし
て採用されたとのことで工場内ラインにおける重要な
役割を担っていた。
工場のライン配置は同一機種，同一工程を基本とし

ており，これは機種，作業の混在による作業員の混乱
を防止する狙いがあるとのこと。シンプルな配置で
あったが，日頃の自身の仕事作業でも活かせそうなノ
ウハウがあり目から鱗が落ちる思いだった。
ラインの最終地点では，各工程毎に配置している検

査員によって合格した機械の再々チェックを行うブー
スがあり，これを通過したものが最終的に「検査済み
完成機」として市場に出回ることとなる。私の素人目
に「チェックだらけで随分と慎重過ぎる作業工程だな」
とついつい感じてしまったが，私達の手元に届く高品
質の当機械を想像すれば，「なるほどなぁ」と確かに
腑に落ちるものがあった（反省…）。

同工場はAI，IoT を活用したスマートファクトリー
を目指しており，様々なロボットやシステムが稼働し
ていた。人的な判断や作業も重要視している一方，属
人的に頼るだけでは限界があるとの考えで工場ライン
の流れがスムーズに進行していくように様々な部分で
工夫を凝らしていた。特に印象的だったのが前述した
モニター上の作業指示にAI，IoT を導入し，生産性
を向上させるためだけでなく作業者の労力軽減や品質
向上へつなげている点であった。一方でボルト付けや
溶接等では多数のロボットを導入し生産工程をアシス
トしていた。人的作業，作業システムの導入，AGV
（Automatic Guided Vehicle：無人搬送車）やロボッ
トの活用など，様々な工程が混在する工場内での作業
を適材適所に配置することで，安全かつ効率的な環境
を構築していることに大きな感心を抱いた。

また，同工場は実労働の部分だけではない，より良
い職場環境にも重要視しており，その一環として
2018 年に女性目線で改装したオシャレなカフェテリ
アを工場内に併設し，生産性向上と日々戦っている社
員の憩いの場として職場環境向上に努めている。
一方，場内作業をしているフォークリフトや荷積み

トラックなどの走行車両の速度制限を厳守徹底してお
り，単に安全面だけでなく工場外に隣接している住民
に対し，エンジンふかし過ぎによる排気ガスや騒音を

最小限に留めていくといった配慮も欠かしていない。
まさに日立建機ティエラ（ティエラ＝大地，地球）の
社名の通り，社員だけでなく地域に対しても，その土
地に根付いた素晴らしい会社としての誇りを感じた次
第である。

4．見学所感

質疑応答では，参加者からは塗装基準やトルク管理
など多くの質問が出され，舗装機械に携わる当委員会
員ならではの関心の高さを感じ，また，各質問事項に
ついて，日立建機ティエラ様の丁寧な回答をいただき
知識を深めることができた。
限られた時間の中での見学会であったが，普段我々
の手元に届く機械がこのような工程のなか，厳格な品
質管理をされ出荷されていることを実感し大変有意義
な時間を過ごすことができた。

写真─ 4　事務所内での質疑応答

5．おわりに

最後に今回の見学会受け入れに快諾いただき，当日
の準備，進行，説明に至るまで協力いただきました…
㈱日立建機ティエラ様に対し，心より感謝申し上げます。

［筆者紹介］
藤井　敬三（ふじい　けいぞう）
西尾レントオール㈱　
インフラ営業推進部　道路営業課　
課長

（一社）日本建設機械施工協会　
機械部会　路盤・舗装機械技術委員会　
委員
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オリエンタル白石㈱ つくば機材センター見学会 報告
機械部会　基礎工事用機械技術委員会

1．はじめに

JCMA機械部会基礎工事用機械技術委員会では，
年間行事として現場見学，工場見学を実施している。
令和 7年 2 月 12 日（水）にオリエンタル白石㈱つく
ば機材センターにて見学会を実施した。参加者は事務
局を含め 17 社 25 名にて訪問したので，その内容につ
いて報告する。

2．つくば機材センター

（1）概要
つくば機材センターは科学技術の拠点として知られ

る茨城県つくば市に 2020 年 5月に新設された同社の先
進的な研究施設である。つくばエクスプレスの研究学
園駅に近接しており，筑波山や霞ヶ浦といった自然豊
かな環境に囲まれて開設されている。このセンターは，
同社が所有する3つの機材センターの 1つであり主に
ニューマチックケーソン工法の技術開発や機械の整
備，教育等を行っている。今回はニューマチックケーソ
ン工法と上記施設に併設の研修施設について紹介する。

（2）ニューマチックケーソン工法
ニューマチックケーソン工法（Pneumatic caisson 
method）の pneumatic は空気の caisson は函（はこ）
を意味し，日本では「潜函」工法とも呼ばれている。

この工法は，地下構造物の建設において使用される
工法の1つである。地上で鉄筋コンクリート製の函（躯
体）を構築し，躯体下部に作業室を設け，ここに地下
水圧に見合った圧縮空気を送り込むことで地下水の侵
入を防ぎ，ドライな環境で地盤を直視しつつ掘削がで
きるため，あらゆる地盤（粘土，シルト，砂，砂礫，
玉石，大玉石混じり砂礫，軟岩，硬岩）への対応が可
能であり，様々な基礎工事に適している。作業室内で
地山を掘削・排土し，躯体を沈下させることで，橋梁
や建造物の基礎として，また，下水ポンプ場，地下調
整池，シールドトンネルの立坑，地下鉄や道路トンネ
ルの本体構造物として幅広く活用されている。
ニューマチックケーソン工法の優位性は下記が挙げ
られる。
①耐震性に優れる
②高品質な躯体を構築できる
③あらゆる地盤に対応できる
④地下水，周辺地盤への影響が小さい
⑤狭隘地での施工が可能
⑥工期が短い
⑦気候変動適応性が高い

（3）研修施設
当研修施設は，実際に現場で使用される現場環境を
模しており，各機械の操作を含めた一連の施工訓練を
実際のスケールで行うことができる（写真─ 2）。

写真─ 1　工法説明 写真─ 2　研修施設全景
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また，高圧下という特殊環境下での作業室内におい
て機材の組立・解体，施工を無人化すべく当施設で開
発が行われている（写真─ 3）。具体的な例として，
掘削用ケーソンショベルの組立・解体であり従来は
ショベルの各パーツをボルト接合していたものを，油
圧による着脱機構により人が介在しない組立・解体作
業が可能となった。遠隔操作での掘削作業も可能と
なっており，現在は LiDARでリアルタイムに測量を
行い，AI を用いた自動掘削の開発も行われていた。
これら無人化施工の実演およびケーソンショベルの遠
隔操作の体験ができた（写真─ 4）。

（4）工場
この工法では，ケーソン刃口金物をはじめマテリア

ルロック，マンロック，ケーソンショベル，圧力調整
装置，他複数の機械で構成されており，全国の現場で
使用される機械が当工場で製作，整備されていた（写
真─ 5，6）。

3．所感

今日，建設業において既存工法の技術革新が求めら
れている。オリエンタル白石のニューマチックケーソ
ン工法における無人化施工技術は，その最先端の取り
組みであった。
高気圧下で危険性が高い現場環境の中，これらの新

写真─ 3　研修施設内部

写真─ 4　遠隔操作体験 写真─ 5　整備工場

写真─ 6　緊急用再圧室（ホスピタルロック）
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規設備の開発，改良を通して施工における安全性の向
上が大きく期待されると感じた。また，当施設では教
育環境が非常に整備されており，担い手不足の解消に
も大きく寄与することで，未来の建設業界において新
たな可能性を切り開くことが期待されるものであった。

謝　辞
今回の施設説明，案内をしていただきましたオリエ
ンタル白石㈱つくば機材センターの皆様には，当委員
会見学を快くお受けいただきましたこと心より感謝し
御礼申し上げます。

［筆者紹介］
広瀬　壮兵　（ひろせ　そうへい）
東洋建設㈱
土木事業本部　機械部

（一社）日本建設機械施工協会　
機械部会　基礎工事用機械技術委員会
委員

写真─ 7　集合写真

建設機械施工5月号（2025年）.indb   92建設機械施工5月号（2025年）.indb   92 2025/05/13   13:39:362025/05/13   13:39:36



93

新工法紹介　機関誌編集委員会

建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

11-129
マニピュレータ型
現場溶接ロボット

（鉄骨柱の全自動溶接）
鹿島建設

▶ 概　　　要

柱 1本の溶接を全自動化することで溶接技能者を溶接場所か

ら解放し，他業務との並行作業や多数のロボットの並行運用が

可能となり，熟練溶接工不足の対応に貢献できる。

当ロボットは，小型軽量のマニピュレータを使用し，柱周囲

に設置したレール上で移動と溶接，スラグ除去を繰り返して柱

全周を全自動で溶接する。マニピュレータに搭載したセンサで

接合部（開先形状）を計測して溶接条件を生成するため，鉄骨

建て方のバラツキを考慮した現場溶接を実現している。

ノズルクリーンやスラグ除去などの付帯作業もすべて自動化

しているため，溶接技能者は溶接場所から離れることができ，

複数日溶接に掛かる大型柱でもロボット設置撤去の 2名 0.5 日

のみで溶接が可能である。さらに昼休みや夜間もロボットに溶

接させれば工期短縮にもつながる。

▶ 特　　　徴

①溶接ロボットシステム

レール上を小型マニピュレータが移動，柱全周を 8ブロック

に分けて溶接と移動を繰り返して，柱 1本の多層盛り溶接を全

自動で行う。マニピュレータを使用することで角部での複雑な

トーチ姿勢の動作によって 4面ボックス柱角部の連続溶接が可

能になり，手作業がなくなって全自動化を図れる。レールはア

ルミ製で 1ピース約 10 kg。ボルトを締めこむだけで組立精度

を確保できるようにして盛替え時間を短縮している。

②自動溶接制御システム

工場溶接と異なり現場溶接では鉄骨製作誤差，鉄骨の目違い

や傾きなどによって開先形状が一定ではない。各々の開先形状

に合わせてパスや溶接条件を最適化することで，建築現場での

全自動溶接を実現している。マニピュレータに設置した開先セ

ンサで開先の形状を取得し，積層数，パス数および狙い位置な

どのパス計画と，溶接電流，電圧，溶接速度等を自動生成する。

複数区間に分割して溶接条件を生成してテーパーギャップなど

にも対応している。

③スラグ除去システム

多層盛り溶接では欠陥を防ぐために各層ごとにスラグを除去

する必要があり，スラグ除去システムを開発したことで溶接作

業の全自動化に至った。ツールチェンジャで溶接トーチとスラ

グ除去ツールを持ち替え，マニピュレータでスラグを自動除去

する。マニピュレータの可搬質量が小さいため，タガネの振動

衝撃を吸収しながら常にタガネを溶接ビードに接触させる機構

をもつ。

④ユニット養生・移設運搬設備

溶接欠陥で補修が発生したりロボット移設に時間が掛かった

りしないよう付帯設備も同時に開発している。テント式のユ

ニット養生はロボットの安全柵やインターロック機能に加え

て，雨，風をシャットアウトして安定した品質での自動溶接を

可能としている。また移設も短時間でできる。ロボットの設置・

撤去についてもレールとロボットを一体で移設する台車やデッ

キプレート上も台車で移動できる台車を開発した。

▶ 用　　　途

・建設現場ほか構造物の鉄骨工事（柱溶接）

・サイト工場における鉄骨組立

▶ 実　　　績

・2020 年から現在までに 4現場に適用

・4面ボックス柱，コラム柱

▶ 問 合 せ 先

鹿島建設　機械部

〒 107-8477　東京都港区元赤坂 1-3-8 KT ビル

TEL：03-6735-2600

写真─ 1　マニピュレータ型現場溶接ロボット 写真─ 2　ロボット溶接状況
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▶〈02〉掘削機械

24-〈02〉-04
住友建機
油圧ショベル
 SH75X-7 木造家屋解体仕様機

ʼ24.4 発売
新機種

木造 2階建ての家屋解体に使用される 7.5 t クラスの後方超小旋
回型油圧ショベルである。
後方超小旋回機 SH75X-7 をベースマシンとしたこの木造家屋解

体仕様機は，油圧ショベルに 2ピースブームを装着し，エンドアタッ
チメントにフォークや大割機を装着することで，上屋解体から整地，
基礎解体など幅広い作業に対応することが可能となっている。そし
て，前後ともはみ出し量の少ないラウンドフォルムにより，狭所や
障害物の多い現場でも高い作業性を発揮することができる。
また，オプションのクレーン仕様を選択することで吊り作業も可

能となり，より高い作業性が得られるほか，キャブのフロントガラ
スには平行リンクワイパを採用し，払拭範囲が大幅に拡大すること
によって解体作業での上方視界，および足元のガラ作業での下方視
界を確保することが可能となっている。
また，労働安全衛生規則に対応した作業範囲警報装置により，設

定された作業範囲を超えるとブザーと警告灯でオペレータに注意喚
起し安全・安心な作業をサポートする。

問合せ先：住友建機販売　営業企画部
〒 141-6025　東京都品川区大崎 2-1-1
TEL：050-9001-6446

表─ 1　SH75X-7 木造家屋解体仕様機の主な仕様

運転質量（kg） 8,590
定格出力（kW（PS）/min-1） 50.7/2,000
走行速度　高速 /低速（km/h） 5.1/3.2
登坂能力（%（°）） 70（35）
旋回速度（min-1） 10.4
後端旋回半径（mm） 1,350
全長（mm） 6,550
全幅（mm） 2,320
全高（mm） 2,890
価格（税抜）（千円） 18,922

写真─ 1　住友建機　SH75X-7 木造家屋解体仕様機　油圧ショベル

24-〈02〉-06
コマツ
電動ミニショベル
 PC01E-2

ʼ24.8 発売
新機種

新型の電動ミニショベルである。
持ち運び可能な交換式バッテリを採用しているため，バッテリを
交換することで連続運転も可能である。また充電は，専用充電器を
介して家庭用の 100 V 電源で充電出来る。
バッテリ駆動のため，エンジンによる排出ガスの発生がなく，ま
た排熱や騒音も少ないため，屋内やビニールハウスなどの閉塞空間
でも快適な作業が可能である。
さらに車幅が 580 mmと非常にコンパクトなので，人間の肩幅程
度の幅であれば侵入が出来る。また機械質量が 330 kg なので軽ト
ラックでの輸送も可能である。

表─ 2　PC01E-2 の主な仕様

機械質量（kg） 330
標準バケット容量（m3） 0.006
モータ出力（kW（PS）/min－1） 2.1（2.9）/3,000
全長（輸送時）（mm） 2,170
全幅（mm） 580
全高（輸送時）（mm） 1,060
最大掘削深さ（mm） 1,010
最大掘削半径（mm） 2,000
最大掘削高さ（mm） 1,850
価格（百万円）
（工場裸渡し消費税抜き）

2.4
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写真─ 2　コマツ　PC01E-2　電動ミニショベル

▶〈05〉クレーン，インクラインおよびウインチ

24-〈05〉-03
タダノ
オールテレーンクレーン
 AC 7.450-1

ʼ24.9 発売
新機種

最大クレーン性能 450 t の 7 軸オールテレーンクレーンであり，
欧州排ガス規制EU Stage Ⅴ対応エンジンを搭載する。
79.9 m のロングブームを採用。ブーム長さが 60 ～ 70 m の従来

機ではジブの装着が必要であった高揚程領域にブームのみで到達で
き，組立時間の削減などを可能にした。併せて，ブーム背面に装着
することで撓みを抑制する SSL（Sideways Super Lift）を装備。
装着時の吊上性能は約 1.3 倍に向上する。
また，固定ジブ，油圧チルトジブ，ラフィングジブの 3仕様を設

定し，多様なクレーン作業条件に対応。全て SSL との併用が可能
である。
カウンタウエイトは最大重量を 150 t へ増加させながら，後端旋

回半径を従来機と同等の 5.6 m とした。併せて，搭載位置を後方に
移動するアダプタを装着することで安定性能が向上する。
公道走行姿勢は旋回体付の走行スタイルとし，組立・搬送準備に

表─ 3　AC 7.450-1 オールテレーンクレーンの主な仕様

最大吊り上げ能力（SSL 付を含む）
　ブーム（㎏×m） 172,500×6.0
　フィックスジブ（㎏×m） 64,800×12.0
　ラフィングジブ（㎏×m） 62,100×13.0
最大作業半径（SSL 付を含む）
　ブーム（㎏×m） 4,200×74.0
　フィックスジブ（㎏×m） 2,000×86.0
　ラフィングジブ（㎏×m） 2,100×100.0
アウトリガ
　最大張出幅（m） 8.45
　中間張出幅（m） 4.02，5.49，6.98
　最小張出幅（m） 2.70
公道走行状態寸法
　全長×全幅×全高（m） 15.99×3.00×3.99
公道走行状態
　車両総重量（㎏） 45,100
走行性能
　エンジン定格出力（kW/min－1） 460/1,600
　最高速度（km/h） 85
価格（税別）（百万円） 740

問合せ先：㈱タダノ
〒 761-0185　香川県高松市新田町甲 34 番地

写真─ 3　タダノ　AC 7.450-1　オールテレーンクレーン

要する時間を短縮した。併せて，構造物の軽量化やシングルエンジ
ン方式の採用により，基本通行条件 Cに適合した。シングルエン
ジン方式はメンテナンスの負担も低減する。
過負荷防止装置 IC-1 はディスプレイ上での直感的な操作や，故
障時の自己診断機能でオペレータをサポートする。併せて，旋回方
向に応じて吊上性能を最大化する IC-1 Plus 機能を搭載した。

問合せ先：�コマツ　商品企画本部　商品企画室　機種グループ� …
担当部長　高木厚司

〒 105-8316　東京都港区海岸 1-2-20　汐留ビルディング
TEL：070-1254-6256
E-mail：atsushi_takagi@global.komatsu
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1．はじめに

令和 7 年度国土交通省公共事業関係予算については，東日本大震

災や令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規模自然災害からの復

旧・復興や災害に屈しない強靱な国土づくりのための防災・減災，

国土強靱化の強力な推進，脱炭素社会の実現に向けたグリーントラ

ンスフォーメーション（GX）の推進，国土交通分野のデジタルト

ランスフォーメーション（DX）や技術開発等の推進，持続可能な

観光立国の実現，民間投資やビジネス機会の拡大，多様な世帯が安

心して暮らせる住宅セーフティネット機能の強化などの課題に対

し，令和 6 年度補正予算と合わせて切れ目なく取り組みを進めるた

め「国民の安全・安心の確保」，「持続的な経済成長の実現」，「個性

をいかした地域づくりと分散型国づくり」を 3 本柱として計上して

いる。また，働き方改革等に向けた取り組みとして「物流の革新や

持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進」，「担い手の

確保・育成や生産性向上による持続可能な建設業の実現」，「運輸業，

不動産鑑定業，造船・海運業，宿泊・観光業等における人材確保・

育成」が盛り込まれている。以下に概要を紹介する。

2．令和 7 年度予算の基本方針

（基本的な考え方）
我が国は，長年続いてきたデフレから完全に脱却するチャンスを

迎えており，物価上昇が賃金上昇を上回る現状の日本経済を成長型

の新たなステージへ移行させ，豊かさと幸せを実感できる持続可能

な経済社会を実現していく必要がある。このためには，能登半島地

震を始めとする自然災害からの復旧・復興に全力を尽くすとともに，

今回の地震等を踏まえた災害対応力の強化，防災・減災，国土強靭

化の着実な推進，交通の安全・安心の確保，海上保安能力の強化等

により，国民の生命・財産・暮らしを守り抜く必要がある。また，

持続的な経済成長に向けて，成長分野への投資を持続的に拡大し，

観光立国に向けた取組の推進，賃上げにつながる人への投資，生産

性の向上に寄与する戦略的な社会資本整備，DX・GX の推進に加え，

地方創生 2.0 に資する地域活性化の推進，「交通空白」の解消等に

向けた地域交通のリ・デザインの全面展開等に取り組む必要がある。

これらの施策を実現するため，令和 7 年度予算では，

・国民の安全・安心の確保

・持続的な経済成長の実現

・個性をいかした地域づくりと分散型国づくり

を柱に，次々頁の主要課題をはじめとして，令和 6 年度補正予算と

合わせて切れ目なく取組を進め，施策効果の早期発現を目指す。そ

の際，国土強靭化については，「5 か年加速化対策」の着実な推進

　　令和 7 年度　公共事業関係予算　　

とともに，継続的・安定的に切れ目なくこれまで以上に必要な事業

が着実に進められるよう，令和 6 年能登半島地震等の経験も踏まえ

つつ，「国土強靭化実施中期計画」策定に係る検討を最大限加速化し，

早急に策定する。

（公共事業の適確な推進）
社会資本整備は未来への投資であり，ストック効果の最大化に取

り組む必要がある。既存施設の計画的な維持管理・更新・利活用を

図りながら，上記の 3 本柱の実現に資する波及効果の大きなプロ

ジェクトを戦略的かつ計画的に展開することが不可欠であり，中長

期的な見通しの下，必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的

な確保を図る。その際，近年の資材価格の高騰の影響等を考慮しな

がら労務費も含め適切な価格転嫁が進むよう促した上で，今後も必

要な事業量を確保する。

また，公共事業の効率的かつ円滑な実施・順調な執行のため，第

三次・担い手 3 法等も踏まえ，施工時期等の平準化や適正価格・工

期での契約，国庫債務負担行為の積極的な活用，地域企業の活用に

配慮した適正規模での発注等を推進するとともに，新技術の導入や

i-Construction 2.0 の推進，災害に備えた防災体制の拡充・強化に

も取り組む。あわせて，建設資材価格の変動への対応，建設産業に

おける賃上げ等の処遇改善や働き方改革の推進，外国人技能労働者

の受入・育成等に取り組む。

3．令和 7 年度国土交通省関係予算（国費）

事業毎の予算を表─ 1 に示す。

建設機械施工5月号（2025年）.indb   96建設機械施工5月号（2025年）.indb   96 2025/05/13   13:39:372025/05/13   13:39:37



97建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

（単位：百万円）

事　項
国　費

備　考令和 7 年度
（A）

対前年度倍率
（A/B）

前年度
（B）

治 山 治 水 892,209 1.01 884,407 1．�本表は，内閣府計上の沖縄振興予算のうち，国土交
通省関係分を含み，国土交通省計上の北海道開発予
算，離島振興予算，奄美群島振興開発予算等のうち，
他省庁関係分を含まない国土交通省関係予算の総括
表である。

2．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分を除き , 国土
交通省計上の他省庁関係分等を加えた国土交通省所
管の予算額は，6 兆 719 億円である。

3．�推進費等の内訳は， 
　防災・減災対策等強化事業推進費� 13,886 百万円 
　官民連携基盤整備推進調査費� 331 百万円 
　北海道特定特別総合開発事業推進費� 4,325 百万円 
　社会資本整備円滑化地籍整備事業費� 1,900 百万円 
である。

4．�行政経費には，一般会計から自動車安全特別会計へ
の繰戻し 6,500 百万円を含む。

5．�前年度予算額は，令和 7 年度との比較対象のため組
み替えて掲記してある。

6．�本表のほか，
　 �　委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費
� 49,475 百万円
　 �　�国土交通省所管の政府情報システムのデジタル庁

一括計上分� 33,014 百万円
　 �　東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）
� 61,426 百万円
　 �がある。

7．�公共工事等の実施時期の平準化等を図るため，2 か年
以上の国債（国庫債務負担行為）784,362 百万円及び
ゼロ国債 169,715 百万円を設定している。

8．�防災・減災，国土強靱化のための 5 か年加速化対策
に基づく事業等について計画的かつ円滑な事業執行
を図るため，事業加速円滑化国債 196,253 百万円を設
定している。

9．�計数は，それぞれ四捨五入しているため，端数にお
いて合計とは一致しない場合がある。

治 水 859,986 1.01 852,184

海 岸 32,223 1.00 32,223

道 路 整 備 1,672,077 1.00 1,671,492

港 湾 空 港 鉄 道 等 413,580 1.02 403,734

港 湾 245,603 1.00 244,903

空 港 39,614 1.28 30,925

都 市・ 幹 線 鉄 道 22,822 1.00 22,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船舶交通安全基盤 25,169 1.02 24,712

住 宅 都 市 環 境 整 備 730,158 1.00 730,304

住 宅 対 策 156,060 1.00 156,106

都 市 環 境 整 備 574,098 1.00 574,198

市 街 地 整 備 102,416 1.00 102,516

道 路 環 境 整 備 446,808 1.00 446,808

都 市 水 環 境 整 備 24,874 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 170,807 1.18 145,161

上 下 水 道 138,375 1.23 112,775

上 下 水 道 6,409 2.07 3,100

水 道 20,269 1.18 17,133

下 水 道 111,697 1.21 92,542

国 営 公 園 等 32,432 1.00 32,386

社 会 資 本 総 合 整 備 1,334,365 0.97 1,377,105

社会資本整備総合交付金 487,410 0.96 506,453

防 災・ 安 全 交 付 金 846,955 0.97 870,652

小 計 5,213,196 1.00 5,212,203

推 進 費 等 20,442 1.03 19,942

一 般 公 共 事 業 計 5,233,638 1.00 5,232,145

災 害 復 旧 等 41,642 0.72 57,949

公 共 事 業 関 係 計 5,275,280 1.00 5,290,094

そ の 他 施 設 58,443 1.03 56,947

行 政 経 費 619,039 1.02 606,632

合 計 5,952,762 1.00 5,953,673

表─ 1　令和 7年度国土交通省関係予算国費総括表
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4．予算の概要

4.1　国民の安全・安心の確保
（1） 東日本大震災や令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規

模自然災害からの復旧・復興
（a）東日本大震災からの復興・再生………………………［614 億円］

� （注）復興庁一括計上

「第 2 期復興・創生期間」における東日本大震災の被災地の住ま

いの再建や復興まちづくりを着実に推進するとともに，インフラの

整備や被災者の暮らしを支える被災地の地域公共交通，福島県の震

災復興に資する観光関連事業等に対する支援を引き続き実施する。

・原子力災害被災地域における道路整備への支援

・福島県における復興の象徴となる国営追悼・祈念施設の整備の

推進

・福島県における住まいの再建や復興まちづくりの進捗に応じた

地域公共交通に対する支援

・福島県の震災復興に資する観光関連事業等に対する支援

・「住まいの復興工程表」等に基づく災害公営住宅等の家賃の減

額に対する支援

（b）�令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規模自然災害から

の復旧・復興

令和 6 年能登半島地震や近年相次ぐ豪雨，台風等の大規模自然災

害からの復旧・復興に向けて，道路，河川，砂防，港湾，空港，水

道，下水道，公園，鉄道等のインフラの整備や被災地の住宅再建・

宅地の復旧等に対する支援を着実に推進する。特に，能登半島地震

等の被災地については，公共施設の災害復旧，和倉港の復旧，災害

公営住宅の整備，復興に向けた観光再生支援等に取り組む。

（2） 災害に屈しない強靱な国土づくりのための防災・減災，国
土強靱化の強力な推進

（a）令和 6 年能登半島地震等を踏まえた防災・減災対策

令和 6 年能登半島地震等の教訓を踏まえ，令和 6 年度補正予算で

確保した「緊急防災枠」も活用しながら，「事前防災」の観点で，

上下水道一体の耐震化などインフラの地震対策を進め，国民の生命

と財産を守る防災インフラの充実・強化を計画的・戦略的に推進す

るとともに，災害リスクを踏まえた事前防災型のまちづくりを推進

することで，被害を未然に防止・軽減する。

（b）気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域

治水」の加速化・深化……………………［6,360 億円（1.02）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,846 億円。合計 9,205 億円（1.48）

気候変動による水災害リスクの増大に備えるために，流域治水関

連法も踏まえた「流域治水」の考え方に基づき，堤防整備，ダム建

設・再生などの対策をより一層加速するとともに，自助・共助・公

助の観点に立って，国・都道府県・市町村，企業・住民など流域の

あらゆる関係者で水災害対策を強力に推進する。また，気候変動に

よる集中豪雨の増加や火山噴火等により激甚化・頻発化する土砂災

害に対して，ハード・ソフト一体となった総合的な対策を実施し，

地域全体の安全性向上を強力に推進する。

（c）南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震対策等の推進………………［2,032 億円（1.04）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,279 億円。合計 3,311 億円（1.69）

切迫する南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震などの大規模地震に備え，想定される被害特性に

合わせた実効性のある対策を総合的に推進する。

（d）密集市街地対策や住宅・建築物の耐震化の強化

	 …………………………………………………［185 億円（2.44）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 4 億円。合計 189 億円（2.49）

大規模地震や大規模火災の発生時における人的・経済的被害の軽

減を図るため，密集市街地の改善，住宅・建築物の耐震化や防火対

策等を推進する。

（e）災害対応能力の強化に向けた線状降水帯，火山噴火等に関す

る防災情報等の高度化の推進………………［197 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 577 億円。合計 774 億円（4.19）

非接触・リモート型の新技術の活用や共有体制の構築により，線

状降水帯，地震，火山噴火等に関する防災気象情報や災害発生状況

などの防災情報の適確な把握・提供を図り，行政や住民の災害対応

能力を強化する。

（f）地震，豪雨，豪雪等災害時における物流・人流の確保

	 ………………………………………………［4,103 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,494 億円。合計 6,597 億円（1.61）

災害発生時であっても輸送ルートが確保されるよう，啓開体制を

構築するとともに，地震，豪雨，豪雪等を想定した防災対策を推進

する。

（g）盛土の安全確保対策の推進… ……………［8,470 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 3,506 億円の内数。合計 11,975

億円の内数。

令和 5 年 5 月に施行された盛土規制法に基づき，都道府県等が実

施する規制区域指定のための調査等の取組や盛土の安全性把握調

査，対策工事等に対する支援措置を通じて，盛土の安全確保対策を

推進する。

（h）TEC-FORCE 等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化

	 …………………………………………………［45 億円（1.21）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 255 億円。合計 300 億円（8.04）

南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震等の大規模広域災害時にも被災自治体のニーズに対応でき

るよう，迅速な情報収集体制の強化，高度な専門性を有する多様な

主体との連携等による自治体支援のための TEC-FORCE 等に係る

機能強化，資機材等を活用したインフラ機能の暫定的な確保による

被災者支援，陸海空が連携した啓開体制，物資輸送の確保など，発

災後に被害の影響を軽減するための応急対応について，災害対応力

を拡充・強化する。また，過酷な環境で活動する TEC-FORCE 隊

員の活動環境改善を図る。
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（3）インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナ
ンスの実現…………………………………［7,889 億円（1.03）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,560 億円。合計 9,448 億円（1.23）

インフラが持つ機能を将来にわたって適切に発揮できるよう，国

土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく取組や，広域

的・戦略的なインフラマネジメントの取組など，インフラ老朽化対

策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現に向けた取組を

推進する。

（4）地域における総合的な防災・減災対策，老朽化対策等に対
する集中的支援（防災・安全交付金）… …［8,470 億円（0.97）］

※上記の他，令和6年度補正予算3,506億円。合計11,975億円（1.38）

激甚化・頻発化する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に対す

る防災・減災対策，予防保全に向けた老朽化対策など，地方公共団

体等の取組を集中的に支援する。

（5）交通の安全・安心の確保
（a）羽田空港での航空機衝突事故等を踏まえた運輸分野の総合的

な安全対策の推進……………………………［111 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 80 億円。合計 190 億円（1.80）

公共交通等における安全・安心の確保を図る取組を推進する。

（b）通学路等の交通安全対策の推進… ………［2,501 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 202 億円。合計 2,702 億円（1.08）

交通安全確保のため，通学路対策，生活道路対策や踏切対策，無

電柱化等の道路交通安全環境の整備等を推進する。

（6）海上保安能力の強化等… …………………［2,775 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 908 億円。合計 3,684 億円（1.42）

厳しさを増す我が国周辺海域の情勢等に対応するため，「海上保

安能力強化に関する方針」に基づき，海上保安業務の遂行に必要な

能力を強化するとともに，国民の安全・安心を守る業務基盤の充実

を図る。

（7） 国民保護・総合的な防衛体制の強化等に資する公共インフ
ラ整備

令和 4 年 12 月に閣議決定された国家安全保障戦略等に基づく国

民保護・総合的な防衛体制の強化等に資する公共インフラ整備に取

り組む。

4.2　持続的な経済成長の実現
（1） ストック効果を重視した社会資本整備の戦略的かつ計画的

な推進
我が国の経済を支える人流・物流ネットワークや，企業立地・設

備投資を誘発するインフラなど，国内投資の拡大，生産性の向上等

に資する社会資本を戦略的かつ計画的に整備する。

（a）効率的な物流ネットワークの早期整備・活用

	 ………………………………………………［3,676 億円（1.02）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 621 億円。合計 4,297 億円（1.19）

大都市圏環状道路等の整備やピンポイント渋滞対策等を併せて推

進し，交通渋滞の緩和等による迅速・円滑で競争力の高い物流ネッ

トワークの実現を図る。

（b）地方都市のイノベーション力・大都市の国際競争力の強化

	 …………………………………………………［130 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 8 億円。合計 138 億円（1.06）

イノベーション拠点の形成やデジタル技術等を通じた地方都市と

大都市との交流・連携を推進するとともに，国際ビジネス拠点を支

える都市基盤の整備や優良な民間都市開発事業を推進する。

（c）航空ネットワークの充実………………………［140 億円（1.12）］

航空ネットワークの維持・活性化を推進するとともに，国際競争

力の強化や訪日外国人旅行者の受入対応等に資する空港の機能強化

等を計画的に推進する。

（d）整備新幹線の着実な整備… …………………［804 億円（1.00）］

我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線について，

着実に整備を進める。

（e）鉄道ネットワークの充実………………………［171 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 29 億円。合計 200 億円（1.16）

大都市圏における国際競争力の強化や利便性向上を目的とした都

市鉄道整備や技術開発等を進めるとともに，東京圏における今後の

都市鉄道のあり方や幹線鉄道ネットワーク等に関する調査を行う。

（f）国際コンテナ戦略港湾の機能強化……………［638 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 37 億円。合計 675 億円（1.07）

サプライチェーンの強靱化・安定化を進めるため，コンテナ船の

国際基幹航路の維持・拡大に向けた取組を推進する。

（g）成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整

備総合交付金）… ……………………………［4,874 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 612 億円。合計 5,486 億円（1.08）

将来の成長の基盤となる民間投資・需要を喚起する道路整備や

PPP/PFI を活用した公園整備，地域の賑わいの創出に資する民間

等と連携した河川の水辺整備，下水道資源・エネルギーの有効利用

など，地方公共団体等の取組を総合的に支援する。

（2） 脱炭素社会の実現に向けたグリーントランスフォーメーショ
ン（GX）の推進

（a）脱炭素効果の高い住宅・建築物の普及や木材利用の促進など

を通じた住宅・建築物の脱炭素対策等の強化

	 …………………………………………………［941 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,255 億円。合計 3,196 億円（3.56）

カーボンニュートラルの実現に向け，我が国の CO2 排出量の約 3

割を占める住宅・建築物部門における省エネ，再エネ利用等を促進

するため，新たに GX 経済移行債も活用しながら，住宅・建築物の

省エネ化や木材利用の促進，ライフサイクル CO2 の削減を図る。

（b）グリーンインフラ，まちづくり GX 等のインフラ・まちづく

り分野における脱炭素化の推進……………［149 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 89 億円。合計 238 億円（1.70）
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自然の持つ多様な機能を活用するグリーンインフラ等のインフラ

の活用，都市における緑地の確保やエネルギー利用の再エネ化・効

率化，都市の暑熱対策等を進めるまちづくり GX の推進を図るなど，

インフラ・まちづくり分野における脱炭素化やサーキュラーエコノ

ミーを推進する。

（c）カーボンニュートラルポート（CNP）の形成，持続可能な

航空燃料（SAF）の導入促進，ゼロエミッション船の導入

促進等の交通分野における脱炭素化の推進

	 …………………………………………………［114 億円（0.80）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 58 億円。合計 173 億円（1.21）

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素等の受入環境の整備

等を図る「カーボンニュートラルポート（CNP）」の形成推進や洋

上風力発電の導入，持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進，ゼ

ロエミッション船の導入促進など，鉄道，自動車，道路，海事，港

湾，航空といった交通分野における脱炭素化を推進する。

（3） 国土交通分野のデジタルトランスフォーメーション（DX）
や技術開発等の推進

（a）i-Construction 2.0，建築・都市の DX 等の「インフラ分野の

DX アクションプラン」の推進………………［79 億円（0.94）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 100 億円。合計 179 億円（2.12）

2040 年までに少なくとも建設現場の省人化 3 割・生産性向上 1.5

倍を達成するため，自動化・省人化を図る i-Construction 2.0 を推

進する。また，地籍調査の成果を含むベース・レジストリや国土数

値情報等の地理空間情報も活用し，建築物の 3 次元データと属性情

報を併せ持つ建築 BIM，3D 都市モデルの整備・活用・オープンデー

タ化を推進する PLATEAU，土地・建物を一意に特定する不動産

ID の取組を一体的に推進し，まちづくりの高度化や官民データ連

携による新サービスの創出を促進する。これらも含め，「インフラ

分野の DX アクションプラン（第 2 版）」等に基づき，インフラ

DX の推進に向けて取り組む。

（b）自動運航船の実現を含め経済安全保障にも資する造船・海運

の国際競争力強化や海洋開発等の推進………［22 億円（0.97）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 5 億円。合計 27 億円（1.17）

造船・海運の国際競争力強化・生産性向上，海洋資源・エネルギー

等の開発・利用，海洋権益の保全・確保に関する取組等を推進する。

（c）DX の推進等………………………………………［4 億円（0.94）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 28 億円。合計 33 億円（7.58）

少子高齢化や人口減少といった社会課題の解決を図る観点から，

社会全体の生産性向上に向け，Project LINKS による行政情報の

データ化・活用を進め，デジタルトランスフォーメーション（DX）

の加速化を図るとともに，サイバーセキュリティの確保に向けた取

組を同時に推進する。また，「国土交通省統計改革プラン」（令和 4

年 8 月 10 日）に基づき，統計全般の省横断的な企画立案，点検，

品質改善を図る。

（4）持続可能な観光立国の実現
（a）持続可能な観光の推進…………………………［516 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 544 億円。合計 1,060 億円（2.15）

我が国の成長戦略の柱，地域活性化の切り札である観光について，

持続可能なあり方で，全国あまねくその効果を広めるべく，観光産

業の「稼げる」産業への変革を進めつつ，持続可能な観光地域づく

りや地方を中心としたインバウンド誘客，国内交流拡大に戦略的に

取り組む。

（b）社会資本の整備・利活用を通じた観光振興

観光資源としての既存ストックの公開・開放などの社会資本の利

活用や，観光客の移動円滑化等にも資する社会資本の整備を通じて，

地域の観光振興に貢献する。

（5） 国土交通分野における働き方改革等を通じた担い手の確保・
育成や生産性の向上

生産年齢人口の減少が見込まれる中，日本経済を成長型の新たな

ステージへ移行させるため，国土交通分野における処遇改善や働き

方改革を推進し，担い手の確保・育成を図る。また，業務効率化や

省力化等により，生産性の向上を促進する。

（a）物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組

の推進…………………………………………［121 億円（1.12）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 155 億円。合計 276 億円（2.55）

令和 6 年 2 月の我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議にて決

定された「2030 年度に向けた政府の中長期計画」に基づき，物流

の効率化，商慣行の見直し，荷主・消費者の行動変容を柱とする施

策を一体的に講じ，物流の適正化・生産性向上の更なる推進を図る。

（b）担い手の確保・育成や生産性向上による持続可能な建設業

の実現……………………………………………［5 億円（1.03）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 8 億円。合計 13 億円（2.80）

第三次・担い手 3 法を踏まえ，賃金支払の原資となる適正な労務

費の確保，建設資材価格の変動への対応，週休 2 日の実現に向けた

働き方改革，建設 G メンの体制強化による処遇改善・取引適正化，

現場管理における ICT 活用による生産性向上や災害対応力の強化

等に取り組むとともに，建設キャリアアップシステムも活用した処

遇改善，外国人技能労働者の受け入れ・育成等を通じ，持続可能な

建設業の実現に向けた担い手の確保・育成や生産性向上に取り組む。

（c）運輸業，不動産鑑定業，造船・海運業，宿泊・観光業等にお

ける人材確保・育成…………………………［29 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 331 億円の内数。合計 360 億円

の内数。

現場を支える技能人材等の確保・育成や生産性の向上のため，適切

な賃金設定等の処遇改善，教育訓練の充実等を官民一体で推進する。

（6）民間投資やビジネス機会の拡大
（a）ビジネスでの利活用に向けた地籍整備等の推進やデータ基盤・

提供環境の整備………………………………［95 億円（0.98）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 14 億円。合計 109 億円（1.13）
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不動産投資市場の活性化等を通じたビジネスの機会拡大・効率化

や新ビジネスの創出に向けた環境整備を推進するため，土地の適正

価格の把握や社会資本整備の基盤である地籍整備について地域特性

に応じた戦略的な推進を図る。

（b）PPP/PFI の推進… ……………………………［53 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 13 億円。合計 66 億円（1.23）

民間の資金・ノウハウを活用した多様な PPP/PFI を通じて，低

廉かつ良質な公共サービスを提供するとともに，民間の事業機会を

創出し，経済成長の加速化や地域活性化を図る。

（c）インフラシステム海外展開の戦略的拡大……［27 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 40 億円。合計 67 億円（2.51）

我が国の国際競争力を高め，持続的な経済成長を実現するととも

に，経済安全保障を確保し，デジタル変革，カーボンニュートラル

への対応等を通じて世界のインフラ需要を取り込んでいくため，「イ

ンフラシステム海外展開戦略 2030」及び「グローバルサウス諸国

との新たな連携に向けた方針」等を踏まえ，我が国の強みである質

の高いインフラの海外展開に向けた取組を官民一体で推進するとと

もに，国際機関との連携の強化を図る。

（d）既存住宅流通・リフォーム市場の活性化…［279 億円（1.20）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.1 億円。合計 279 億円（1.20）

既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向け，取引環境の整備

や既存ストックの質の向上を推進する。

（7）2025 年大阪・関西万博に向けた対応
2025 年大阪・関西万博の開幕にあたり，関係省庁や地元自治体

等と緊密に連携し，万博のコンセプトである「未来社会の実験場」

の具体化に向けた空飛ぶクルマや自動運転走行などを実現するとと

もに，万博を契機とした誘客促進や関連するインフラ整備等，万博

の成功やその後の大阪・関西の発展に資するような取組を行う。

（8）2027 年国際園芸博覧会に向けた対応���［19 億円（2.20）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 20 億円。合計 39 億円（4.45）

2027 年国際園芸博覧会（略称：GREEN × EXPO 2027）につい

ては，SDGs の達成及び GX やグリーン社会の実現等に貢献するた

め，関係閣僚会議で決定された基本方針等に基づき，国際園芸博覧

会協会が実施する会場建設に係る費用の一部補助，日本国政府出展

及び参加招請活動等の開催に向けた準備を着実に進める。

4.3　 地方創生 2.0 に資する個性をいかした地域づくりと分散型
国づくり

（1） 共生社会実現に向けたバリアフリー社会の形成と活力ある
地方創り

（a）地域公共交通や観光地・宿泊施設等のバリアフリー化の推進

とユニバーサルデザインのまちづくりの実現

	 …………………………………………………［272 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 489 億円の内数。合計 761 億円

の内数。

誰もが安心して暮らし，快適に移動できる環境を整備するため，

鉄道駅や地域公共交通，観光地・宿泊施設等のバリアフリー化を推

進する。また，全ての人に優しいユニバーサルデザインのまちづく

りを実現するため，幅広い世代が利用する駅前広場や公園施設等の

バリアフリー化を推進する。

（b）空き家対策，所有者不明土地等対策及び適正な土地利用等

の促進…………………………………………［88 億円（1.10）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.2 億円。合計 88 億円（1.10）

空き家・所有者不明土地等の適正かつ効果的な活用により地域の

生活環境の維持・向上を図り，魅力・活力のある地域の形成を推進

する。また，建物と居住者の「2 つの老い」に直面するマンション

の管理適正化と再生円滑化を推進する。

（c）半島，離島，奄美群島，小笠原諸島，豪雪地帯等の条件不利

地域の振興支援………………………………［49 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 22 億円。合計 71 億円（1.44）

半島，離島，奄美群島，小笠原諸島，豪雪地帯等の条件不利地域

について，地域資源や地域の特性，創意工夫等を活かした取組に対

する支援を行う。

（d）民族共生象徴空間（ウポポイ）を通じたアイヌ文化の復興・

創造等の促進…………………………………［18 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 10 億円。合計 28 億円（1.58）

令和 2 年 7 月に開業した「民族共生象徴空間（ウポポイ）」への

年間来場者数 100 万人を目指し，戦略的・効果的な誘客施策を実施，

魅力的なコンテンツの提供，地域との連携などウポポイの充実を図

り，アイヌ文化の復興・創造等を促進する。

（e）首里城の復元に向けた取組の推進………… ［47 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円の内数。合計 49 億円の

内数。

関係閣僚会議で決定された「首里城正殿等の復元に向けた工程表」

に基づき，首里城正殿の本体工事（令和 4 年 11 月着工）を引き続

き実施し，令和 8 年の復元に向けた取組を進める。

（2）分散型国づくりや持続可能な地域活性化
（a）国土形成計画の推進……………………………［0.7 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.8 億円。合計 1.5 億円（2.06）

新たな国土の将来ビジョンとして「新時代に地域力をつなぐ国土」

を掲げ，「シームレスな拠点連結型国土」の構築を図る新たな第三

次国土形成計画（令和 5 年 7 月閣議決定）を実効的に推進していく

ため，広域地方計画の検討・策定作業を進めるとともに，人口減少

下においても地方において人々が安心して暮らし続けることができ

る社会の実現に向けた取組を推進する。

（b）地方への人の流れを創出する官民連携による二地域居住等

の促進・個性ある多様な地域生活圏の形成

	 …………………………………………………［199 億円（1.04）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 16 億円。合計 216 億円（1.12）

第三次国土形成計画に掲げる「新時代に地域力をつなぐ国土」を

実現するため，各課題に対応した施策を講じ，地方への人の流れを
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創出する二地域居住等の促進を図る。また，暮らしに必要なサービ

スが持続的に提供される「地域生活圏」の形成を促進するとともに，

多様な公園緑地の整備や，固有の歴史・景観資源の活用等により，

安全で魅力ある地域づくりを進める。

（c）ゆとりとにぎわいのあるコンパクト・プラス・ネットワーク

の推進…………………………………………［797 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 81 億円。合計 878 億円（1.09）

地域の生活機能の誘導・集約や防災指針を軸とした防災・減災を

推進するとともに，多様なライフスタイルを支えるゆとりとにぎわ

いのあるコンパクト・プラス・ネットワークを推進する。

（d）スマートシティの社会実装の加速… ………［29 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円。合計 31 億円（1.13）

新技術や官民データを活用して地域の課題解決，新たな価値の創

出を図るスマートシティの実装の加速化を図るとともに，その基盤

となる 3D 都市モデルの整備等を推進する。

（e）次世代モビリティの普及促進…………………［211 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 324 億円の内数。合計 535 億円

の内数。

ポストコロナにおけるヒト・モノの移動ニーズの変化に対応する

ため，AI・IoT 等の新技術を活用した次世代モビリティの普及等

を促進する。

（f）地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備

	 ………………………………………………［3,732 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,974 億円。合計 5,706 億円（1.54）

分散型国づくりへの転換を図るとともに，デジタル実装した社会

を支え，人流・物流の円滑化・活性化を図るため，地域・拠点をつ

なぐ道路ネットワークを整備する。

（g）地域の暮らしと産業を支える港湾整備の推進

	 ………………………………………………［1,331 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 100 億円。合計 1,431 億円（1.07）

デジタル実装した社会を支え，民間投資の誘発，雇用と所得の維

持・創出を図るため，地域の暮らしと産業を支える港湾の整備を推

進する。

（3）「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全
面展開…………………………………………［236 億円（0.98）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 367 億円。合計 603 億円（2.50）

地方創生の基盤である地域交通の「リ・デザイン」を全国的に展

開するため，「交通空白」の解消に向けた公共・日本版ライドシェ

ア等を活用した多様な関係者の連携・協働による「地域の足」「観

光の足」の確保，MaaS やキャッシュレス化，モビリティ・データ

の活用推進などの交通 DX・GX による省力化や人材確保の取組，

自動運転の社会実装の推進，ローカル鉄道再構築の取組等に対し支

援を実施する。

（4）「こどもまんなかまちづくり」等こども・子育て政策の推進
「こども未来戦略」（令和 5 年 12 月閣議決定）等を踏まえ，こど

もや子育て当事者が安心・快適に日常生活を送ることができるよう，

こどもや子育て当事者の目線や，住宅を起点とした「近隣地域」と

いった視点に立った「こどもまんなか」の生活空間の形成や，こど

も・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革のための取組を

実施する。

（5）多様な世帯が安心して暮らせる住宅セーフティネット機能
の強化…………………………………………［674 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円。合計 676 億円（1.08）

高齢者世帯，子育て世帯など，住まいの確保に困難を抱えている

世帯をはじめとして，誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保

を図る。

（6）豊かな暮らしを支える社会資本整備の総合的支援（社会資
本整備総合交付金）【再掲】………………［4,874 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 612 億円。合計 5,486 億円（1.08）

コンパクト・プラス・ネットワークの推進やゆとりとにぎわいの

あるまちづくり，地域交通のリ・デザインなど，地方公共団体等の

取組を総合的に支援する。

［参考］デジタル庁一括計上［330 億円（0.99）］

国土交通省が関係する政府情報システムに係る予算について

は，デジタル庁に一括計上した上で，国土交通省等において執

行する。

（一括計上されたシステム）

・国土交通本省行政情報ネットワークシステム

・次世代河川情報システム

・特殊車両通行許可システム

・海事行政情報連携基盤システム

・地方整備局等行政情報システム

・気象資料総合処理システム　　　　　　等

5．おわりに

令和 7 年 2 月から岩手県大船渡市をはじめとして，全国各地（岡

山県岡山市，愛媛県今治市，宮崎県宮崎市など）で発生した林野火

災により，被災された皆さまに心よりお見舞いを申し上げます。

令和 7 年度の通常分の予算は，令和 6 年度の予算と比べて横ばい

となっている。令和 6 年度補正予算は地域の実情や要望等を勘案し

つつ，事業の必要性や高い緊急性が認められる事業に配分されてお

り，依然として高水準を維持している。我が国では，大規模自然災

害が毎年のように発生，または発生する可能性が高いことから，復

旧・復興を速やかに進めるとともに，災害に強い国土づくりを強力

に推進していかなければならない。

一方で，運送・物流業界や建設業界では，働き方改革の促進や担

い手の確保・育成を推し進めなければ事業存続の危機に陥る恐れが
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あることから，DX，GX などを推進しつつ我が国の持続的な経済

成長を実現していく必要がある。また，国際的な都市間の競争力を

高めるために，拠点都市における地域の基盤となる公共公益施設の

整備等を重点的に支援し，民間投資を促進することも重要であり，

公共事業の 8 割程度を占める国土交通省予算（令和 6 年度補正予算

を含む）の早期執行が望まれる。

令和 4 年 2 月から続くロシアによるウクライナ侵攻やパレスチナ

とイスラエルの紛争については終息に向けての動きはあるが，世界

および日本の社会経済への影響が継続することが懸念される。その

ような中で一刻も早く社会経済が落ち着きを取り戻し，国土交通省

の各施策の推進によって，魅力ある安心して暮らせる日本の構築が

期待される。

本文は，令和 7 年 1 月に国土交通省が発表した「令和 7 年度予算

概要」によって作成したものである。

� ［文責：持丸］
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2018年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2018年平均=100）

受注額

受注額
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2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

'24

建設機械受注額（総額）

建設機械受注額（海外需要を除く）

建設工事受注額

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化…
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561 5,799 95,252 46,914 166,043 141,691
2019 年 156,917 114,317 24,063 90,253 29,957 5,319 7,308 109,091 47,829 171,724 150,510
2020 年 143,170 97,457 19,848 77,610 35,447 5,225 4,175 91,725 51,443 171,740 141,261
2021 年 157,839 111,240 22,528 88,713 38,056 4,671 3,874 106,034 51,806 192,900 137,853
2022 年 165,482 119,900 33,041 86,862 33,436 5,252 6,898 114,984 50,496 207,841 130,901
2023 年 172,094 121,790 31,098 90,690 40,060 5,360 4,883 117,929 54,164 217,576 161,186
2024 年 187,396 132,025 33,408 98,615 42,398 5,500 7,476 126,223 61,174 235,561 167,675

2024 年� 2 月 13,237 8,390 2,925 5,465 4,001 365 481 7,965 5,273 219,504 12,360
3 月 36,119 22,688 4,005 18,682 10,808 486 2,137 21,526 14,593 231,850 21,578
4 月 13,894 10,066 2,641 7,425 3,122 443 263 9,326 4,568 233,782 10,214
5 月 9,497 6,682 2,500 4,182 1,846 474 495 6,087 3,410 231,352 11,721
6 月 13,725 9,632 2,221 7,410 2,638 460 995 9,394 4,332 229,504 15,537
7 月 16,233 13,082 3,830 9,252 2,234 408 509 12,558 3,675 234,172 10,884
8 月 10,745 7,213 1,676 5,537 2,389 649 494 6,982 3,764 232,972 12,542
9 月 16,514 11,835 3,195 8,640 4,410 470 －200 10,698 5,816 232,437 17,302
10 月 15,846 11,841 2,704 9,137 2,733 444 829 11,419 4,427 236,704 11,626
11 月 11,564 8,959 2,356 6,603 1,812 422 372 8,371 3,193 234,464 13,818
12 月 19,091 14,266 3,888 10,378 3,534 488 803 14,240 4,850 235,561 19,602

2025 年� 1 月 12,259 8,279 2,122 6,157 2,879 375 726 8,349 3,910 235,097 12,905
2 月 12,799 8,434 3,150 5,284 3,685 471 208 8,355 4,444 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 24 年
2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 25 年

1 月 2 月

総　     　 額 22,923 20,151 17,646 26,393 29,024 29,315 28,042 2,451 2,767 2,115 2,434 2,291 2,476 2,190 2,298 2,504 2,038 2,389 2,146 2,582
海 外 需 要 16,267 13,277 10,966 18,737 21,816 22,627 22,097 1,869 2,066 1,712 1,989 1,863 2,018 1,731 1,809 1,909 1,593 1,873 1,692 2,017
海外需要を除く 6,656 6,874 6,680 7,656 7,208 6,688 5,945 582 701 403 445 428 458 459 489 595 445 516 454 565

（注）�2018 ～ 2020 年は年平均で，2021 ～ 2024 年は四半期ごとの平均値で図示した。…
2024 年 2 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■建築生産機械技術委員会（クローラク
レーン作業燃費分科会）
月　日：3 月 3 日（月）（会議室，Web
併行開催）

出席者：石倉武久リーダほか 9名
議　題：①前回分科会での宿題（調査）
の結果報告と議論　②今後の進め方，
スケジュールについて議論　③JCMAS
草案の検討と議論

■路盤・舗装機械技術委員会・JCMAS「ロー
ドローラ作業エネルギー消費量試験方
法」作成 WG

月　日：3月 6日（木）（Web 会議）
出席者：柴田大地リーダほか 11 名
議　題：① JCMAS 草案について議論　
②今後のやるべき事項とスケジュール
の確認

■ショベル技術委員会
月　日：3月 11 日（火）（会議室，Web
併行開催）

出席者：安部敏博委員長ほか 11 名
議　題：① ｢JCMAS に基づく「エネル
ギー消費量試験方法」の ISO 化｣ 進
捗状況の情報共有：ISO国際会議の報
告と今後の進め方の議論　②各社ト
ピックスの進め方について議論

■基礎工事用機械技術委員会
月　日：3月 12 日（水）（会議室での対
面開催）
出席者：越田健委員長ほか 21 名
議　題：①計測ネットサービス㈱による
技術プレゼン：「トータルステーショ
ン・GNSS 用いての現場の安全管理と
品質管理システムの紹介」　② 4月開
催予定の見学会の概要説明　③技術プ
レゼン，見学会など今後のスケジュー
ルについて

■トンネル機械技術委員会 通信機器，設
備に関する調査 WG

月　日：3月 14 日（金）（会議室，Web
併行開催）
出席者：浅沼廉樹リーダほか 15 名
議　題：①WG活動報告書案の内容確
認と修正について討議

■トンネル機械技術委員会 脱炭素の取組
に関する調査 WG

月　日：3月 17 日（月）（会議室，Web
併行開催）

（2025 年 3 月 1 ～ 31 日）

行 事一覧
出席者：椎橋孝一郎リーダほか 14 名
議　題：①WG活動報告書案の内容確
認と修正について討議

■路盤・舗装機械技術委員会 総会
月　日：3月 21 日（金）（会議室，Web
併行開催）
出席者：美野隆委員長ほか会場参加者
33 名，Web 参加 41 回線
議　題：①委員長挨拶　② R6 年度活動
報告と R7 年度活動計画発表　③建設
機械（路盤・舗装）の自動化・自律化
及び生産性向上技術の普及・拡大に関
する発表（3 件）　④カーボンニュー
トラル，建設機械の低燃費化等の舗装
現場への適用拡大に関する発表（3件）　
⑤ JCMAからの情報提供

■トンネル機械技術委員会・幹事会
月　日：3月 24 日（月）（会議室開催）
出席者：浅沼廉樹委員長ほか 10 名
議　題：①第 8回WGの報告　② R7 年
度活動計画について議論：調査活動
WGのグループ編成，活動の進め方に
ついて，見学会候補地と開催時期につ
いて，総会の内容について討議

■油脂技術委員会
月　日：3月 26 日（水）（会議室，Web
併行開催）
出席者：石川広二委員長ほか 24 名
議　題：①燃料エンジン油関係：カーボ
ンニュートラル燃料の動向に関する報
告　②高粘度指数作動油関係：高粘度
指数作動油の規格制定準備状況につい
て　③規格普及促進関係：JAMA 
Lube Oil Seminar 2025 報告，JCMAS
オンファイル状況の報告　④ JCMAS
の改正について：進捗状況の報告　　
⑤その他：R7年度活動計画の説明

■原動機技術委員会
月　日：3月 27 日（木）（Web 開催）
出席者：小林喜美頼委員長ほか 20 名
議　題：①前回の議事録確認　②国内次
期排出ガス規制に関する情報交換：5
団体協議（3/25（火））の概要説明，
陸内協 別添 43 改正WGの活動状況の
情報共有　③海外排出ガス規制の動向
に関する情報交換：北米の状況につい
て報告　④カーボンニュートラルに関
する情報交換：カーボンニュートラル
燃料の動向について報告

■情報化機器技術委員会
月　日：3月 28 日（金）（会議室，Web
併行開催）
出席者：津曲治委員長ほか 7名
議　題：①DX推進に関する活動内容抽
出の議論　②規制・規格の最新情報の
共有　③ R7 年度の活動計画について

討議
■除雪機械技術委員会
月　日：3月 31 日（月）（会議室，Web
併行開催）
出席者：白樫純委員長ほか 23 名
議　題：①国交省から除雪に関する状況
報告：建仕，購入仕様書ひな形の改訂
に関する報告　②自動化，情報化対応
関連，ほか技術についての情報共有：
ワイズ公共データシステム㈱による技
術プレゼン ｢除雪作業自動化（ワンオ
ペ化）の取り組み｣　③ホームページ
更新の内容報告　④ R7 年度活動計画
の説明

標　準　部　会

■ ISO/TC 127/WG 17 ISO 5757 RESS な
どの電気エネルギー回生システムを用い
る機械 国際バーチャル WG 会議
月　日：3 月 4 日（火）夜～ 6 日（木）夜
出席者：米国より Spomer コンビナー
（Bobcat 社），日本より小塚大輔委員
長（コマツ）ほか 4 名が Web 参加

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　 題： ① DTR 投 票 コ メ ン ト 審 議　　

②次回 WG：2025/5/28-30 日，米国ミ
ルウォーキー市にて開催予定

■ ISO/TC 127 土工機械 国際総会（ハイブ
リッド）
月　日：3 月 16 日（日）～ 20 日（木）
出席者：（対面）海外より Moughler TC 

127 国際議長（Cat 社）ほか 36 名，日
本より岡ゆかり（コマツ）TC 127/SC 
3 国際議長ほか 6 名，（Web）小塚大
輔委員長（コマツ）ほか 4 名

場　所：ドイツ・ハンブルク市及び Web
上（ISO Zoom）

議　題：① 1 年半間隔で定期開催する総
会， 親 TC127 傘 下 の SC 1，SC 2，
SC 3，SC 4 各分科委員会総会も同一
週に開催　②中国より「蓄電装置搭載
電動建機の安全および性能要求規格」
制定の打診があり，TC 127 の有志会
合を通じて扱う方針　③次回総会：
2026 年 10 月に中国上海市で開催予定

■ ISO/TC 195/SC 1 コンクリート機械 委
員会（予備日）
月　日：3 月 24 日（月）
出席者：野口貴文委員（東京大学）ほか

2 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：（2 月 20 日に同じ）①（中国提

案）PWI 5342「コンクリート機械－
施工現場情報交換」進捗報告・ISO/
TC 71 との情報交換　②（日本担当）
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ISO/PRF 18650-2「コンクリートミキ
サー－第 2 部：練り混ぜ効率の試験要
領」進捗状況　③（日本担当）DIS 
18651「コンクリート用内部振動機－
語彙及び商業仕様」進捗状況　④ TC 
195 活動報告（案）　⑤次回開催予定（4
月 16 日 Web 上）

■ ISO/TC 127/SC 2/WG 35 ISO 22543 機
械接近通報装置 国際 WG 会議（ハイブ
リッド）
月　日：3 月 24 日（月）～ 27 日（木）
出席者：（対面）米国より Spomer コン

ビナー（Bobcat 社），日本より坂本祐
介委員（コマツ）ほか 7 名，（Web）鈴
木邦利委員（コマツ）ほか 7 名

場　所：ドイツ・フランクフルト市 VDMA
会議室および Web 上（ISO Zoom）

議　題：①第 1 回目 CD 意見照会コメン
ト 審 議　 ② 次 回 WG：2025 年 5 月 6
日～ 7 日（Web 上）

■ ISO/TC 195/AG 1 諮問グループ 国際
バーチャル会議
月　日：3 月 27 日（木）
出席者：川上晃一 SC 1 国際議長（日工

㈱）ほか 13 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① 2025 年 TC 195 国際会議（9

月 8 日 ～ 12 日 ） 開 催 場 所 の 決 定　　
②イタリア INAIL の紹介　③会議日
程の調整　④アジェンダの内容検討　
⑤ 2026 年の TC 195 国際会議開催場
所に関する予備調査

■三役会
月　日：3月 7日（金）
出席者：坂下誠部会長ほか 6名
議　題：①レンタル業部会（コンプライ
ンス分科会）『お客様安全技術情報』
の紹介〔ご説明〕コンプライアンス分
科会長：間庭様（㈱カナモト），レン
タル業部会長：飛山様（㈱レンタルの
ニッケン）　② 2/20 機電交流企画WG
報告　③ 3/12 建設業 ICT 安全 WG 
予定報告　④その他：令和 6年度事業
報告案，4/15 開催クレーン安全情報委
員会予定報告，令和 7年度見学会計画

■建設業 ICT 安全 WG

月　日：3月 12 日（水）
出席者：中野正晴主査長ほか 4名（内，
Zoom参加 2名）

議　題：①「ICT 安全対策機器情報」
DB（2024 年度更新登録分）の報告　
②「ICTを用いた安全対策機情報」広
報について　③令和 7年度新委員長の

選任について　④ 2/6，7 合同開催建
設機械施工の自動化・自律化協議会の
安全・基本設定WG，施工管理・検査
基準WG，3/11建設機械施工の自動化・
自律化協議会（第6回）の報告　⑤「CSPI 
EXPO2025」6/20 見学（クレーン安
全情報委員会と合同）計画　⑥その他

■レンタル業部会
月　日：3月 6日（木）（Web 会議併用）
出席者：間庭分科会長ほか 16 名
議　題：①部会長・分科会長挨拶・委員
交代挨拶　②コンプライアンス分科会
活動報告　③R7年度活動計画案につ
いて　④各社からの報告事項・情報交換

■機関誌編集委員会
月　日：3月 5日（水）
出席者：中野正則委員長ほか 30 名
議　題：①令和 7 年 6 月号（第 904 号）
計画の審議・検討　②令和 7年 7月号
（第 905 号）素案の審議・検討　③令
和 7年 8月号（第 906 号）編集方針の
審議・検討　④令和 7年 3月号～令和
7年 5 月号（第 901 ～ 903 号）進捗状
況報告・確認　※通常委員会及び
Zoomにて実施

支部行事一覧

■技術部会
月　日：3 月 4 日（火）
場　所：かでる 2・7 1050 会議室
出席者：熊谷政行技術部会長ほか 20 名
内　容：①令和 6 年度事業報告について　

②令和 7 年度事業計画（案）について　
③その他：令和 7 年度除雪機械技術講
習会実施計画について

■広報部会
月　日：3 月 4 日（火）
場　所：かでる 2・7 1050 会議室
出席者：村上昌仁広報部会長ほか 12 名
内　容：①令和 6 年度事業報告について　

②令和 7 年度事業計画（案）について　
③その他：支部だより No.129 号の発
行について，令和 7 年度支部講演会・
建設工事等見学会について

■調査部会
月　日：3 月 6 日（木）

場　所：北海道支部会議室
出席者：小松正明調査部会長ほか 9 名
内　容：①令和 6 年度事業報告について　

②令和 7 年度事業計画（案）について　
③その他：令和 7 年度土木工事標準歩
掛等の改定概要について

■令和 6 年度 東北土木技術人材育成協議
会（対面＋Web 会議）
月　日：3月 3日（月）
出席者：東北地方整備局 宮本健也企画
部長ほか 42 名

議　題：①令和 6年度活動報告　②令和
7年度の活動方針（案）

■第 3 回 企画部会（対面＋Web 会議）
月　日：3月 10 日（月）
参加者：山尾昭企画部会長ほか 5名
議　題：①令和 7年度事業計画（案）に
ついて　②令和 7年度事業予算（案）
について　③令和 7 年度表彰候補者
（案）について　④その他

■令和 6 年度 建設機械施工技能実習評価
試験（1 月宮城定期試験）
月　日：3月 12 日（水）～ 14 日（金）
場　所：CAT宮城教習センター
受験者：学科 79 名，実技 103 名（掘削，
押土・整地，積込み，締固め）

■令和6年度 情報化施工委員会（Web会議）
月　日：3月 13 日（木）
出席者：情報化施工技術委員会 鈴木勇
治委員長ほか 38 名

議　題：① ICTセミナー（6県セミナー）
について　②インフラDX基礎技術講
習会について　③建設 ICT 総合研修
（i-Academy）について　④その他

■第 3 回 支部運営委員会
月　日：3月 17 日（月）
場　所：仙台市 仙台サンプラザ
参加者：高橋弘支部長ほか 29 名
議　題：①令和 7年度事業計画（案）に
ついて　②令和 7年度事業予算（案）
について　③令和 7 年度表彰候補者
（案）について　④その他

■摺上川ダム試験放流技術アドバイザー派遣
月　日：3月 19 日（水）
場　所：摺上川ダム管理所
技術支援：①緊急放流バルブからの最大
放流における振動状況確認　②現地打
合せ
派遣者：狩野技術部会副部会長，関野専
門技術員
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■建設機械施工 外国人技能実習評価試験
（3 月期）
月　日：3月 5日（水），6日（木）
場　所：石川県金沢市 CAT北陸教習セ
ンター
受検者：学科 42 名（初級，専門級，上級），
実技 47 名（掘削（小，大），締固め）

■令和 6 年度 第 3 回 企画部会
月　日：3月 13 日（木）
場　所：興和ビル 10F 大会議室
出席者：穂苅企画部会長ほか 19 名
内　容：①令和 6年度 事業報告（見込
み）について　②令和 6年度 決算報
告（見込み）について　③令和 7年度 
事業計画（案）について　④令和 7年
度 収支予算（案）について　⑤令和
7 年度 優良建設機械運転員・整備員
表彰について　⑥北陸支部第 14 回総
会に向けての計画について

■北陸地方建設技術報告・広報委員会
月　日：3月 17 日（月）
場　所：北陸技術事務所 1F会議室
出席者：樋口普及部会委員（代理：浦澤
事務局長）

内　容：①令和 6年度「建設技術報告会」
実施報告について　②令和 6年度「建
設技術報告会」収支決算報告について　
③「北陸地方建設技術報告・広報委員
会」規約（案）について　④令和 7年
度「建設技術報告会」開催方針（案）
について　⑤令和 7年度「北陸の建設
技術」実施方針（案）について

■令和 6 年度 第 2 回 運営委員会
月　日：3月 18 日（火）
場　所：新潟東映ホテル 1F白鳥の間
出席者：髙橋支部長ほか 18 名
内　容：①令和 7 年度 事業計画（案）
について　②令和 7 年度 収支予算
（案）について　③令和 7年度 優良建
設機械運転員・整備員表彰について　
④北陸支部第 14 回総会に向けての計
画について

■第 2 回部会長・副部会長会議
月　日：3月 6日（木）
出席者：川西光照企画部会長ほか 7名
場　所：太陽生命名古屋第 2ビル会議室
議　題：令和 6年度事業報告（案），令
和 6年度決算報告（概算），令和 7年
度事業計画（案），令和 7年度収支予

算（案）等
■第 3 回運営委員会
月　日：3月 14 日（金）
場　所：ナカトウ丸の内ビル 2階第 1会
議室
参加者：浅野和広支部長ほか 19 名
議　題：令和 6年度事業報告（案），令
和 6年度決算報告（概算），令和 7年
度事業計画（案），令和 7年度収支予
算（案）等

■アスファルトプラント実務者研修会講師
協力
月　日：3月 14 日（金）
場　所：名古屋 imy 会議室
参加者：約 35 名
講　師：コマツ商品企画本部商品企画室
主幹技師遠藤貴義氏

■企画部会
月　日：3月 17 日（月）
出席者：川西光照企画部会長ほか 2名
場　所：太陽生命名古屋第 2ビル 7階事
務局
議　題：令和 7年度総会についての打合
せ等

■企画部会
月　日：3月 6日（木）
場　所：関西支部
出席者：村中浩昭企画部会員以下 4名
議　題：①令和 7年度事業計画（案）及
び収支予算（案）　②会員の推移　　
③優良建設機械運転員等表彰の推薦に
ついて　④会長表彰関係　⑤総会終了
後の講演について　⑥今後の予定　　
⑦その他

■運営委員会
月　日：3月 10 日（月）
場　所：大阪キャッスルホテル
出席者：深川良一支部長以下 25 名
議　題：①令和 7年度事業計画（案）及
び収支予算（案）　②その他

■令和 6 年度 第 5 回広報部会
月　日：3月 13 日（木）
場　所：関西支部
出席者：木村泰男広報部会長以下 4名
議　題：①「JCMA 関西」第 123 号に
ついて　②今後の確認事項

■第 4 回部会長会議
月　日：3月 6日（木）
場　所：広島YMCA会議室

出席者：玉田一雄企画部会長ほか 9名
議　題：①令和 7年度事業計画（案）に
ついて　②第 14 回支部総会について　
③その懸案事項

■ 3 月期運営委員会
月　日：3月 18 日（火）
場　所：広島YMCA会議室
参加者：河合研至支部長ほか 21 名
議　事：①令和 7年度事業計画（案）に
ついて　②令和 7年度収支予算（案）
について

■協賛事業「四国建設広報協議会」
月　日：3月 24 日（月）
場　所：四国地方整備局
出席者：協議会を構成する 27 の団体・
組織から 29 名が参加
内　容：①令和 7年度協議会役員（案）
について　②令和 6 年度収支報告　　
③建設フェア四国 2023 in 高松の開催
報告について　④建設フェア四国2025 
in 松山の開催について　⑤その他

■ R6 第 3 回運営委員会
月　日：3月 24 日（月）
場　所：書面による会議
参加者：岡村未対支部長ほか 29 名
議　題：① R7 年度事業計画（案）につ
いて　② R7 年度予算書（案）につい
て　③ R7 年度表彰予定者について　
④人事異動に伴う支部長の変更につい
て　⑤人事異動等に伴う役員等の変更
について

■企画委員会
月　日：3 月 18 日（火）
場　所：リファレンス駅東ビル 会議室 V-4
出席者：9 名
議　題：①令和 7 年度 JCMA 九州支部

の主要行事について（総括）　②支部
長表彰について　③第 3 回運営委員会
議事について　④ R7 支部総会の特別
講演について　⑤第 3 回 JCMA 技術
講習会について　⑥ i-con 推進会議『第
2 回 DX･ICT 実機体験会』について

■第 3 回運営委員会
月　日：3 月 18 日（火）
場　所：リファレンス駅東ビル 会議室 V-4
出席者：玉石支部長ほか 16 名
議　題：①令和 7 年度事業計画書（案）

について　②令和 7 年収支予算書（案）
について
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気候変動の影響により，気象災害
の激甚化・頻発化が進む今日，国土
強靭化を見据えた都市基盤の整備が
進められています。特に，高度経済
成長以降に集中的に整備されたイン
フラの老朽化は深刻であり，これら
を維持管理していくために，我々に
課せられた役割は大きいと言えま
す。インフラを国民が持つ「資産」
として捉え，整備・維持管理・利活
用の各段階において，工夫を凝らし
た新たな取り組みを実施することに
より，インフラの潜在力を引き出す
とともに，インフラによる新たな価
値を創造し，持続可能性を高めるこ
とにより，都市環境を向上させてい
くことが期待されています。

今月号は，前回から 2 年ぶりとなる
特集テーマ「都市環境の向上，都市
基盤整備」についてご紹介しました。

巻頭言では，新潟工科大学工学部
工学科の樋口秀教授より，老朽化が
進む都市インフラの計画的な更新が
必要であり，費用負担の議論が求め
られる中，都市インフラの補修・更
新費用に特化した道路特定財源の復
活，固定資産税，都市計画税の税率
アップによる増収分を活用した基金
設立と，その活用が有効であること
をご提言いただきました。

行政情報では，国土交通省都市局
都市環境課より，都市行政における
カーボンニュートラルに向けた取組
事例，優良緑地確保計画認定制度

（TSUNAG），脱炭素都市づくり大
賞受賞事業についてご紹介いただき
ました。都市の環境性能向上，地域

の課題解決，そして持続可能な社会
の形成を目指す取り組みが強調されて
おり，気候変動対策，生物多様性の確
保，Well-being の向上を通じて，地域
の価値を高めることが期待されます。

技術報文では，都市再生分野にお
ける都市基盤施設整備に係る支援や
取り組み事例，設計・施工の初期段
階から BIM/CIM を取り入れた東京
メトロ銀座線渋谷駅移設プロジェク
ト，XR 技術によって施工中の地盤
変状をリアルタイムで可視化し，安
全管理の高度化を図る新技術，GIS
を活用した地域分析によって地域の
課題や特性を可視化し，まちづくり
の担い手の活動を支援するサービ
ス，スマートビルの中核を担うデー
タプラットフォームの開発と実装事
例などについてご紹介ご報告いただ
きました。

交流のひろばでは，盛土工事にお
ける効率的かつ面的な締固め品質管
理を目的として開発された，新しい
土工・舗装管理システムについてご
紹介いただきました。建設分野にお
けるロボット化と5G技術の活用が，
災害復旧や社会インフラの維持管理
に大きく貢献するとともに，遠隔操
縦や品質管理の効率化が進むにつ
れ，労働人口の減少に対応した合理
化が期待されます。

最後に，突然の原稿執筆のお願い
にも関わらずご快諾いただき，お忙
しいところご協力いただきました執
筆者の皆様，関係者の皆様に心より
御礼申し上げます。本誌に寄せられ
た貴重な情報が，今後の都市環境の
向上，都市基盤整備に対する技術向
上の一助となれば幸いです。

� （出口・那須野）

【年間定期購読ご希望の方】
①書店でのお申し込みが可能です。お近くの書店へお問い合わせください。
②�協会本部へのお申し込みは「年間定期購読申込書」に必要事項をご記入のうえ FAX をお

送りください。
詳しくは HP をご覧ください。
年間定期購読料（12 冊）　10,032 円（税・送料込）

6 月号「地球温暖化・環境対策特集」予告
・道路の脱炭素化の取組推進に向けて　・地球温暖化対策計画　・SEP船「BLUE WIND」を活用した洋上風
力発電所の建設　・建設現場への電動化に向けた取り組み　・作業船のCO2 削減対策　・建設時CO2 排出量予
測システム「T-CARBON Navios」の開発　・CO2フリー水素の活用に向けて「次世代エネルギープロジェクト」第
2フェーズに着手　・社会実装に向けた路面太陽光発電技術に関する構造の一検討　・バイオ炭インターロッキン
グブロックの開発　・低炭素型地盤改良材の開発　・独自株の微細藻類培養と完全循環型アクアポニックスを掛け
合わせた次世代型ハイブリッド農業システムの実証実験　・集成材ダブルスキンを纏った都市型オフィス　・ゼロカー
ボンビル建設プロジェクトにおける脱炭素技術　・工場のZEB化と水素エネルギー実証　・ESG/SDGsの取組み
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